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１.県内におけるコロナ禍の状況 

   新型コロナウイルス感染症の発生後、2020 年４月、国は全国を対象とした「緊急 

  事態宣言」を初めて発出した。以降、国は沖縄県を対象とした緊急事態宣言を計３回発

出、まん延防止等重点措置を２回発出することとなる。また、県においても「県独自の

緊急事態宣言」を３回発出した。この２年半における発出状況と県内の感染者数の推移

を示したものが図１である。 

県の新規感染者数と移動人口との関係性を見てみると、2020 年の夏場には県による

緊急事態宣言、2021 年には春から夏場にかけ長期間にわたる国による緊急事態宣言が

発出され、沖縄にとって繁忙期となる夏場に人流抑制が求められることとなった。なお、

県内の累計感染者数は 51万 9,525 人で、全国で 12番目の多さであるが、人口 10万人

当たりは 204.40 人と全国で一番少ない状況である（2022.11.30 現在）。 

また図１の下部はスマートフォンの位置情報を利用した県内の移動人口を表してい

る。第１回目の「緊急事態宣言」の発出時には未知のウイルスへの恐怖から前週比 60％

という移動人口の極端な減少がみられる。以降、緊急事態宣言、まん延防止重点措置が

発出されるたびに移動人口が減少していることが確認できる。 

県の主要産業は観光業であり、沖縄の経済を支える基幹産業といえる。ただ「観光業」

は、総務省が定めている日本標準産業分類において、ひとつの産業として分類はされて

いない。一般的にはホテル、飲食、旅行会社、観光向け運輸、お土産製造、お土産販売

など多岐にわたる産業を指している（なお、本提言書で使われる「観光業」においては、

一部に飲食業を除く）。 

つまり観光業は非常に裾野が広く、観光業が停滞することは、地域が広く大きくダメ

ージを受けることとなり、新型コロナウイルス感染症による人流の抑制は、県内の基幹

産業である観光業に大きな打撃を与えると同時に、県経済にも大きな影響を与えた。そ

の状況については後述する。 

2022 年３月のまん延防止等重点措置の解除以降は、新規感染者数が増加傾向にある

ものの行動制限措置は出されなかったことから人流の増加は続いており、国のウィズ

コロナへ舵を切った方針が如実に表れる状況に至っている。この方針転換までには２

年半を要しており、観光業をはじめとした沖縄の経済界は大きな打撃を受け、長期にわ

たる景気低迷を余儀なくされたのである。 
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図１ 沖縄県の新規感染者数と移動人口 

     
出所：りゅうぎん総合研究所作成資料より 

 

２.データから見る県経済への影響 

コロナ禍により沖縄県経済にどのようなインパクトがもたらされていたのかを、景気

動向指数や産業構成、県内総生産、入域観光客数等から概観してみたい。また、国が進め

てきた経済面からのコロナ支援策である「雇用調整助成金」「持続化給付金」「政府系金融

機関の実質無利子・無担保融資（以下、ゼロゼロ融資とする）」などの取組みについて、

どのような効果が表れたのかを給付実績などから合わせてみていく。 

 

（１）景気動向指数 

    日銀短観（業況判断ＤＩ）とは企業の業況や設備、雇用人員の過不足など各種判断

を指数化したものであるが、これを沖縄と全国とを比較してみると、2012 年からの

過去 10 年間、沖縄県は全国を一貫して上回る動きとなっていた（図２）。その間、

2019 年には県の入域観光客数が目標としていた 1,000 万人を突破するなど、観光業

を取り巻く環境は大きな成長を遂げ、それに引っ張られるように沖縄経済は活況を

呈してきた。 

しかし 2020 年４月、国内初の「緊急事態宣言」発出以降、沖縄、全国ともに大き

く落ち込む動きをみせた。その後、全国では新型コロナウイルス感染症前の水準とま

ではいかないものの徐々に回復の動きが続いている。 

    一方で沖縄は、先述の通り、人流の制限によりそれまでの県経済の牽引役であった

観光業の落ち込みを受け、長期にわたり低迷を続ける結果となった。そのような中、

移動制限の緩和がみられた 2022 年のゴールデンウィークを境に入域観光客の増加が   
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みられ、それに比例する形で業況判断ＤＩも回復の動きがみられている。 

次に、景気ウォッチャー調査（現状判断ＤＩ）をみてみる（図３）。同ＤＩとは

内閣府が地域の景気に関連が深い動きを観察できる立場にある個人の協力を得て

地域ごとの景気動向を的確かつ迅速に把握し、景気動向判断に用いる基礎資料で

ある。 

県のＤＩ値の動きは、全国値と同様に新型コロナウイルス感染症の緊急事態宣

言がはじめて発出された 2020 年４月に大きく低下し、その後は、全国のＤＩ値と

ほぼ同様な上昇と低下する動きを見せた。 

しかし国による人流抑制政策の緩和がみられた 2022 年４月以降は、県のＤＩ値

は全国値を超える上昇をみせ、2022 年 10 月のＤＩ値は全国で 49.9、沖縄は 61.9

と全国の値を上回るＤＩ値となっている。 

 

図２ 日銀短観（業況判断ＤＩ）推移と入域観光客推移 

  

 
出所：日本銀行及び沖縄県公表「入域観光客数の概要」より 

 

図３ 景気ウォッチャー調査（現状判断ＤＩ） 

 
出所：内閣府「景気ウォッチャー調査」 
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（２）沖縄県の産業構成 

    沖縄県、京都府、北海道の産業別道府県内総生産をみてみる（図４）。産業別の割

合をみてみると、沖縄県の総生産に占める第三次産業の占める割合は 80.1%である。

一方で京都府は 68.2%、北海道は 78.4%となる。それぞれの道府県ごとに総生産の規

模が違うものの、京都府は第二次産業を中心に、北海道は第一産業、第二次産業に支

えられているが、沖縄県の経済は第三次産業で支えられていることがわかる。 

新型コロナウイルス感染症の人流抑制により、対面型サービスを主なビジネスモ

デルとする第三次産業の比重が大きい沖縄県は大きなダメージを受けた。 

 

      図４ 産業別道府県内総生産 

  

 

                          出所：内閣府「県民経済計算」より 

 

 図５  沖縄県の産業別就業者数（2018 年） 

 

出所：沖縄県 HP より抜粋 
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（３）沖縄県の県内総生産 

沖縄県の県内総生産の状況をみてみる（図６）。2014 年度から 2019 年度は、県発

表の「県民経済計算」の実績データであり、2020 年度の見込値は沖縄県企画部によ

り発表された「本県経済の実績見込み」のデータである。県内総生産は基幹産業であ

る観光業が好調であったことなどを背景に 2019 年度まで右肩上がりで好調に推移し

ていたものの、2020 年度見込み値は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外国

人観光客の入国停止、人流抑制などの施策により国内観光客の大幅な減少を受け、前

年度比 5,229 億円の減少が見込まれている。 

2021 年度の予測値は発表されていないものの、昨年の入域観光客数や県内景況か

らみても 2020 年度並み、もしくはさらに低下する可能が高いものと予想される。こ

の 2020 年度、2021 年度の２年間で県内総生産が新型コロナウイルス感染症により約

１兆円超失われたといえる。 

 

図６ 県内総生産（名目値）   

     

 

出所：2014 年～2019 年度までは沖縄県「県民経済計算」より 

2020 年度見込値は沖縄県企画部「本県経済の実績見込み」より 

 

（４）沖縄県の入域観光客数と観光収入 

    沖縄県の観光は、気候風土や恵まれた自然環境を活かし、過去５次にわたる「沖縄

振興計画」に基づく、観光インフラの整備、宿泊施設等の整備などにより入域観光客

数は右肩上がりで伸びてきた（図７）。1972 年の入域観光客数は 44万人、2019 年は

1,016 万人となっており、比較すると 23.1 倍と大きく拡大、成長している。 

また、観光収入も同様に324億円から7,484億円と23.1倍と大きく伸長している。 

ただし、2020 年と 2021 年の推移は新型コロナウイルス感染症の影響で調査ができな

かったため、データはあくまで試算値であるが、2020 年は 3,065 億円で前年比 4,419
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億円のマイナス、さらに 2021 年は 2,733 億円、前年比 332 億円のマイナスとなって

いる。 

一方、2020 年４月、国内ではじめての「緊急事態宣言」の発出や国による人流抑

制政策により入域観光客数は大幅に減少した（図８）。外国人客は 2020 年４月以降の

入国制限が続いており那覇空港における海外便の就航は、2022 年８月にいったん韓

国ソウル便が再開したものの、2022 年９月末時点では全便運休が続いている。 

国は停滞した経済活性化を図るべく「GoTo トラベルキャンペーン」を 2020 年７月

22 日に開始、ある程度の入域観光客数の増加は見られたものの、2020 年 12 月には再

度、感染者数が増加したことにより「GoTo トラベルキャンペーン」は一時停止とな

った。以降、感染者数の増加と減少を繰り返して長期間にわたり停止されていたが、

2022 年 10 月より「全国旅行支援キャンペーン」として再開された。 

県内では 2022 年３月に全国で「まん延防止重点措置」が解除されて以降、徐々に

入域観光客数の増加の動きがみられる。 

 

図７ 沖縄県の入域観光客数と観光収入の推移（暦年） 

 

                    出所:沖縄県「観光要覧」を基に当会にて作成 
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図８ 県内入域観光客数推移と行動制限の発出時期の変遷 

  

 
                 出所：沖縄県公表データを基に当会にて作成 

 

（５）新型コロナウイルス感染症関連融資の実績 

    沖縄振興開発金融公庫の発表によると、新型コロナウイルス感染症関連融資は

2022 年３月末時点で 16,700 件 3,449 億円実行された（図９）。融資実績を融資実行

額別にみると、500 万円以下が最も多く全体の 38％、次いで 500 万円超 1,000 万円

以下が 20％で、合計すると 1,000 万円以下の融資が全体の６割程度を占める。 

融資実績の業種別割合では、宿泊業・飲食サービス業が 26％と最多で、次いで卸

売・小売業と続く。また同公庫の実績によると、米国同時多発テロ関連セーフティネ

ット融資実績が 99億円、リーマンショック関連が 285 億円、東日本大震災関連が 116

億円となっており、新型コロナウイルス関連融資が 3,449 億円であることから県内

企業への影響が融資金額のボリュームから見ても甚大であったことがわかる。 

一方で沖縄県信用保証協会による新型コロナウイルス感染症関連の支援融資制度

は「沖縄県新型コロナウイルス感染症対応資金」及び「沖縄県コロナウイルス感染症

伴走型支援資金」の２制度があった。このうち「沖縄県新型コロナウイルス感染症対

応資金」が、いわゆるゼロゼロ融資となっている。沖縄県信用保証協会が公表してい

る「保証月報」から「保証残高」（図 10）をみると、2022 年 10 月末時点で沖縄県新

型コロナウイルス感染症対応資金が 1,641 億円、沖縄県コロナウイルス伴走型支援

資金が 70 億円となっている。2022 年 10 月末時点の沖縄県信用保証協会の総保証残
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高 2,995 億円に対して、新型コロナ関連の融資残高の割合は 57.1%を占めており、こ

のことからも多くの県内企業が同制度を活用し、コロナ禍の厳しい資金繰りに活用

してきたのかがみてとれる。 

なお、全国のゼロゼロ融資額は総額で約 56兆円となったものとみられ、全国でも

支援の規模が非常に大きかったことがわかる。 

 

図９ 沖縄振興開発金融公庫コロナウイルス感染症関連融資及び各セーフティネット実績      

  

  

出所：沖縄開発金融公庫 Report2022 より 

 

図 10 沖縄県信用保証協会による新型コロナウイルス関連保証債務残高（2022 年 10 月末） 

   

 

                   出所：沖縄県信用保証協会「保証月報」より抜粋 

 

 （６）県内の失業率（季節調整値） 

2007 年１月以降の県内の失業率の推移をみてみる（図 11）。好調な観光産業を背景に

近年、10年超にわたって失業率は低下傾向にあった。2020 年の新型コロナウイルス感
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3,000万万円円以以下下 , 
28%

3,000万万円円超超

5,000万万円円以以下下 , 
7% 5,000

万万円円

超超 , 7%

沖沖縄縄振振興興開開発発金金融融公公庫庫ココロロナナ関関連連融融資資実実績績

宿宿泊泊業業、、飲飲食食

ササーービビスス業業, 
26%

卸卸売売業業、、小小売売

業業 , 16%

建建設設業業 , 13%

生生活活関関連連・・娯娯

楽楽業業 , 12%

医医療療福福祉祉, 5%

そそのの他他 , 28%

ココロロナナ関関連連融融資資業業種種別別融融資資実実績績

セーフティネット融資実績
金額 件数

米国同時多発テロ関連 99億円 358件
リーマンショック関連 285億円 347件
東日本大震災関連 116億円 423件
新型コロナウイルス関連 3,449億円 16,700件

制度名 保証債務金額 件数

沖縄県新型コロナウイルス感染症対応資金 1,641億円 10,831
沖縄県コロナウイルス感染症伴走型支援資金 70億円 427
新型コロナ関連保証残高 1,711億円 11,258
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染症の拡大を契機に、やや失業率は上昇の動きがみられるが、政府による雇用調整助成

金や飲食店などを対象にした協力金、各種助成金の効果、また上記の沖縄振興開発金融

公庫の新型コロナウイルス感染症関連のセーフティネット融資や、沖縄県信用保証協

会の支援融資制度を活用した県内金融機関のゼロゼロ融資による金融支援等が事業者

の資金繰りを下支えし、失業率の大きな上昇には至っていないものと考えられる。2022

年９月に厚生労働省により公表された「労働経済白書」においても、2020 年～2021 年

の雇用情勢に関して「企業の雇用維持の努力や雇用調整助成金の下支え効果があった

ため、完全失業者数の増加を比較的抑えられた」と分析している。 

ただし、「まん延防止重点措置」が 2022 年２月 20 日をもって解除されたことに伴う

協力金支給の終了、さらにゼロゼロ融資の元金返済が 2023 年４月以降はじまることも

あり、今後の動向を注視する必要がある。 

 

図 11 沖縄県内失業率（季節調整値） 

    

                          出所；沖縄県「労働力調査」より 

 

（７）県内倒産件数 

2016 年以降の県内の倒産件数及び負債総額推移をみてみる（図 12）。コロナ以前から

倒産は一定数で発生しており、新型コロナウイルス感染症の発生により増加傾向にあ

るようにはみえない。これも、国による時短協力金、持続化給付金、雇用調整助成金、

ゼロゼロ融資などの資金繰り支援策による一定の効果が表れているものとみられる。 

しかし、２年半にわたり新型コロナウイルス感染症の緊急事態宣言、まん延防止重点
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措置の発出の際に支給されていた飲食店向けの協力金の支給が、2022 年２月 20 日の

「まん延防止重点措置」解除をもって終了したこと、ゼロゼロ融資の本格的な利払いな

どの返済が 2023 年４月以降からスタートすることから今後、倒産の動きが増えていく

可能性はある。 

 次に、県内金融機関が取引先３千社にゼロゼロ融資に関するアンケート調査を行っ

た結果をみてみる（図 13）。融資を受けた先の 83％が返済可能と答えており、14％が条

件変更を行い期間延長した場合は返済可能と答えている。ゼロゼロ融資を受けた企業

の８割程度は元金返済に向けた余力があると答えており、これからもゼロゼロ融資が

コロナ禍での企業の資金繰り支援に一定の効果があり、企業倒産の抑制に繋がったの

ではないかとみられる。 

ただ、ゼロゼロ融資などの金融支援に関しては当初、沖縄公庫をはじめとした公的な

金融機関の取扱いに限定され、手続きに時間を要するなどの問題があった。また、民間

金融機関での取り扱いが開始された後も各金融機関では対応に混乱もみられた。この

ような面からも、今回のようなウイルス感染症、大規模災害等が発生した際に、機動的

に事業先を支援ができるよう沖縄県で独自の「危機管理基金」の創設も検討するべきで

はないだろうか。 

なお（図 13）で取り上げた「ゼロゼロ融資の元金返済に関するアンケート」は、県内

の特定の金融機関が行ったアンケート調査であることから対象先は限定的であり、沖

縄県の全体の状況を必ずしも示していないことは考慮する必要がある。 

 

図 12 県内倒産件数及び負債総額推移 

   

出所：東京商工リサーチ公表データより 
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図 13 ゼロゼロ融資の元金返済に関するアンケート（3,000 社） 

 出所：沖縄タイムス紙面を参考に当会にて作成     

 

３.政府の対応 

 

  過去に類のないパンデミックに対応するべく国も各種支援策を実施した。個人を対

象としたものでは 2020 年４月 20 日に閣議決定された「新型コロナウイルス感染症緊

急経済対策」に基づく「特別定額給付金」が、国民１人当たり 10 万円が支給された。

また事業者向けでは、持続化給付金、雇用調整助成金、GoTo トラベルキャンペーン、

金融機関によるゼロゼロ融資などがあった。そのうち県内事業者に大きく関わる GoTo

トラベルキャンペーン、雇用調整助成金の詳細や実績等からそれぞれ総括したい。 

 

（１）GoTo トラベル 

緊急事態宣言の発出や人流抑制を呼びかけていた影響で大きな打撃を受けた経済を

立て直すべく、国は「GoTo トラベルキャンペーン」を 2020 年７月 22 日にスタートさ

せた（図 14）。スタート当初は東京都の新規感染者数が増加していた等の影響により都

は除外されていたものの、2020 年 10 月１日には東京都も対象として追加された。 

   しかし、2020 年 11 月に入り都市部において感染が再拡大し、除外地域が広がってい

くこととなったため、2020 年 12 月には全国で取り扱いが停止となった。 

キャンペーン再開タイミングの調整が進んでいるとの報道も一時あったが、国内で

は感染拡大と減少の繰り返しが続き、国による観光支援事業「GoTo トラベル」は実質

的に５カ月ほどの実施期間に留まった。県内の観光業関係者からは、「GoTo トラベルは

あまりに実施期間が短く、残念ながら国による観光業支援策はなかったに等しい」との

厳しい声もある。 

   その後、国の観光業に対する支援策は「全国旅行支援」に衣替えし 2022 年は 10 月

11 日から 12 月 27 日の間に実施された。 
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図 14 「GoTo トラベル」「全国旅行支援」概要（国） 

 

                       出所：観光庁 HP より抜粋し、当会にて作成 

 

（２）雇用調整助成金 

国は新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、通常の雇用調整助成金とは別に雇用

調整助成金(コロナ特例)を実施している。これは、対象要件などを状況に合わせて基準

を変更、緩和するなど、ある程度機動的に対応している。2020 年４月から助成金の支

給が始まっており、この２年半の間で約６兆円の支給決定がなされ、各企業への助成が

行われている（図 15,16）。 

なお、雇用調整助成金に関しては、全国の支払実績は厚生労働省のホームページで開

示されているが、都道府県単位での実績の公表はないため図 16は全国の実績値である。

ただし、一部報道によると、県の商工労働部は、新型コロナウイルス感染症による沖縄

県での雇用調整助成金の実績（９月９日現在）は約 11万 9,704 件の申請で、支給額は

898 億 977 万円５千円と県議会経済労働委員会で説明している。 

この雇用調整助成金に関しては業種による制限はなく、新型コロナに影響を受けた

多くの事業者が対象であったため、県内事業者でも同制度の活用先は多かったものと

みられる。金額面では事業継続に十分ではなかったとの声も聞かれるが、県内事業者か

ら一定の評価は得られている。 

しかし、行政のデジタル化の遅れにより給付に時間を要した点は課題として挙げら

れる。景況の悪化により、資金繰りも厳しい事業先が多い中、給付が遅すぎるとの不満

の声が多数聞かれた。 

このような事業先向け給付金に関しては、法人番号を利活用したデータベースを構

築し、今後同様の感染症拡大が起こった際に支援策が迅速に実施できる仕組みが必要

であると考える。もちろん雇用調整助成金への対応は国による対応になると思われる

が県にも是非、迅速な対応ができるよう後押しをお願いしたい。 

 

 

 

GoToトラベル概要(国） 全国旅行支援（国）

開始 開始

予算額

予算
その他

最大1万4千円
35％割引

2020年実施
2020年7月

補助内容

旅行代金より割引

旅行代金の15％

日帰り旅行

クーポン券

感染再拡大により2020年12月停止

その他

7千円
2兆円

2022年実施
2022年10月11日～12月27日

11,000円

休日：1,000円分
約5,600億円
最大補助額

補助内容

旅行代金より割引
40％割引

交通付き宿泊：　最大８千円割引
上記以外：最大５千円割引

クーポン券
平日:3,000円分
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図 15 雇用調整助成金概要 

     

                       出所：厚生労働省 HP より抜粋 

         

図 16 雇用調整助成金支給決定金額及び件数（累計） 

   

                              出所：厚生労働省 HP より 

特例以外の場合の雇用調整助成金
（従来の雇用調整助成金）

感染拡大防止のため、期間中全国で以下の特例措置を実施
(令和2月４月　現在）

経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた
事業主

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主

生産指標要件（３カ月１０％以上減少） 生産指標要件を緩和（１カ月５％以上減少）

被保険者が対象 雇用保険被保険者でない労働者の休業も助成

助成率　（中小2/3、大企業1/2）

助成率　（4/5、大企業2/3）
解雇等を行わず、雇用を維持している場合（中小9/10、大企業3/4）
※業況特例、地域特例（令和３年５月～令和４年９月）
　　中小・大企業ともに4/5、解雇ともなわない場合10/10

日額上限額8,265円（令和４年８月1日以降8,355円）
日額上限　11,000円（令和４年1・2月）
　　　　　　　　9,000円（令和４年３月～９月）
※業況特例、地域特例（令和３年５月～令和４年９月）15,000円

計画書は事前提出 計画書は提出不要

１年のクリーリング期間が必要 クーリング期間を撤廃

６カ月以上の被保険者期間が必要 被保険者期間要件を撤廃

支給限度日数（１年１００日、３年１５０日） 同左＋上記対象期間中に受給した日数

短時間一斉休業のみ 短期間休業の要件を緩和

休業規模要件（中小1/20、大企業1/15） 中小：1/40、大企業1/30

残業相殺 残業相殺を停止

教育訓練が必要な被保険者に対する教育訓練
加算1,200円

教育訓練が必要な被保険者に対する教育訓練
加算者　（中小2,400円、大企業1,800円）

出向期間要件　３カ月以上１年以内
緊急対応期間に開始した出向については
出向期間要件（１カ月以上１年以内）
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４.沖縄県の新型コロナウイルス感染症対応 

  沖縄県では、コロナ禍の２年半の間、多くの事業者向け各種支援策を実施した。当初、

感染拡大の発生源とみられていた飲食店向けに対しての「時短給付金」や、観光事業者向

け支援策である「おきなわ彩発見キャンペーン」などが挙げられる。そのうち、国施策と

連動した時短給付金等の支援策、地方創生臨時交付金、県民向け県内旅行助成事業「おき

なわ彩発見」、県内のワクチン接種の動きについてそれぞれ総括した。 

 

 （１）各種支援策の県内での評価 

   新型コロナウイルス感染症に対する沖縄県からの支援策として、時短給付金の一部、

持続化給付金、雇用調整助成金等の国の予算による支援策も含め、(図 17)のように実

施された。 

 

   図 17 沖縄県による主な各種支援策 

    

             出所：厚生労働省、観光庁、沖縄県 HP を基に当会にて作成 

 

   上記支援策のうち雇用継続における金銭的な支援である「雇用調整助成金」の支給は

業種問わずに適用され、多くの企業で活用された制度となった。一方で「時短給付金」

は、県からの休業要請の対象となった主に飲食店向けの支援金となっていることにつ

いては一定程度の理解はできるものの、飲食店以外の事業者からは「支援先が偏り過ぎ

ており不平等である」との声も多い。 

   また、県の基幹産業である観光業に対しては、2021 年に県独自で最大 30万円の支援

金を給付する「観光関連事業者等応援プロジェクト支援金」や、2022 年８月に開始さ

れた従業員規模に応じて 20 万円から 600 万円の補助金を交付する「沖縄県 観光事業

者継続・経営サポート事業補助金」等の一時的な支援策はあったものの、継続的に飲食

店向けに給付されていた時短給付金と比較すると、規模感において不十分であったと

考える。 

 

 （２）地方創生臨時交付金 

  地方創生臨時交付金は、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、感染拡大

の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体が

支援実例
1 時短給付金等
2 持続化給付金等
3 雇用調整助成金等
4 実質無利子・無担保融資等
5 GoToトラベルキャンペーン等
6 企業間の在籍型出向等
7 ものづくり補助金等ビジネス転換支援

支援詳細
主に飲食店向け売上減少等に対する金銭的な支援
売上減少等に対する金銭的な支援
雇用継続における金銭的な支援
運転資金確保における支援
観光需要喚起施策
雇用継続における制度面での支援
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地域の実情に応じて、きめ細やかに必要な事業を実行できるよう国が創設した交付金で

ある。 

この交付金に対して、県内では 2020 年度は総額 141 億円の予算措置が図られ、沖縄県

商工労働部が管理する経済対策に約 56億円、次いで保健医療部に約 41 億円充当された。

経済対策のうち約半分となる 28 億円は、飲食店や商業施設に休業や時短営業の協力金支

給に充当されたものとみられる。この予算配分に対してなぜ、観光業に対しては、旅行促

進キャンペーンに加えて、直接給付の形で支援ができなかったのかと不満の声も多い。 

  なお、この地方創生臨時交付金に関して県より各部局単位で「新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金 効果検証」が公表されている。しかし県全体として、この交

付金が有効活用され、事業継続が危ぶまれている先などにきちんと資金が届けられたの

かの検証は行われていない。もちろん部局単位での効果検証も大事であるが、全体として

の総括が必要である。 

新型コロナウイルス感染症などのような未曾有の被害をもたらす事態が発生した場合

は、県の各部局を横断して動ける司令塔的な役割を果たすリーダーの任命が必要ではな

いだろうか。統括者に権限もしっかりと与え、縦割りではなく横の連携が機動的にとれる

体制が必要不可欠であると考える。 

   

 

 図 18 地方創生臨時交付金の県部局別充当額 

         

出所：沖縄県公表データを基に当会にて作成 

 

 （３）県民向け県内旅行助成事業「おきなわ彩発見」 

 

国は「新型コロナウイルス対策の特別措置法」に基づく措置として 2020 年４月７ 

日、国内ではじめて緊急事態宣言を発出した。この宣言により、国民に対して、生活に 
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必要な場合を除いて、外出自粛をはじめ、感染防止に必要な協力を要請することが 

できるようになった。この宣言をきっかけに国外への移動はもちろん都道府県をまた 

ぐ移動も自粛が求められ、沖縄県の入域観光客数も激減することとなる。 

宣言発出以降、国内の人流は止まり、県の観光業は大打撃を受ける。そこで県は、県

民向け県内旅行助成事業「おきなわ彩発見キャンペーン」を 2020 年６月５日からスタ

ートさせる(図 19)。その仕組みは、県内に本社があり、かつ県から指定を受けた事業

者のみで旅行プランを予約できるもので、県内在住者のみが予約できる仕組みであっ

た。この第１弾キャンペーンの課題は、民宿など比較的に低価格で宿泊できる施設など

が実質的に対象外となっていたことがあげられ、不公平感がある制度であった（図 18）。 

その後 2020 年７月２日には「おきなわ彩発見キャンペーン」第２弾がスタートする。

第１弾からの変更点は、旅行商品の金額が６千円未満の民宿やシティホテルなど比較

的低価格な宿泊施設への支援が強化されたことである。また、この強化策導入に伴い商

品の販売については OTA といわれるオンライン旅行予約サイトを通して予約する仕組

みに変更された。OTA を活用した背景には OTA 大手２社には県内宿泊施設が２千件程度

取扱われており、そのうち、宿泊価格が一泊６千円未満の民宿なども多く登録されてい

たことが挙げられる。 

2021 年３月には第３弾がスタートする。第２弾は OTA のみでの販売であったが、改

めて旅行代理店でも購入できる仕組みに変更された。また大きな変更点として、これま

で宿泊に特化した補助事業であったが、第３弾からは交通事業者、アクティビティ、観

光施設などでも利用が可能となった。2021 年 11 月１日から始まった「おきなわ彩発見

第４弾」は旅行業に偏った支援になっているとの指摘の声を受けて、観光体験やお土産

購入などでも使える地域クーポンを発行する制度となった。また、事業費も国の「地域

観光事業支援」の交付金 62 億円を充てることで第１～３弾と比較しても予算規模が大

きくなった。ただ、第４弾は県内大手小売店でクーポンを購入後に各自でホテルの公式

HP や、OTA で予約する仕組みに変更されており、利用の仕方が分かりにくいという声も

一部県民からはあった。 

 この「おきなわ彩発見」の第４弾までの予算総額は 71 億５千万円となっており、県

内のホテル、旅館の件数は 2021 年 12 月末時点で 837 件であることから、単純計算で 1

件当たり 8,542 千円となる。一部報道によると、県内の飲食店向けに休業や時短営業に

対する県から支給された総額は 1,200 億円超とも言われており、飲食業と観光業を比

較すると支援額に大きな差があったものとみられる。沖縄経済の持続的発展において

観光業は、その中心を担う産業であることからも科学的根拠を示しつつ事業規模別、従

業員数別などを考慮した支援策が必要であったものと考える。 
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  図 19 県民向け県内旅行助成事業「おきなわ彩発見」概要 

 

                     出所：沖縄タイムス紙面を基に当会にて作成 

 

（４）沖縄県のワクチン接種の動き 

   沖縄県内のワクチン接種状況と全国の実績を比較してみる（図 20）。県内では全国と

比較しても１回目、２回目、そして３回目の接種において 10％ポイント以上、接種率

が低いことが分かる。 

ワクチン接種によりウイルス感染の抑制効果が認められているほか、重症化リスク

も低減される効果が認められているにも関わらず、県のワクチン接種率は伸び悩み、経

済活動の再開や観光客の受入れを進めにくい現実があった。 

県は高齢化率が全国最低水準となっており、重症化率の低い若者が多い地域である

こともワクチン接種率を低くしている要因の１つとされている。また新型コロナウイ

ルスの変異により、従来株から病原性が低いとされるオミクロン株の特性もこうした

影響に拍車をかけたものとみられる。 

さらに、非正規雇用やひとり親世帯は休みが取りづらかったり、一人暮らしのお年寄

りには情報が届きにくかったりしたこともその要因としてあげられる。非正規雇用者

やひとり親世帯などは、副反応によって仕事や、子育てに影響することを懸念し、ワク

チン接種を躊躇しているとの声も聞かれる。県は、ワクチンに対する正しい知識を発信

すると同時に、ワクチン接種をしたくても家庭環境などが理由で接種できない方々へ

のサポート体制の構築も重要だ。 

また、もう１点ワクチン接種に関する課題としてデジタルリテラシーの向上があげ

られる。今回のワクチン接種に関しても高齢者はパソコンやスマートフォンで操作が

できず Web 予約で混乱する事態が起こった。しかし、このような事態が起きてしまった

からといって今後、標準的なやり方を紙や郵送などのアナログ対応に戻すことは必要

ないと考える。もちろん、デジタル対応が難しい一定層もいるのは確かだろう。こうい

った層にはデジタル化により手続きができなくなった方をサポートする「デジタル民

生委員(仮)」制度の創設を提案したい。デジタル化によって取り残される層が発生しな

いようにサポート体制を取りつつ、行政のデジタル化の流れは止めてはならないと考

える。 

 

第4弾
開始 2021年11月

クポーン制
3万円以上 1万5千円 2万円以上 1万円 日～木曜宿泊 最大8千円 日～木曜宿泊 最大6千円

2万円以上3万円未満 1万円 1万円以上2万円未満 5千円 金～土曜宿泊 5千円 金～土曜宿泊 3千円

1万円以上2万円未満 5千円 6千円以上1万円未満 3千円 ― ― ― ―
6千円以上1万円未満 3千円 6千円未満 金額の1/2以内 ― ― ― ―

予算額 62億円(観光庁地域観光支援事業）

宿泊費を割引くクーポンを50%引きで
購入（割引最大5千円）
※各自で旅行代理店、ホテルHPで予
約

観光施設や土産店で使える2千円の

地域クーポン付き

補助額(１人あたり）補助額(１人あたり）

2021年３月

旅行社 OTA

第3弾からは宿泊に加えて交通事業者、アクティビ
ティ、観光施設でも利用可となった

3億円1億5千万円

補助額（1人あたり）

その他 宿泊料6千円未満の設定を新設

5億円

第3弾

補助内容

第1弾
2020年6月

補助額（1人あたり）

第2弾
2020年7月
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図 20 沖縄県、全国のワクチン接種率（2022 年 10 月末時点） 

        

                 出所：デジタル庁「ワクチン接種記録システム」より抜粋 

 

 図 21 県内と全国の正規雇用者と非正規雇用者の割合比較 

   

            出所：総務省統計局「平成 29 年度就業構造基本調査」を基に当会にて作成 

 

５.地域単位の経済活動への取り組み 

新型コロナウイルス感染症の拡大で大きな打撃を受けた観光業であったが、国や県

の取組みを待たず、市町村や民間団体を中心にウィズコロナ、アフターコロナを見据え

た独自の取組みをする動きがみられた。そのうち、全国的にも注目された独自の取組み
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を行った自治体や関係企業、団体等へ調査、ヒアリングを行い、その経緯、そこから見

えた課題、展望などを総括し、最終的な提言内容に盛り込んでいくこととする。 

 

 （１）山梨県 

   山梨県は新型コロナウイルス感染症対策における都道府県単位で、感染者数を抑制

しつつ経済活動に取り組んだ地域として注目を集めた。知事が中心となり取り組んだ

県独自の「やまなしグリーン・ゾーン構想」を 2020 年５月に公表、この構想をベース

に「やまなしグリーン・ゾーン認証制度」を感染拡大初期である同月に導入した(図 22)。 

その後のデルタ株、オミクロン株の登場により山梨県でも感染者数は増加すること

になったが、県が主体となり感染拡大の防止と経済の両立を実現させるために進めた

「やまなしグリーン・ゾーン認証制度」の考え方は各都道府県のコロナ施策にも大きな

影響を与えた。 

 

    図 22 やまなしグリーン・ゾーン認証制度 

  
 

（２）石垣市 

   石垣市ではワクチンの接種に関して市が中心となり周辺離島の竹富町、与那国町と

連携した接種を進めるなどワクチンのスピーディな接種対応で注目を集めた。また、そ

の後の観光客受け入れの起爆剤として取り組んだものが 2021 年７月に導入された「島

旅あんしんパスポート」である（図 23）。一時、海外を中心に話題となった「ワクチン

パスポート」を石垣市独自のツールとして取組んだもので、マスコミからも注目を集め、

情報番組などでも大きく取り上げられた。  

この石垣市の取り組みは、上記の山梨県と同様に感染を抑えながら経済もしっかり

動かそうというチャレンジングな試みである。観光業を基幹産業とする沖縄では、今後、

起こるかもしれない新たな感染症に備え、石垣市の「島旅あんしんパスポート」を参考

にし、県内他市町村においても同様な制度の導入検討を沖縄県が中心となって進める

べきであろう。 

 

 

 

 

ややままななししググリリーーンン・・ゾゾーーンン認認証証制制度度

独自施策の概要

 休業要請が出されていた宿泊業、飲食店などを対象に30～50のチェック項目をクリアすると山梨県から
認証店としてのお墨付きがもらえる制度。他県の認証制度との違いは、全店に県の職員が派遣され細か
くチェックする制度であった。他県は施設、店舗が宣言する形が一般的であった。
　厳格にチェックすることで店側も休業することなく通常通りに営業することができ、顧客としても安
心して店舗を利用することができるようになっていた。
　この制度の注目すべき点は、2020年の新型コロナウイルス感染症の初期で、同制度の導入後も感染を
拡大させることなく、しっかりと経済も動かすことができていた点である。
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図 23 島旅あんしんパスポート 

     

 

 （３）県内の観光関連企業、団体の声 

   新型コロナウイルス感染症の総括にあたり、県内の観光関連企業、団体からもコロナ

禍の経験、課題などについてヒアリングした内容をまとめる。 

   まず、沖縄観光のまさに玄関口ともいうべき那覇空港ターミナルを運営する那覇空

港ビルディング株式会社において、今回のコロナ禍により想定外の事態が発生してい

る。同社は沖縄県から出資を受けているものの、純粋な株式会社であり財政支援策にお

いて他の民間企業と同じ扱いとなっている。例えばコロナ禍により入居企業の家賃の

一部免除を同社が行ったとしても、県や国からの財政的な支援はない。また、那覇空港

は宮古空港や石垣空港と異なり、国管理の空港となっているため、県が水際対策の強化

に取り組もうとしても県の意向だけでは運営や設備等を変えることはできない。改善

するためには国、県、那覇空港ビルディングの３団体の調整が必要となり、機動的に動

きにくいという課題もコロナ禍において顕在化しており、県の積極的な関与が望まれ

る。 

   次に観光関連団体からは、新型コロナウイルス感染症により観光業が非常に不安定

な仕事であると捉えられている現実に危機感を感じており、県が迅速にイメージ払拭

にむけた取組みを進める必要があるとの声があった。実際に県内の各ホテル、観光関連

企業からは人手不足の声が聞かれており、基幹産業を観光業としている県にとって、

「待ったなし」の問題であろう。 

   また、観光関連企業からの声として、ホテル業にも一定の能力・技術を持っているこ

とを公的機関(県)が認定する資格制度の創設を実現させて欲しいとの声があった。例

えばサービス業のベースとなる接遇・語学力・ホスピタリティーの能力・技術を認定す

る資格制度や、ホテル経営・運営における MBA のようなイメージの資格制度などであ

る。県などの公的機関が審査し能力を有している人材であれば、企業としても攻めの採

用、教育、人事ができる。観光立県を標榜する沖縄県として、地元でホスピタリティー

独独自自ののワワククチチンンパパススポポーートト

独自施策の概要

経緯

　ワクチンを2回接種している証明書を持参した観光客が島
内の飲食店や店舗で優待を受けられるようになっている
「ワクチンパスポート」を石垣空港で交付する仕組みであ
る。
　このパスポートを持参していることで、医療が脆弱な竹
富島などの周辺離島の住民も安心して旅行者の対応ができ
ること、また旅行者自身も安心して八重山地方の旅行を楽
しむことができるように実施された。

 新型コロナワクチンの接種が始まった頃から欧米を中心に
世界共通の「ワクチンパスポート」の導入が話題となって
いた。このような動きもあり「石垣島版のワクチンパス
ポート」のプロジェクトがスタートした。
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能力・技術の高いホテルスタッフ、優秀なマネジメント人材を育成していく仕組みをぜ

ひ、創設して欲しいものである。 

一方、入域観光客が激減するなか生き残りをかけ、観光関連団体の中には独自で e コ

マースなどのデジタル化にむけた動きも見られた。また観光業をさらに高度な産業に

育てていくため、IT 技術、ビッグデータを導入した取り組みを強化するべきとの声も

複数団体からあった。県は官民で連携し、基礎となる統計データを収集することで沖縄

観光の魅力向上に向けた取り組みが可能となる。このデジタル化やビッグデータ導入

による可能性については次章の「コロナ禍の経験を踏まえての提言」で触れることとす

る。 

 

６.海外のコロナ対応 

   新型コロナウイルス感染症の各国の対応は初期対応、その後の対応を含めて日本と

多くの違いがあった。欧米先進国との対応の違い、そして過去に SARS や MARS などを経

験した国との対応の違いについてみてみたい。また、世界の主要国の中でいち早くウィ

ズコロナへ舵を切った英国をはじめ、その流れに追随していった欧米諸国の動きを比

較し、総括したい。 

 

（１）日本と他の先進主要国の違い 

 

日本と他の先進主要国との対応の大きな違いは、都市封鎖（ロックダウン）の措

置の有無であった。欧米諸国や世界各国で導入された、いわゆるロックダウンは法

律に基づく規制で違反した場合の罰則も設けられるなどの強力な措置であった。 

しかし、日本における「緊急事態宣言」は法律に基づく措置ではあったものの罰

則はなく、あくまでも「お願いベース」での措置であった。マスクの着用に関して

も国内では規制がないにも関わらず、自主的に高いマスク着用率があった。 

日本国内では、新型コロナウイルス感染症の初期は他の先進国と比較しても感染

者、死者数共に圧倒的に低い状態が続いていた。ただし、この感染者の圧倒的な低

さが皮肉にも、第７波と言われる感染拡大の要因の１つともいわれている。 

世界的なパンデミックの初期段階の 2020 年４月、UNWTO（国連世界観光機関）は

「コロナ禍の社会的・経済的影響を緩和し早期に立ち直りを通じた雇用と経済回復

に向けた 23 の取り組み」として緊急推奨対策を公表し、感染状況のステージに応

じた提言を行っている（図 24）。これは感染のステージに応じた行政としての対応

を指し示している。観光業を主な産業としている沖縄県においては、このようなス

テージに応じた道筋を明確に指し示す必要があると考える。 
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図 24 UNWTO（国連世界観光機関）の緊急推奨対策 

   

  
                         出所：UNWTO ホームページより 

 

（２）SARS や MARS を経験した国との対応の違い 

2002 年から 2003 年にかけて中国広東省やアジア諸国で感染が広がった SARS、

2012 年に中東地域を中心に感染が拡大した MERS を経験した台湾では、今回の新型

コロナウイルス感染症に関して迅速な海外からの入国停止措置や防疫対応をみせ

た。特に日本をはじめとして主要国との大きな違いは初期対応であった（図 25）。 
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ステージⅠ 危機を管理し影響を緩和する

ステージⅡ　刺激を与え、そして回復を加速する

観光への投資と運営に向け、財政面における刺激策を提供する。
輸送と観光に影響を与える税金、料金、規制を見直す。
旅行の円滑化を促進する。

危機管理の仕組みと戦略を策定する。

雇用維持を奨励し、自営業者を支え最も脆弱なグループを保護する。

企業の流動性を支援する。
輸送と観光に影響を与える税金、料金、課税、規制を見直す。
消費者保護と信頼を保証する。
能力開発（特にデジタルスキル）を奨励する。
観光を国、地域、世界の緊急経済対策に含める。

新しい仕事と能力開発（特にデジタル分野における）を促進する。
刺激と復興対策において環境の持続可能性を主流とする。

市場を理解し、信頼の回復とし、需要の喚起のため迅速に行動する。

国内、地域、国際的な復興対策及び開発援助において観光を主流にす
る。

マーケティング、イベント、会議を強く後押しする。
パートナーシップに投資する。

持続可能な観光を国家的議題にしっかりと位置付ける。
循環経済へ移行し、SDGｓを取り入れる。

ステージⅢ　明日に備える

市場、商品、サービスを多様化。

市場戦略情報システムとデジタルトランスフォーメーションに投資す
る。

すべてのレベルで観光ガバナンスを強化する。

危機に備え、強靭性（レジリエンス）を築き、そして、観光が国の緊
急機構と体制の一部であることを徹底する。

人的資本と人材開発に投資する。
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     新型コロナウイルス感染症の初期である 2019 年 12 月に中国当局から武漢で謎

の肺炎との報道を受け、１月１日には中国からの直行便に対して機内での立ち入

り検査、検疫を実施した。また中国から入国した観光客、濃厚接触者対して 14日

間の自宅待機を義務化している。また１月 24 日にはマスクの輸出を禁止、３月 19

日には外国人の入国を禁止する措置をとった。 

一方で、日本が感染拡大する中国や韓国からの入国者に対して宿泊施設や医療

施設で２週間の待機を求めはじめたのは３月９日からであった。台湾が中国から

の入国者、濃厚接触者に対しての自宅待機義務化から２カ月以上経過していた。諸

事情があったかもしれないが、仮に日本でも台湾と同様に迅速な水際対策が取ら

れていれば、新型コロナ初期の混乱は防ぐことができた可能性が高い。 

 

図 25 台湾のコロナ対応動き 

 
出所；花王ヘルスケアレポート「台湾に学ぶ新型コロナウイルス感染症対応とその効果」より 

 
（３）欧米諸国のウィズコロナ時代に向けた変化 

2022 年２月、英国のジョンソン首相(当時)は新型コロナウイルス感染症に関す

るすべての規制を順次撤廃すると宣言した。つまり「COVID とともに生きる」こと

を方針として示し、すべての規制を完全撤廃し経済活動の再開に舵を切る宣言をし

た。 
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     2022 年６月末時点での主要国と日本の入国規制の違いを確認してみた(図 26)。

ゼロコロナ政策をとる中国では日本の入国規制以上の対応がとられているものの、

先進国と言われるアメリカ、フランス、アジアの観光大国といわれるタイでは、１

日あたりの入国制限もなく、すでに観光目的での入国も認められている。 

     なお、欧米やアジアの観光地を中心に 2022 年３月以降、入国制限の緩和の流れ

が世界的に拡大している。この緩和した地域では新型コロナの感染が続いており、

PCR 検査の実施数も減少はしているものの死者が増加しているという動きはなく、

ウィズコロナ政策はベターな選択であったと客観的にもみえる。 

     一方で日本では、2022 年 10 月中旬にようやく欧米並みに入国規制を緩和する動

きがみられる。先進国でいち早く入国規制を緩和した英国から遅れること７カ月

後の対応であり、常に物事の判断に時間を要する日本を象徴するような事案とな

った。 

     今後はこのコロナ禍の経験を活かし、例えば国内のワクチンの接種率が○％を

超えたら緩和、今回のデルタ株からオミクロン株の変異で見られた傾向のように

重症化率が○％まで低下したら緩和など、次の感染症流行に備えて明確なガイド

ラインやルールを制定し、国民に示してほしい。 

 

図 26 入国規制（2022 年６月末時点） 

     

        出所：一般財団法人 運輸総合研究所 「水際対策見直し」に関する提言書より抜粋 

 

７.コロナ禍から得た知見 

  新型コロナのパンデミック下にあった我々は、この２年半の間で生活が大きく変わ

ったことを実感している方が多いのではないだろうか。いわゆるデジタル化の流れで

ある。日本はデジタル後進国といわれていたものの、変化を苦手とする国民性が影響し

たのか、いっこうにデジタル化へ行政の動きは鈍い状態が続いていた。しかし今回のコ

ロナウイルス感染症で状況は一変したといえる。コロナ禍で、どのようなデジタル化の

動きが起き、どういった課題が浮き彫りになって、デジタル化の流れを加速させること

日本 アメリカ フランス 中国 タイ

1日の入国制限 ２万人 なし なし なし なし

観光目的の入国 一部可 可 可 不可 可

出国前検査証明書 要 要 不要 要 不要

ワクチン接種証明 要 要 要 要 要

隔離期間 なし なし なし 14日 なし
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で、どのような可能性が広がるのかを総括したい。 

 

（１）コロナ禍の経験から見えた課題と変化 

 コロナ禍で、日本は先進国のみならず、新興国と比較してもデジタル後進国であるこ

とを実感した方も多いのではないだろうか。定額給付金、ワクチン接種、感染者接触者

アプリの開発など、すべての対応が遅く、不具合が多発した。ビジネスに関する分野で

もテレワーク中ではあるが、請求書などに会社印の押印をもらうためだけに出社する

など、日本ならではの非効率な働き方がみえてきた。 

また、行政の分野でデジタル化の遅れによりもっとも影響を受けたのが保健所であ

ろう。感染者数データの保健所と役所とのやり取りをファクシミリで行っていたとい

うのはニュースでも大きな話題となった。 

2021 年９月には菅総理(当時)の主導のもと、デジタル庁が内閣府に発足した。官公

庁での印鑑の廃止をはじめ、新型コロナワクチン接種状況のポータルサイトが開設さ

れるなど見える形で少しずつではあるがデジタル化の動きがみえつつある。また、今回

のコロナ対応においても SNS などを活用した体調管理の仕組みを導入する動きも現れ

るなどデジタル化が動きつつある。 

 我々の身近なところにおいても ZOOM や Teams などのオンライン会議対応のアプリの

普及が加速度的に広がり、今やビジネスシーンでは必須のツールといっても過言では

ない。県内でもセミナーや社内勉強会などでも一般的に浸透し、交通費などのコストを

かけて県外出張してきたものが、このようなツールを活用することで気軽に会議にオ

ンライン参加できるようになったという声も聞かれる。 

  

  （２）コロナ禍の経験から生まれたデジタル化の可能性 

    コロナ禍の経験やデジタル庁の発足以降、私たちの身近でもデジタル化の動きは目

にみえて進みつつあるように感じる。ワクチンの接種状況に関してもデジタル庁の取

組みにより、接種の翌日には全国ワクチン接種者数や接種率が政府のポータルサイト

に反映されるようになった。その他にもマイナンバーカードを保険証、免許証と一体化

するとの方針が示されるなど、行政も徐々にではあるがデジタル化が進みつつある。 

    また、コロナ禍で注目され、活用が進んだものの１つに人流データがある。スマート

フォン等の位置情報により個人の現在地や動きを把握し、携帯大手３社の情報提供が

行われていた。このデータは今後のビックデータを活用したデジタル社会の基本デー

タとなっていくだろう。 

      その他には、人流抑制や外出制限の影響で「e コマース市場」は大きな追い風となっ

たものとみられる。また、IT 関連産業を中心に「テレワーク」がスタンダードになる

動きもある。国内通信最大手の NTT グループは 2022 年７月より従業員３万人に対して

リモートワークを原則とすると発表した。この日本を代表する企業の新たな働き方に
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追随するような動きもみられる。県内においても一部ではあるもののテレワークが普

及しつつある。 

また、このリモートワークから派生した流れのなかに「ワーケーション」という新た

な働き方も誕生した。リゾート地等でテレワークしながら業務終了後はバケーション

を楽しむという新たな働き方だ。このワーケーションの人気地域として沖縄も注目を

集め、県外大手の会社に勤めながら沖縄に居住するという人も出てきている。新型コロ

ナウイルス感染症という負の出来事ではあったものの、この感染症がきっかけで日本

の社会全体が変わりつつあるといえるだろう。 
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第２章  コロナ禍の経験を踏まえての提言 
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第１章において、経済の実態データに基づき、このコロナ禍の２年半の間で県経済が大

きな打撃を受けていることをみてきた。また、この２年半の間で世界から大きく後れを取

ったデジタル化の流れが徐々に、日本でも進みつつあることが分かってきた。第２章では、

これらの経験を踏まえて、今後同様の感染症が起きた場合にどのような対応をするべき

なのか、そのためにはどのような準備が必要なのかを整理し、提言していきたい。 

なお提言するにあたり感染症に関わらず、今後の沖縄の経済、引いては沖縄の社会全体

における課題を含め、当会としての考えを整理し、提言するものである。 

 

１.危機時の体制づくり 

この約２年半の沖縄県の新型コロナウイルス感染症対応を見ている限り、行政版の

BCP 対策がなされていなかったというのが今回を機に露呈したようにみえる。ただし、

それは県だけではなく国全体でもいえることだろう。今後はコロナ禍の経験を踏まえ、

感染症に対する備え、再開・復活の道筋を指し示すことが急務なのは間違いない。当会

としては、早急に導入の検討を進めるべきと考える４つの制度創設を提言したい。 

 

（１）経済対策分野の司令塔機能 

沖縄県の新型コロナウイルス感染症対策において県の保健医療部感染症対策

課を中心とし、その担当部局や司令塔機能を持つチームが県民にも顔の見える

ような形で情報発信ができていたように思われる。しかし経済分野においては、

感染対策を進めつつ、経済をしっかり動かしていくとの方針を示し、それを顔

が見えるような形で情報発信するということが不足していたのではないだろう

か。 

今後、新型コロナウイルス感染症のようなパンデミック発生時には、経済面

の知識を有しながら、産学官金医としっかりと連携が取れる強力なリーダーシ

ップを持つ経済分野の司令塔機能が必要であると考える。 

なお、この危機時における経済分野の司令塔機能に関しては、県内の経済に

精通した民間人らを中心としたチームの組成が適当ではないかと考える。理由

としては、危機時の経済対策で最も重要なのはスピーディな対応が求められる

と考えるからだ。感染症の拡大により大切な命を失うことと同じように、経済

対応の如何によっては職を失うことで、大切な命を失ってしまう可能性もある。

そのためには、司令塔機能を有するチームへ一時的に一定程度のきちんとした

権限も与える必要もあるだろう。 

今後、同様な災害が発生した際には、医療分野、経済分野の司令塔機能を持

つチームを組成することで、県は感染症拡大の抑制に力を入れるだけではなく、

経済をどう再開し復活させるかの道筋を示すことができるはずである。今後の

危機時の体制づくりの１つとして是非、実現させて欲しい。 
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（２）産学官金医横断チームの創設 

 新型コロナウイルス感染症では、沖縄県による産学官医によるアドバイザリ

ーボードなどの組織はあったものの、人流抑制など感染を抑え込むための医療

の意向が強く盛り込まれた組織体になっていたのではないだろうか。もちろん

医療分野が重要であることは言うまでもないが、経済分野も同様に重要で、両

分野とも誰もが生きていくために必要不可欠であることは間違いない。 

今回の新型コロナウイルス感染症で沖縄経済を大きく低迷させてしまった教

訓を活かすためにも、同様な状況が発生した場合には、産学官金医の有識者が

バランス良く配置された横断チームを設置し、感染を防ぎつつ、どのようにし

たら経済も動かしていけるのか分野を超えて広く意見を取り入れ、県の行政を

進めて行けるようにしていくべきではないだろうか。 

なお、ここで産学官医ではなく、あえて産学官金医と示したのは、今回の新

型コロナウイルス感染症における行動制限により人流が停滞し、結果的に社会・

経済活動の停滞に繋がり、事業者の資金繰りに問題が生じた。こういった緊急

時の公的機関や民間金融機関による資金供給機能安定化の重要性を鑑み、産学

官金医とした。 

 

（３）危機管理基金の創設 

今後、新型コロナウイルス感染症に次ぐ新たな未知のウイルスが広がり再び

パンデミックが起こる可能性は十分に考えられる。その際にはこの新型コロナ

ウイルス感染症の対応と同様に、大規模な人流抑制策が感染初期に導入される

可能性が高いと思われるため、経済活動を潤滑に動かすには早期のスピーディ

な資金手当が必要であることから、当会としては「危機管理基金」の創設を提言

したい。 

なお、沖縄県は「沖縄県観光振興基金」を設立する準備を進めており、2022 年

５月には基金設立に向けた検討委員会を開催した。観光業へ支援の動きが見え

つつあるものの同基金の詳細は現在のところ公表されていないが、名称から観

光関連業を対象とした基金を創設することを検討していることが予想される。 

一方で当会の提言する「危機管理基金」は、観光業を含めた幅広い県内企業を

対象とする基金を想定している。今回の新型コロナウイルス感染症の経験によ

り感染症拡大や大規模災害が発生した際、観光関連業に大きな影響を受けるこ

とは確かであるが、観光関連業以外でも食品卸売業、酒卸売・販売業など大きな

影響を受ける事業者があった。そういった状況からも、基金は幅広い業種のセー

フティネットとなるダイナミックな基金の創設を希望したい。同基金が事業者

に出資したり、事業者の借入を保証するのは、感染症だけではなく自然災害や大
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規模災害などの発生時など、事業者に多大な影響があった場合を想定している。 
本提言においては基金の創設には観光客を含めた関係人口の方や県民が自主

的に広く関わることができる「沖縄観光振興くじ（仮称）」を併せて提案したい。 
 

 図 27 危機管理基金を利用したスキーム案 

    

出所：沖縄経済同友会発行「新・沖縄振興計画 2022」より 

                

（４）臨時的に業界を超えて労働力を共有する仕組み 

新型コロナウイルス感染症で観光業が大きな打撃を受け、停滞が長期化した

影響で多くの人材が他業種へ流失したと言われている。一方で業務が多忙とな

った業種もある。例えば医療や介護関連事業、物流関連事業である。今後、もし

新たなコロナウイルス感染症のようなパンデミックが発生した場合に備え、県

や民間企業が中心となり、労働力のアンバランスを解決する「地域の人材シェア

リング」の仕組みづくりを構築していくことを提言したい。 

実際に県内の民間企業間、民間企業と官公庁間において、新型コロナウイルス

感染症の拡大で業務が縮小している航空会社や観光業を中心に市町村、情報通

信産業、県内金融機関などに社員を出向させる動きがみられた。受け入れる企業

や団体側としても人手不足の解消や人材交流を通じて異業種のノウハウを吸収

できるメリットがあったといわれている。 

また、全国的な動きでは県内同様、航空大手が社員 600 人程度をコロナ禍で

繁忙となっている国内物流大手企業に出向させる動きがあったり、情報通信企

業へ出向させる動きがみられた。その他にも東海地方では、航空会社の人材を世

界的な需要が高まっていた自動車産業へ出向させる動きもみられた。 
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こういった、シェアリングの仕組みが県内でも制度的にあらかじめ確立され

ていれば、観光業に従事する方々もセーフティネットがあるという安心感が得

られ、人材不足が顕著である観光業の雇用環境の改善に繋がるものと考える。 

 
２.新たなデジタル社会基盤の整備と沖縄版 Society5.0 

 

コロナ禍において急速なデジタル化が進められたものの、デジタル社会を実

現するには依然として多くの課題がある。 

ここで言うデジタル社会とは、一般的に「Society5.0」で示される社会であ

る（図 28）。このような概念が出てきた背景には、少子・超高齢社会とそれに伴

う人口減少や都市への集中により、安定した社会インフラが機能しなくなる地

域が出てくることである。そのため、ビッグデータや IoT、AI を活用して、フ

ィジカル（現実空間）とサイバー（仮想空間）を高度に融合させた新たな社会

を構築しようとするものである。 

しかし、2021 年２月に行われた国の「第６期科学技術・イノベーション基本

計画」の基本計画専門調査会の中で「デジタル化が目的化し、情報通信技術の

持つ本来の力を生かし切れなかった」とし、それが「特にコロナ禍で明らかに

なった」とした。その要因として、「分野をまたいだリアルタイムでのデータ収

集・分析・活用を行う環境が整っていない」とし、「Society5.0 の実現に向けた

基盤整備へのスピード感が欠如していた」と整理している。 
これについては、沖縄県内も漏れなく同様の状況である。そこで、沖縄県民

が等しくパンデミックを経験し、共通言語が使える今こそ、新たな社会基盤構

築として「沖縄版 Society5.0」実現のために以下の実施を提言したい。 
 

図 28  Society5.0 イメージ 

 

出所：内閣府 HP より 
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（１） データ整備 

「フィジカルとサイバーの高度な融合」とは、我々が生活を営む空間をデー

タ化し、そのデータを機械が判読・認識しやすい状態にすることで、サイバー

空間へスムーズに連携し、その結果として我々が暮らす空間をより良いもの

にすることを意味する。すなわち「自動化」である。 

自動運転や無人配送、MaaS、ドローン移送など、それらを機能させるのは「デ

ータ」であり、数々の実証実験を実施する前に、沖縄県ではまずデータ整備を

行うことが重要であると考える。そこで、行政、民間、地域社会から生み出さ

れるデータを認知してデジタル化する計画を作成し、実施してはどうだろう

か。データ整備をすることは社会や企業のデジタル化と密接に関連している。

行政への各種申請データ、企業の売上データや交通データなど、沖縄県社会全

体でデータを蓄積する仕組みの構築を図るのである。 

そして、それは「扱いやすいデータ」とするためにデータの「標準化」を目

指すべきであろう。標準化した形式を使うことにより、作業負担やコストを減

らせられることから、県のサービス向上が、他地域より早いスピードで進むこ

とが期待できるだろう。 

このような取り組みは島嶼地域だからこそできるものであり、地の利を活

かすべきである。「東アジアのゲートウェイ」だからこそ取り組む意義がある

のではないだろうか。 

 

（２） データ利活用 

前述した「データ整備」が行われると、次はデータを沖縄県の共有財と捉え、

アイデアや企画をもつ組織・人に対し、積極的に活用させて付加価値の高い新

たなサービスを沖縄から生み出して行くことが必要であると考える。 

行政のオープンデータ、教育機関のデータ、民間企業が日々生み出す様々な

データ、そして社会やまちに内在する地域データ（施設、道路、交通、人流な

ど）を掛け合わすことで価値創出を図ることが可能となる。 

その１つの例として、国土交通省の３Ｄ都市モデル「Project PLATEAU（以

下、プラトー）」がある。デジタルツインにより現状や計画が可視化され、時

間短縮やコスト削減が図られ、地域データを取り込むことで高度な都市計画

策定も可能となる。県内で先行した自治体がユースケースを積み上げ、県内他

地域に展開すれば、県全体の都市開発コストや維持管理費の削減も期待でき、

さらに民間サービスとの組み合わせにより、新たなサービス創出も期待でき

るだろう。 

行政部門は様々なデータを大量に保有している。それらのデータは全て「市
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民のもの」であり、機械判読可能で二次利用可能なデータとして、無償かつ手

軽に利活用できる状態にしておくことは行政における極めて重要な施策では

ないだろうか。それにより民間や市民がテクノロジーを活用して社会課題を

解決する、いわゆるシビックテックや新ビジネス創出を促進させることに繋

がると考えられる。 

 

（３）データ人材育成 

「データ整備」と「データ利活用」の人材育成は全国どの地域でも取り組み

が弱いのが実態であるが、これは逆にチャンスだと考えるべきである。 

前述した「データ整備」と「データ利活用」は沖縄県の『DX 推進計画』でも

言及されており、今後取り組みが進められていく。例えば、それに合わせて沖

縄県内で「データサイエンティスト（広い意味でのデータ科学を学んだ人材）」

を２、３年のスパンで育てるカリキュラムを作り、育成していけばデータその

ものに精通した「データ人材」を沖縄から輩出することが可能である。その人

材は、沖縄県の「整備されたデータ」を利活用することで新たなサービスや新

産業の創出に寄与するであろう。さらに、全国でもスマートシティやデジタル

田園都市国家構想の取り組みが加速していることから、県外の IT需要を取り

込める人材になることが期待できると考える。 

      

 図 29 オープンデータ取組済自治体の割合 

             

出所：「沖縄県 DX 推進計画」より抜粋 

 

 

３.観光地としての基盤づくりとマイナンバーカードの普及促進 

   前項でデジタル社会基盤の整備を進めることを提言した。そうした動きのなかで同

時並行して取り組むべきであると考える観光分野での施策や、デジタル社会基盤のベ

ースとして進めているマイナンバーカードの普及促進に向けた動きについて提言する。 
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  （１）選ばれる観光地としての基盤づくり 

オープンデータ化の動きの中で、同時に取り組みを進めるべきと考えるものが、

統計データのさらなる高度化である。具体的に例を挙げると、県内で入域観光客が

どこのホテルに泊まり、何泊し、いくら支払ったのか等の詳細なオープンデータは

ない。こういった基本的なデータでさえ県ではデータとして把握しオープンデー

タとして提供できていない現状がある。 

観光業は実態や数字を把握しにくい側面があることは理解できるものの、今回

の新型コロナウイルス感染症を契機として沖縄の観光業をもっと高度な産業へと

アップさせるためにも入域観光客のデータ収集および分析は必須事項であると考

える。 

県内のホテルは県外資本、海外資本、各ファンドなど民間企業でありデータの共

有はできないと難色を示すことも想定されるが、県がリーダーシップを取り中立

な立場を明確にしたうえで情報漏えい等を徹底し沖縄を訪れる観光客のデータ収

集することは可能ではないだろうか。各民間企業に対しても沖縄県の経済発展の

ため、そして地域貢献の視点を明確に伝えれば、理解を得られるのではないかと考

える。実際に宿泊データを共有し、情報分析に活用し始めている地域として兵庫県

の城崎温泉組合などの事例が出てきている。 

今後、いずれ都道府県単位で同様のオープンデータ利活用の動きが出てくる可

能性はあるだろう。ぜひ沖縄県では全国に先掛け観光地のオープンデータ化進め、

すべての人がデータを利活用することで、自由な発想で新たな観光イノベーショ

ンが生まれる環境整備を進めて欲しい。 

これまでは県内の競合他社との「競争」で地域活性化を図ってきたと思われるが、

これからは「共創」で地域の活性化を図り、より生産性を高め、世界中の旅行者か

ら支持される、魅力あふれる観光地を作り上げていく必要があると考える。 

     

（２）マイナンバーカードの普及促進 

     デジタル化の流れの中で、特筆すべきものは「マイナンバーカード」であろう。

これまで紆余曲折あった日本の番号制度は、ようやく「マイナンバー」として動き

出し、全国的に普及活動が進められている。 

総務省が発表している 2022 年 10 月末時点の「都道府県別人口に対する交付枚

数率」で、沖縄県は 41.0%と依然最下位の状況である。マイナンバーカードの普及

が進まない要因として、主に「生活シーンにおける利用場所の少なさ」が挙げられ

るものの、それは沖縄県に限らず全国も同様である。沖縄県の遅れについての要因

分析はできていないが、他地域と比較した際に一般的に行政部門のデジタル化の

取り組み遅れと、スマートシティに代表される「新たなまちづくり」の取り組み可
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否に関連しているようである。 

前述した通り、本件においても「新たなデジタル社会基盤」を構成する要素であ

り、積極的な普及促進が必要である。その理由として特に２点挙げられる。１点目

は、政府が進める「デジタル田園都市国家構想」に基づき、マイナンバーカードを

活用することで、行政サービスだけでなく、観光や交通など地域の様々なサービス

に利用していくとデジタル庁が明言しており、これまで普及阻害要因であった利

用シーンの少なさが徐々に解消されて行くことが想定されているからである。２

点目は、デジタルを活用した意欲ある地域の自主的な取り組みを支援するため、

「デジタル田園都市国家構想」の目的に合致する取り組みを行う地方公共団体に

ついては、国の支援として推進交付金が得られる。 

地域でのマイナンバーカードの交付率は支援評価の対象項目となっており、本

提言書を取りまとめている 2022 年 11 月時点では、沖縄県内の市町村が申請をし

たとしても採択が厳しい状況が見える。意欲的な市町村を支援する意味でも、県と

一体となって取り組みを促進する必要があると考える。 

 

図 30 都道府県別マイナンバーカード普及率 

              

出所：「沖縄県 DX 推進計画」より抜粋 
 

４.経済停滞時の施策 

 

主要国において、ウィズコロナに向けて最初に動き出した国は英国であった。 

2022 年１月にはマスク着用義務をはじめとした、同国内におけるほとんどの行

動規制が解除となる。その後、ワクチン接種率が高まったことを背景に、水際対

策を 2022 年３月 18 日より全て撤廃するとした。 

このような海外との往来制限解除した英国の動きをうけ、他の欧米諸国も追

随するように規制の完全撤廃に向けての動きが広がった（図 31）。 

 日本国内では 2022 年６月末時点において、入国制限を一日あたり２万人と制

限し、観光目的による入国では、団体パッケージツアーに限られるなど、欧米主

要国と比較すると入国制限が厳しい状況にあった。その間にも欧米主要国では
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ビジネス、観光目的の往来が活発になり社会・経済活動を本格化させている。県

内においては、このような種々の制限がある中においても社会・経済活動の次へ

の道筋を明確にするための歩みを進める必要があったのではないだろうか。 

ここでは、次に備えたルールづくりを既存の課題を含め提言したい。 
 

   図 31 欧米主要国における入国制限撤廃の動き（2022 年 10 月時点） 

     

出所：外務省 HP 掲載内容を抜粋し当会にて作成 

 

（１）次のパンデミックに備えたルールづくり 

     沖縄県からの休業や時短営業要請に基づき、「時短給付金」として主に飲食店向

け支援金が継続的に給付されていたことは、一定程度の理解はできる。しかし県の

基幹産業である観光業に対しては「観光関連事業者等応援プロジェクト支援金」な

どの一時的な支援に留まっており、支援金額の規模感においても不十分であった

ものと考える。このような支援金の分配に関してのルールづくりもさらに明確に

するべきであろう。 

     また、例えばワクチン接種に関しては、オーストラリアでは、ワクチン接種率      

が 80％を超えた時点で入国制限を緩和すると宣言し、国民に対して規制緩和のロ

ードマップを示した国もあった。県でもオーストラリアと同様にロードマップを

示すことで、県民へのワクチン接種に対する意識を高め、経済再開への道筋を示す。

すなわち、ある程度のワクチン接種率を超えたら経済再開に舵を切るという県民

への明確なメッセージとするのである。 

その他に、第１章の「沖縄県のワクチン接種の動き」でも述べたが行政のデジタ

ル化に向けた「デジタル民生委員」制度の創設を提言したい。行政のデジタル化に

よって便利で、より効率化を高めることが期待されるものの、高齢者や障がいのあ

る方々をはじめネット環境が未整備な方もいるだろう。具体的には、ワクチン接種

英国

スウェーデン

オーストリア

イタリア

フランス

オランダ

スペイン

2022年5月16日コロナ関連の入国規制解除

2022年6月1日コロナ関連の入国規制解除

2022年10月21日コロナ関連の入国規制解除

2022年8月1日コロナ関連の入国規制解除

2022年9月20日コロナ関連の入国規制解除

2022年3月18日コロナ関連の入国規制解除

2022年4月1日コロナ関連の入国規制解除

入国規制
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の予約をはじめ、個別で行政サービスのサポートできる仕組みづくりが必要だ。誰

もが安心して暮らせるデジタル行政を実現するために重要な取組みであると考え

る。 

 

（２）行政版 BCP の制定 

災害やテロ非常事態が発生した場合の BCP（事業継続計画）の行政版の作成が急

務ではないだろうか。今回の沖縄県のコロナ対応を見ていても、残念ながら想定を

していたとは思えない後手の対応が多かった。同様な感染症の拡大や、パンデミッ

クが発生した場合における県の行動基準を早急に作成する必要がある。もし既にベ

ースとなるような計画があるのであれば、早急に大幅に見直すことを提言したい。 

なお、県が BCP 制定の際に活用するべきと考える有効なデータがある。それが前

述した国土交通省が整備を進める「PLATEAU（プラトー）」の３Ｄ都市モデルの活用

である。この３Ｄ都市モデルを活用することで、建物の情報や人口流動、環境やエ

ネルギーのデータなど三次元化した地形データを統合することができ、都市計画立

案、都市活動や自然災害のシミュレーションなどの分析を行うことが可能となる。 

プラトーを活用することで得られる一番大きなメリットは可視化である。文字で

の説明では理解が難しいものでも、可視化することで広く理解が広がる可能性が高

まる。同ツールを活用することで県の BCP がより正確なデータに基づいた実用的で

精緻なものとなることが期待されるだろう。 
 
図 32 「プラトー」イメージ図 

        

出所:国土交通省「PLATEAU サイト 

 

（３）空港、港湾機能の強化と２次交通整備 

    新たなパンデミックの発生や、新型コロナウイルス感染症の変異株の出現を想

定した、空路、海路の水際対策のルールづくりや整備を着実に進めるべきであろう。

新型コロナウイルス感染症の拡大前、那覇空港はアジアの複数の都市との直行便
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が就航していた。またクルーズ船に関しても今後、ダイアモンドプリンセス号のよ

うに感染が広がったクルーズ船が県内に寄港してくる可能性も十分に考えられる。

県は施設整備を含めた水際対策のルールづくりや整備を国と連携し、着実に進め

ていただきたい。 

    また、コロナ禍を経験し、経済停滞時である今だからこそ、改めて見えてくる早

急に取り組むべきと考える課題がある。それが、２次交通の問題である。 

     沖縄はもともと車社会であった上に、さらに観光客の増加に伴いレンタカーの        

増加によって慢性的な渋滞が発生し、一時はまさにオーバーツーリズムが起こっ

ているとも言われてきた。今回のコロナ禍により、ある程度交通渋滞問題は軽減さ

れたものの、人流抑制の緩和により再び２次交通の問題がクローズアップされて

いる。この課題を打破するためにも、那覇空港に到着した観光客が目的地にスムー

ズに移動できる２次交通の整備が急務であろう。 
沖縄県と関係する事業者が一体となって、この問題の解決を急がなければならな

い理由が４つある。第１は先述のオーバーツーリズムの問題。第２は若者の車離れ

の問題である。最近の若年層は、車の免許を持っていない人も多く、なるべく公共

交通機関を利用したがるといったアンケート結果もある。そういった場合、将来的

に観光地として沖縄が選ばれなくなるということを意味している。 

第３は、那覇空港の駐車場不足問題である。ただし、この問題は、駐車場が足り

ないというよりは、レンタカー業者が駐車場を利用し車の貸出を行ったり、空港の

停車禁止エリアなどでレンタカーの貸出を行ったりする行為で慢性的な渋滞を引

き起こすなど、複合的な問題がある。 

第４は、世界的な潮流である脱炭素の動きである。慢性的な渋滞は、経済損失が

大きいだけではなく、二酸化炭素の排出量増加にも影響がある。２次交通の整備に

より慢性的な交通渋滞を解消し、脱炭素の動きにもつなげたい。県内のバスやレン

タカー等の EV 化にも積極的に取組むことでサステナブルな観光地としてのイメー

ジづくりに貢献することになるだろう。 

出所:沖縄県観光２次交通ポータル HP より 

 

 

 

 



40 
 

５.平時における国、県と経済界・金融界等との交流強化 

 

（１）的確な情報発信ができるチームの組成とリーダーの擁立 

 

  今回の新型コロナ禍の経験を踏まえて浮き彫りになった問題として、感染拡大抑制と 

 経済活動の両立の難しさが挙げられるのではないだろうか。そこから、感染拡大防止に対

する取り組みと同様に、経済もしっかりと動かしていくことの重要性を我々は教訓とし

て学んだ。もちろんウイルス感染症の初期となる未知のウイルスというフェーズで経済

を動かすという意味ではなく、感染力の高さや、重症化率などある程度、ウイルスの特性

を把握したフェーズになれば欧米が実践したように、感染拡大の抑止と経済活動の両立

はできたはずである。 

そこで、この教訓を活かしていくために、沖縄県と経済界・金融界との情報や意見交換

の場を定期的に開催することを提案したい。この沖縄県と経済界・金融界等との交流の場

では、仮に新たな感染症が発生し、経済を動かしていけるフェーズになった場合には、感

染拡大防止と経済活動を両立できるように、県と経済界が知恵を出し合い協力し合うこ

とができる交流の場となるはずである。 

また、感染症の発生などがない平時には、県における経済関連の問題、例えば県の経済

構造問題、経済格差の問題、子供の貧困問題、などについても県と経済界が意見を交わす

場として定期的に開催することが望ましいと考える。このように県と経済界が意思疎通

をしっかり行うことで、豊かで力強い経済の実現の可能性が高まるのではないだろうか。

ぜひ実現にむけて検討をお願いしたい。 

                             （以上） 
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   図１ 

     
 

（第１波） 

図表１をみると、第１波が発生した 2020 年４月は第５波の新規感染者数と比 
     較すると僅かな感染者数であるが、未知のウイルスに対する恐怖心や政府の緊 
     急事態宣言の影響もあり、本県の移動人口は大幅に減少している。この第１波 
     の緊急事態宣言では、人と人の接触機会を「最低７割、極力８割」削減する目標 
     掲げられ、幅広い業種に休業要請が出された。 
 

（第２波） 

第１波の収束に伴い移動人口も回復に向かったが、2020 年７月下旬以降に新 

規感染者数が再び増加した第２波では移動人口が再び減少した。ただし、減少率 

は第１波と比較して小さくなっている。この第２波では接待を伴う飲食店など 

の感染が多くみられた。政府の新型コロナ対策分科会でも、感染経路として会 

食や飲み会での若い世代の感染が増え、若い世代から中高年にも感染が広がっ

たことが指摘された。この第２波では政府の緊急事態宣言は発出されなかった

が、本県では県独自の緊急事態宣言が発出された。第２波の収束後、移動人口 

は再び持ち直し、概ね横ばいで推移した。 

 

（第３波） 

全国では 2020 年 11 月頃から感染者が増加し始めて第３波が発生し、本県でも 

21 年１月以降、それまで１日当たり 50人未満であった新規感染者数が 50人を 

超えて増加していった。この第３波では政府、本県とも緊急事態宣言を発出した。 



第３波では、より広い地域や幅広い年代層に感染が広がり、家庭内感染の割合が 

増加した。年代別では重症化リスクの高い中高年の感染が増加し、重症者が第１

波、第２波より多くみられた。この時期の移動人口をみると、20年 12 月下旬頃

から減少幅が拡大したが、減少率は第２波より更に小さくなっている。第３波で

は年末年始の恒例行事や帰省が感染の急拡大につながったと指摘されている。 

 

（第４波） 

2021 年３月後半から６月前半にかけての第４波では、新たなコロナ対策とし 

て宣言に至らないよう集中的な対策を予防的にとることができる「まん延防止等 

重点措置」が適用され、本県も４月９日に適用された。この第４波では「変異ウ 

イルス」の出現が感染を急激に広げる要因となった。政府は４月 23日、４都府 

県に緊急事態宣言を発出した。 

その後対象を拡大し、本県も５月 21 日に宣言の対象に追加された。ゴールデ 

ンウィークを見据えたこの宣言では、飲食店での酒類提供の禁止や時間短縮営 

業、大型施設の休業、大規模イベントの無観客開催の要請など前回よりも強い措 

置が盛り込まれたが、この時期の移動人口をみると新規感染者数の増加に伴い減

少の動きがみられるものの両者の間の逆相関の関係は弱まっている。この３回目 

の緊急事態宣言は計 10都道府県まで拡大し、期間も延長され、６月 20 日に本県 

を除いて解除された。 

 

（第５波） 

2021 年７月後半以降の第５波では、新規感染者数がこれまでで最大の増加と 

なった。政府は７月 12日に東京都に４回目の緊急事態宣言を発出するとともに 

本県の宣言の期間も延長した。その後、宣言や重点措置の対象が拡大し、東京五 

輪が異例の開催となる中、８月下旬には宣言の対象が 21都道府県まで拡大した。 

この第５波は爆発的な感染となり、感染者数が各地で過去最多を更新し、自宅療 

養や入院・療養等調整中の患者が急増し、死亡者も増加するなど医療体制が危機 

的な状況に陥った。第５波の要因としては感染力が強いインド由来の「デルタ株」 

の影響が指摘されている。また、第５波の特徴として 21 年４月以降、65 歳以上 

の高年齢者のワクチン接種が進んだ結果、新規感染者に占める高年齢者の割合が 

減少し、一方で 50代以下の中高年や若年者で感染が拡大し、重症者も増加した。

このように第５波はこれまでの中で爆発的な感染となったにもかかわらず、移 

動人口の減少率は第４波とほぼ同じであった。第５波で移動人口の減少率が拡大 

しなかったのは、長期におよぶ宣言で人々が「自粛疲れ」で感染抑制の意識が低 

下してきたこと、また自粛の長期化によって事業や生活が成り立たなくなってい 

る人々の活動再開などが指摘されている。このように感染拡大が繰り返される過 



程で政府の宣言などの政策効果が薄れてきている。第５波と移動人口の関係をみ 

ると、「感染者数の増加が外出率を低下させる」といった関係もかなり低下して 

いることが伺われる。移動人口は９月以降の感染者数の急速な減少に伴い減少率 

が縮小しており、持ち直しの動きがみられる。この第５波は 21年９月に入ると 

感染者数が急速に減少した。その要因としてワクチン接種の効果や感染者の急激 

な増加に対する国民の感染対策意識の高まり、医療機関や高齢者施設での感染者 

の減少、気象の影響などが指摘されているが、なぜ急速に収束したのかについて 

の要因は明らかになっていない。 

 

（第６波） 

2022 年１月に新たな感染拡大が始まり、沖縄県では１月６日に 981 人の新規 

陽性者が報告された。政府は１月９日から沖縄、山口、広島の３県を対象に、ま 

ん延防止等重点措置を適用した。まん延防止等重点措置は、対象地域が拡大され、 

２月 12 日には 36 都道府県まで拡大した。また、感染者数は２月上旬にピークを 

越えたが、減少ペースは緩やかで高止まりの状態が続いた。減少スピードが緩慢 

な理由としては、ワクチン３回目接種の遅れで若年層が中心だったオミクロン株 

の流行が高齢者に広がったことが挙げられる。 

また、10 歳未満の子どもの感染が著しく増えた。第６波のオミクロン株はデ 

ルタ株に比べて感染力が強く、幼稚園や学校など集団生活する環境で広がりや 

すいこと、子どものワクチン接種率が低いことが指摘されている。感染力がより

高いとされるオミクロン株の派生型「ＢＡ２」の影響も一因と考えられる。３月

には新型コロナ新規感染者数が減少傾向に転じたため、山口や沖縄など５県で

20 日に重点措置が解除され、３月 21 日にはすべての地域で重点措置が解除され

た。この第６波では移動人口も再び減少したが、重点措置の解除とともに減少率

は縮小した。 

 

（第７波） 

2022 年７月には新型コロナウイルス感染拡大の第７波が始まり、予想を大き 

く上回る大流行になった。世界保健機構の週報では、日本の感染者数が７月末か 

ら４週連続で世界最多となった。要因はオミクロン株ＢＡ.５による感染拡大で 

あった。水際対策の緩和が 22年６月から始まったが、ちょうどその時期にＢＡ. 

５が世界的に拡大を始め、かなりの数のＢＡ.５感染者が国内に流入し、感染免 

疫が低い状況にある日本で大流行を起こしたと考えられる。 

また、この時期はワクチン接種の効果が減衰しており、それも第７波の流行に 

拍車を掛けたとみられる。８月中旬に入っても感染者数は増加を続けたが、増加 

率は鈍化していった。 



この第７波では、重点措置などが適用されておらず、イベント開催などでの制

約も実施されていないこともあり、移動人口の減少率は小さくなった。 

 

 

                     （出所：りゅうぎん総合研究所） 
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れ
を

徐
々

に
促

進
。

6
.2

8
世

界
の

感
染

者
、

1
0
0
0
万

人
を

超
え

る
。

米
国

が
最

多
の

2
5
1
万

人
で

4
分

の
1
。

7
.1

1
米

軍
基

地
内

で
大

規
模

な
感

染
確

認
。

7
.2

2
「
Ｇ

ｏ
　

Ｔ
ｏ

　
ト

ラ
ベ

ル
」
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
始

ま
る

（
東

京
都

を
除

く
）
。

7
.2

2
政

府
は

、
ベ

ト
ナ

ム
、

タ
イ

と
企

業
の

駐
在

員
や

長
期

滞
在

者
の

往
来

再
開

で
合

意
。

7
.2

8
国

内
の

死
者

、
1
,0

0
0
人

を
超

え
る

（
ク

ル
ー

ズ
船

を
除

く
）
。

7
.2

9
那

覇
市

松
山

で
大

規
模

な
ク

ラ
ス

タ
ー

発
生

を
確

認
。

同
地

区
に

休
業

要
請

（
8
月

1
日

～
1
5
日

）
。

協
力

金
は

2
0
万

円
。

1



年
月

日
海

外
年

月
日

全
国

年
月

日
沖

縄
県

8
.0

1
県

が
2
度

目
の

緊
急

事
態

を
宣

言
（
8
月

1
5
日

ま
で

。
本

島
全

域
で

不
要

不
急

の
外

出
自

粛

要
請

）
。

8
.0

1
沖

縄
県

の
直

近
1
週

間
の

人
口

1
0
万

人
当

た
り

新
規

感
染

者
数

が
1
5
.3

1
人

に
達

し
、

全
国

最
多

と
な

る
。

8
.0

1
Ｐ

Ｃ
Ｒ

検
査

を
那

覇
港

大
型

旅
客

船
バ

ー
ス

で
無

料
検

査
。

那
覇

市
松

山
の

飲
食

店
員

を

対
象

。

8
.0

9
沖

縄
で

の
感

染
者

数
が

8
月

9
日

に
1
5
6
人

と
、

こ
れ

ま
で

の
1
日

の
感

染
者

数
と

し
て

突
出

し
た

人
数

と
な

る
。

8
.1

1
世

界
の

感
染

者
、

2
0
0
0
万

人
を

超
え

る
（
増

加
の

ペ
ー

ス
が

速
ま

る
）
。

8
.1

3
県

は
感

染
拡

大
を

受
け

、
独

自
の

緊
急

事
態

宣
言

を
2
9
日

ま
で

延
長

す
る

と
発

表
。

8
.1

5
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

で
感

染
再

拡
大

を
受

け
た

措
置

相
次

ぐ
。

デ
ィ

ス
コ

・
ナ

イ
ト

ク
ラ

ブ
の

閉
鎖

、
入

国
者

に
２

週
間

の
隔

離
義

務
。

8
.1

7
内

閣
府

が
4
-
6
月

期
の

Ｇ
Ｄ

Ｐ
公

表
。

年
率

2
7
.8

％
減

（
リ

ー
マ

ン
シ

ョ
ッ

ク
を

超
え

る
落

ち
込

み
）
。

8
.2

8
9
月

末
に

期
限

を
迎

え
る

「
雇

用
調

整
助

成
金

」
の

特
例

措
置

や
休

業
支

援
金

な
ど

の
2
0
2
0

年
1
2
月

ま
で

の
延

長
を

決
定

。

8
.2

8
県

は
感

染
が

再
拡

大
す

る
こ

と
を

懸
念

し
、

独
自

の
緊

急
事

態
宣

言
を

9
月

5
日

ま
で

再
延

長
す

る
と

発
表

。

9
.0

1
政

府
は

8
月

末
の

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
に

関
連

す
る

解
雇

や
雇

止
め

が
見

込
み

含
め

5
万

3
2
6
人

と
公

表
。

9
.0

1
7
月

の
有

効
求

人
倍

率
は

、
沖

縄
県

が
全

国
で

最
も

低
い

0
.6

7
倍

と
な

る
。

9
.0

5
県

は
緊

急
事

態
宣

言
を

予
定

通
り

6
日

か
ら

解
除

す
る

と
発

表
。

。

9
.0

8
政

府
は

ア
ジ

ア
5
か

国
・
地

域
と

長
期

滞
在

者
の

往
来

に
つ

い
て

ビ
ザ

発
給

手
続

き
を

再
開

（
計

7
か

国
・
地

域
と

な
る

）
。

9
.1

1
政

府
は

、
短

期
出

張
な

ど
ビ

ジ
ネ

ス
目

的
に

限
定

し
た

日
本

と
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
と

の
往

来
再

開
を

発
表

。

9
.1

6
菅

内
閣

が
発

足
。

7
年

8
か

月
ぶ

り
の

首
相

交
代

。
コ

ロ
ナ

収
束

に
全

力
を

挙
げ

て
取

り
組

む
と

表
明

。

9
.1

9
政

府
は

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
対

策
と

し
て

行
っ

て
き

た
イ

ベ
ン

ト
参

加
人

数
制

限
を

緩
和

。
9
.2

5
Ｏ

Ｃ
Ｖ

Ｂ
は

、
4
～

9
月

の
修

学
旅

行
の

予
約

が
全

て
キ

ャ
ン

セ
ル

と
な

っ
た

こ
と

を
発

表
。

9
.2

8
政

府
は

2
月

か
ら

の
雇

用
調

整
助

成
金

の
支

給
決

定
額

が
1
兆

5
2
6
5
億

円
（
2
5
日

時
点

）
に

な
っ

た
こ

と
を

公
表

。

9
.2

9
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

の
死

者
数

が
世

界
全

体
で

1
0
0
万

人
を

超
え

る
。

感
染

者
数

は
3
,0

0
0
万

人
を

超
え

る
。

1
0
.0

1
飲

食
業

界
を

支
援

す
る

「
Ｇ

ｏ
 Ｔ

ｏ
 イ

ー
ト

」
が

始
ま

る
。

ま
た

、
「
G

o
 T

o
 ト

ラ
ベ

ル
」
で

東
京

都
発

着
の

旅
行

が
追

加
。

1
0
.0

1
日

銀
短

観
の

9
月

調
査

で
大

企
業

製
造

業
の

業
況

判
断

Ｄ
Ｉが

－
2
7
と

前
回

比
7
ポ

イ
ン

ト
上

昇
し

、
悪

化
に

歯
止

め
。

1
0
.0

1
県

は
1
日

、
3
0
人

が
感

染
と

発
表

。
会

食
で

の
ク

ラ
ス

タ
ー

や
家

庭
内

感
染

の
割

合
が

高
く

な
っ

て
い

る
と

コ
メ

ン
ト

。

1
0
.0

3
県

内
で

は
、

9
月

の
4
連

休
直

後
か

ら
感

染
者

数
が

増
え

、
人

口
当

た
り

の
感

染
者

数
が

、
再

び
全

国
最

多
と

な
る

。

1
0
.0

6
政

府
は

、
「
Ｇ

ｏ
　

Ｔ
ｏ

　
ト

ラ
ベ

ル
」
を

利
用

し
て

9
月

1
5
日

ま
で

に
宿

泊
し

た
人

が
延

べ
1
6
8
9

万
人

だ
っ

た
と

公
表

。
1
0
.1

7
「
Ｇ

ｏ
　

Ｔ
ｏ

　
イ

ー
ト

」
の

プ
レ

ミ
ア

ム
付

き
食

事
券

の
県

内
で

の
販

売
が

始
ま

る
。

1
0
.2

1
厚

生
労

働
省

は
、

全
国

の
自

治
体

が
受

理
し

た
5
～

7
月

の
妊

娠
届

が
前

年
同

期
比

1
1
.4

％
減

と
な

っ
た

こ
と

を
発

表
。

1
0
.2

6
県

は
2
0
2
0
年

度
上

半
期

の
入

域
観

光
客

数
が

前
年

同
期

比
8
1
.8

％
減

の
9
7
万

3
1
0
0
人

で
あ

っ
た

と
発

表
。

1
1
.0

9
県

は
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
対

策
で

、
「
経

済
対

策
基

本
方

針
」
を

改
定

。

1
1
.0

9
米

製
薬

大
手

フ
ァ

イ
ザ

ー
は

、
開

発
中

の
ワ

ク
チ

ン
の

有
効

性
が

9
0
％

以
上

に
上

っ
た

と
、

臨
床

試
験

の
結

果
を

公
表

。

1
1
.0

9
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

の
感

染
者

が
1
1
月

8
日

に
世

界
全

体
で

５
千

万
人

を
超

え
る

。
米

国
の

感
染

者
が

１
千

万
人

に
達

し
た

。

1
1
.1

1
政

府
は

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
の

再
拡

大
で

、
1
1
月

末
ま

で
の

大
型

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
制

限
を

2
1
年

2
月

ま
で

継
続

し
た

。

1
1
.1

3
沖

縄
労

働
局

は
1
1
月

1
3
日

ま
で

の
雇

用
調

整
助

成
金

の
支

給
決

定
は

２
万

8
6
3
0
件

、
総

額
は

2
6
9
億

7
5
0
0
万

円
と

公
表

。

1
1
.1

6
7
～

9
月

期
の

実
質

Ｇ
Ｄ

Ｐ
は

年
率

2
1
.4

％
の

大
幅

増
と

な
る

が
、

4
～

6
月

の
落

ち
込

み
か

ら
半

分
程

度
の

持
ち

直
し

と
な

る
。

1
1
.1

6
県

は
第

８
次

補
正

予
算

に
コ

ロ
ナ

関
連

で
1
4
7
億

円
を

計
上

。
コ

ロ
ナ

関
連

は
今

回
の

８
次

を
含

め
て

約
1
4
1
1
億

円
と

な
る

。

2



年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
1
.1
7

飲
食

業
を
支

援
す
る
「
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
イ
ー
ト
」
事

業
で
、
プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
食

事
券

の
県

内
で
の

利
用

が
始
ま
る
。

1
1
.1
8

国
内

の
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

感
染

者
が
2
2
0
1
人

確
認
さ
れ
、
1
日

当
た
り
の

感
染

者
数

が
初
め
て
2
0
0
0
人
を
超
え
る
。

1
1
.2
0

米
製

薬
大

手
フ
ァ
イ
ザ
ー
は
、
ワ
ク
チ
ン
に
つ
い
て
、
米

食
品

医
薬

品
局
（
Ｆ
Ｄ
Ａ
）
に
緊
急

使
用

許
可
を
申

請
し
た
。

1
1
.2
5

政
府

は
、
1
2
月

末
ま
で
の

雇
用

調
整

助
成

金
の

特
例

措
置
を
、
2
0
2
1
年
2
月

末
ま
で
延
長

す
る
方

針
を
固
め
る
。

1
1
.3
0

県
は
、
「
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
事

業
に
つ
い
て
、
感

染
防

止
対

策
を
徹

底
し
た
上
で
、

継
続
す
る
方

針
を
決

定
。

1
1
.3
0

県
は

国
外

か
ら
米

軍
基

地
に
異

動
し
て
き
た
米

兵
ら
7
2
人

が
感

染
し
た
と
発

表
。
米

軍
関

係
で
は

一
日

当
た
り
最

多
と
な
る
。

1
2
.0
2

英
政

府
は

米
製

薬
大

手
フ
ァ
イ
ザ
ー
が

開
発
し
た
ワ
ク
チ
ン
を
承

認
。
米
モ
デ
ル
ナ
は

米
食

品
医

薬
品

局
に
緊

急
使

用
許

可
を
申

請
。

1
2
.0
2

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
ワ
ク
チ
ン
接

種
関

連
法

が
参

院
本

会
議
で
可

決
、
成

立
。
ワ
ク
チ

ン
の

接
種

費
用

は
国

が
全

額
負

担
す
る
。

1
2
.0
2

横
浜

市
立

大
学

の
研

究
グ
ル
ー
プ
は
、
感

染
し
た
人

の
ほ
と
ん
ど
が

半
年

経
過
し
て
も
感

染
を
防
ぐ
力
を
持
つ
と
い
う
研

究
結

果
を
発

表
。

1
2
.0
3

政
府

は
「
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
ト
ラ
ベ
ル
」
事

業
を
来

年
６
月
ま
で
延

長
す
る
方

針
を
固
め
る
。

1
2
.1
2

米
食

品
医

薬
品

局
は
、
製

薬
大

手
フ
ァ
イ
ザ
ー
な
ど
が

開
発
し
た
ワ
ク
チ
ン
の

緊
急

使
用
を

許
可
し
た
。
米

国
で
の

許
可

は
初
め
て
。

1
2
.1
4

菅
首

相
は
、
「
G
o
　
T
o
　
ト
ラ
ベ
ル
」
事

業
を
今

月
2
8
日

か
ら
来

年
1
月
1
1
日
ま
で
、
全

国
で

一
時

停
止
す
る
と
表

明
。

1
2
.1
4

1
2
月

の
日

銀
短

観
は
、
大

企
業

製
造

業
の

業
況

判
断
Ｄ
Ｉが

9
月

調
査
よ
り
1
7
ポ
イ
ン
ト
上

昇
の

－
1
0
と
な
り
、
2
期

連
続
で
改

善
。

1
2
.1
4

県
内

の
1
2
月

の
日

銀
短

観
の

業
況

判
断
Ｄ
Ｉは

9
月

調
査
よ
り
1
3
ポ
イ
ン
ト
改

善
。
「
G
o
　
T
o

ト
ラ
ベ
ル
」
の

効
果
な
ど
が

改
善

の
要

因
。

1
2
.1
4

県
は

那
覇
、
浦

添
、
沖

縄
の
3
市

の
飲

食
店
な
ど
へ

の
営

業
時

間
の

短
縮

や
離

島
へ

の
往

来
や

年
末

年
始

の
帰

省
自

粛
な
ど
を
要

請
。

1
2
.1
8

米
製

薬
大

手
フ
ァ
イ
ザ
ー
は
、
ワ
ク
チ
ン
を
厚

生
労

働
省
に
承

認
申

請
し
た
。
国

内
で
初
の

申
請
と
な
る
。

1
2
.2
1

政
府

は
2
0
2
1
年

度
予

算
案
を
閣

議
決

定
。
一

般
会

計
の

総
額

は
1
0
6
兆
6
千

億
円
と
過
去

最
大
。
コ
ロ
ナ
対

策
の

予
備

費
は
5
兆

円
。

1
2
.2
1

厚
生

労
働

省
は
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

治
療

薬
候

補
「
ア
ビ
ガ
ン
」
の

有
効

性
判

断
は

困
難
と
し
て
、
承

認
を
見

送
っ
た
。

1
2
.2
2

英
国
で
感

染
力

が
よ
り
強
い
新

型
ウ
イ
ル
ス
の

変
異

種
の

流
行
を
受
け
、
計
4
0
か

国
以
上

が
2
2
日
ま
で
に
英

国
か
ら
の

入
国
を
制

限
。

1
2
.2
2

累
計

の
死

者
数

が
3
千

人
を
超
え
る
。
1
2
月

は
1
1
月

の
倍

以
上
と
な
り
、
重

症
化
し
や
す
い

高
齢

者
の

感
染

増
加

が
要

因
。

1
2
.2
3

政
府

は
ワ
ク
チ
ン
を
優

先
的
に
摂

取
す
る
対

象
を
医

療
従

事
者

や
6
5
歳

以
上

の
高

齢
者
、

基
礎

疾
患

が
あ
る
人
と
す
る
方

針
を
固
め
た
。

1
2
.2
3

東
京

商
工
リ
サ
ー
チ
調

査
に
よ
る
と
、
2
0
2
0
年
1
月

～
1
2
月
2
2
日

の
飲

食
業

の
倒

産
は
累

計
8
1
0
件
、
過

去
最

多
の
1
1
年
を
上

回
っ
た
。

1
2
.2
3

県
は

飲
食

店
な
ど
へ

の
営

業
時

間
短

縮
要

請
を
、
現

行
の

那
覇
、
浦

添
、
沖

縄
に
加
え
、

宜
野

湾
、
名

護
の
2
市
を
加
え
る
と
発

表
。

1
2
.2
4

県
は

人
口
1
2
0
0
人

の
伊

平
屋

村
で
3
0
人

の
大

規
模

集
団

感
染

が
発

生
し
た
と
発

表
。
県

内
小

規
模

離
島
で
の
ク
ラ
ス
タ
ー
は

初
め
て
。

1
2
.2
5

政
府

は
、
英

国
で
広

が
っ
て
い
る
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

変
異

種
の

感
染

者
が

国
内
で

初
め
て
確

認
さ
れ
た
と
発

表
し
た
。

1
2
.2
8

政
府

の
「
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
ト
ラ
ベ
ル
」
事

業
が

全
国
で
一

時
停

止
と
な
る
。

22
00
22
11
年年

22
00
22
11
年年

22
00
22
11
年年

1
.0
4

英
国

政
府

は
、
変

異
種

の
感

染
拡

大
で
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
全

域
で
3
度

目
の
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン

（
都

市
封

鎖
）
を
直
ち
に
実

施
す
る
と
発

表
。

1
.0
5

世
界

銀
行

は
世

界
経

済
見

通
し
で
、
2
0
2
1
年

の
世

界
全

体
の

実
質

成
長

率
を
4
.0
％
と
予

測
。
前

回
予

想
か
ら
0
.2
ポ
イ
ン
ト
下

方
修

正
。

1
.0
6

沖
縄

都
市
モ
ノ
レ
ー
ル
に
よ
る
と
、
2
0
2
0
年

の
乗

客
数

は
前

年
比
3
7
.1
％
（
7
4
6
万

人
）
減
の

1
2
6
5
万

人
と
な
っ
た
。

1
.0
7

政
府

は
首

都
圏

の
4
都

県
に
新

型
コ
ロ
ナ
特

別
措

置
法
に
基
づ
く
緊

急
事

態
を
宣

言
し
た
。

期
間

は
8
日

か
ら
2
月
7
日
ま
で

1
.0
7

厚
生

労
働

省
は
、
感

染
拡

大
関

連
の

解
雇

や
雇
い
止
め
が
6
日

時
点
で
8
万
1
2
1
人
に
な
っ

た
と
公

表
。

1
.0
8

県
は

医
療

提
供

体
制

が
脆

弱
な
宮

古
島

市
、
石

垣
市
を
新
た
に
営

業
時

間
短

縮
要

請
の

地
域
に
加
え
る
と
発

表
。

1
.1
3

政
府

は
新

型
コ
ロ
ナ
特

別
措

置
法
に
基
づ
く
緊

急
事

態
宣

言
の

対
象

地
域
に
、
7
県
を
追

加
し
、
対

象
地

域
を
計
1
1
都

府
県
に
拡

大
。

3



年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
.1
5

政
府

は
、
「
G
o
　
T
o
　
ト
ラ
ベ
ル
」
を
使
っ
た
宿

泊
客

は
前

年
1
2
月
1
5
日

時
点
で
延

べ
計

8
2
8
2
万

人
と
の

速
報

値
を
発

表
し
た
。

1
.1
9

県
は

感
染

拡
大
を
受
け
て
3
度

目
の

緊
急

事
態
を
宣

言
し
た
。
期

間
は
2
0
日

～
2
月
7
日
。

営
業

時
間

短
縮

の
対

象
地

域
を
全

市
町

村
と
し
た
。

1
.2
0

観
光

庁
は
、
2
0
2
0
年

の
訪

日
客

が
前

年
比
8
7
.1
％

減
の
4
1
1
万
5
9
0
0
人
と
な
っ
た
こ
と
を
発

表
し
た
。

1
.2
2

政
府

は
雇

用
調

整
助

成
金

の
特

例
措

置
を
緊

急
事

態
宣

言
が

全
国
で
解

除
さ
れ
た
月
の

翌
月

末
ま
で
再

延
長
す
る
と
発

表
。

1
.2
3

国
内
で
2
3
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
に
よ
る
累

計
死

者
数

が
5
0
7
7
人
と
な
り
、
5

千
人
を
超
え
る
。

1
.2
6

県
は
2
0
2
0
年

の
入

域
観

光
客

数
が

前
年

比
6
3
.2
％

減
の
3
7
3
万
6
6
0
0
人
で
あ
っ
た
と
発

表
。

1
.2
7

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ズ
大

の
集

計
に
よ
る
と
、
感

染
者

が
2
7
日
（
日

本
時

間
）
、
世

界
全

体
で
1
憶

人
を
超
え
る
。

2
.0
2

政
府

は
、
緊

急
事

態
宣

言
の

延
長
を
決

定
。
栃

木
県
を
除
く
1
0
都

府
県

は
3
月
7
日
ま
で
1

か
月

延
ば
す
。

2
.0
2

緊
急

事
態

宣
言

の
延

長
に
合

わ
せ
て
「
基

本
的

対
処

方
針
」
も
変

更
。
外

出
や

移
動

自
粛

は
「
日

中
も
含
む
」
な
ど
を
明

記
。

2
.0
3

Ｗ
Ｈ
Ｏ
調

査
チ
ー
ム
は
「
武

漢
ウ
イ
ル
ス
研

究
所
」
を
訪

問
。
ト
ラ
ン
プ
前

政
権

は
ウ
イ
ル
ス

流
出

の
可

能
性
に
言

及
。
中

国
側

は
否

定
。

2
.0
3

イ
ス
ラ
エ
ル

政
府

は
、
先

月
ま
で
に
ワ
ク
チ
ン
を
接

種
し
た
国

民
の
３
割

の
う
ち
、
副

反
応
が

出
た
割

合
は
0
.2
4
％
と
発

表
。

2
.0
3

参
院

本
会

議
で
、
新

型
コ
ロ
ナ
に
対

応
す
る
改

正
特

別
措

置
法
、
改

正
感

染
症

法
、
改
正

検
疫

法
が

可
決
、
成

立
し
た
。

2
.0
3

改
正

特
別

措
置

法
で
は
、
緊

急
事

態
宣

言
が

出
て
い
な
く
て
も
集

中
的
な
対

応
を
可

能
に

す
る
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
を
新

設
。

2
.0
3

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
国

内
の

死
者

が
6
0
0
0
人
を
超
え
る
。
1
月
2
3
日
に
5
0
0
0
人
と

な
っ
て
か
ら
1
0
日

余
り
で
1
0
0
0
人

増
加
。

2
.0
4

県
は
、
2
月
7
日
ま
で
を
期

間
と
し
て
い
た
県

独
自

の
緊

急
事

態
宣

言
を
2
月
2
8
日
ま
で
3
週

間
延

長
す
る
と
発

表
し
た
。

2
.0
4

県
は

経
済

対
策

費
2
0
6
億

円
を
2
0
2
0
年

度
補

正
と
2
1
年

度
当

初
予

算
に
盛
り
込
む
と
発

表
。
県

民
の
ホ
テ
ル

滞
在

へ
の

補
助
も
含
む
。

2
.0
4

政
府

は
休

業
手

当
を
受

取
れ
な
か
っ
た
中

小
企

業
向
け
の

休
業

支
援

金
・
給

付
金

の
対

象
を
大

企
業
に
も
拡

充
す
る
こ
と
を
決

定
。

2
.0
5

2
0
2
0
年

の
家

計
支

出
（
二

人
以

上
世

帯
）
は

実
質
で
前

年
比
5
.3
％

減
と
な
り
、
比

較
可
能

な
0
1
年

以
降
で
最
も
大
き
い
減

少
率
と
な
る
。

2
.0
6

中
国

政
府

は
国

内
の

製
薬

会
社
シ
ノ
バ
ッ
ク
が

開
発
し
た
ワ
ク
チ
ン
を
承

認
し
た
と
発

表
。

国
有

の
シ
ノ
フ
ァ
ー
ム
に
続
い
て
２
例

目
。

2
.0
5

Ｅ
Ｕ
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

委
員

会
は
、
域

内
で
生

産
さ
れ
た
ワ
ク
チ
ン
を
日

本
に
輸

出
す
る
許
可

を
決

定
。

2
.0
7

オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大

学
に
よ
る
と
ワ
ク
チ
ン
を
接

種
し
た
人

が
世

界
で
1
億

人
を
超
え
、
最

多
は

米
国

の
3
1
5
8
万

人
。
次
い
で
中

国
。

2
.0
8

県
は

庁
議
で
2
0
2
1
年

度
予

算
案
を
5
.3
％

増
の
7
,9
1
2
億

円
と
す
る
こ
と
を
決

定
し
た
。
コ
ロ

ナ
対

策
費
を
含
め
、
過

去
最

高
額
と
な
る
。

2
.0
8

新
聞

報
道
に
よ
る
と
、
飲

食
店
な
ど
へ

の
営

業
時

間
短

縮
要

請
に
応
じ
た
協

力
金

支
払
が

申
請

件
数

の
3
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
と
判

明
。

2
.0
9

政
府

は
、
コ
ロ
ナ
関

連
の

解
雇

や
雇
い
止
め
が

見
込

み
を
含
め
て
5
日

時
点
で
累

計
で
8
万

6
5
5
1
人
と
発

表
。
沖

縄
は
1
6
7
1
人
と
な
っ
た
。

2
.1
0

Ｗ
Ｈ
Ｏ
は
３
種

類
の

変
異
ウ
イ
ル
ス
の

感
染

が
拡

大
し
、
ウ
イ
ル
ス
を
攻

撃
す
る
抗

体
か
ら

逃
れ
る
変

異
も
共

通
し
て
確

認
さ
れ
た
と
報

告
。

2
.1
0

同
居

家
族
に
よ
る
ホ
テ
ル

宿
泊
に
県

が
1
人

当
た
り
5
千

円
を
補

助
す
る
支

援
事

業
の

予
約

が
1
0
日
に
始
ま
り
、
購

入
者

が
続

出
し
た
。

2
.1
2

政
府

は
、
米

製
薬

大
手
フ
ァ
イ
ザ
ー
社

の
ワ
ク
チ
ン
の

有
効

性
と
安

全
性

が
確

認
さ
れ
た
と

し
て
、
特

例
承

認
す
る
こ
と
を
了

承
し
た
。

2
.1
2

政
府

は
、
1
3
日

施
行

の
改

正
特

別
措

置
法
で
の
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

新
設
な

ど
に
伴
い
「
基

本
的

対
処

方
針
」
を
変

更
。

2
.1
2

政
府

は
雇

用
調

整
助

成
金

の
特

例
措

置
を
感

染
が

拡
大
し
て
い
る
地

域
の

飲
食

店
な
ど

に
少
な
く
と
も
6
月

末
ま
で
続
け
る
こ
と
を
決

定
。

2
.1
3

1
3
日
に
県

内
の

累
計

死
者

数
が
1
0
0
人
と
な
る
。
死

亡
率

は
1
.2
5
％
で
、
7
0
代

は
3
.8
％
、
8
0

代
は
7
.9
％
、
9
0
代

は
1
6
.6
％
で
あ
っ
た
。

2
.1
4

政
府

が
米

製
薬

大
手
フ
ァ
イ
ザ
ー
製

の
ワ
ク
チ
ン
を
国

内
で
初
め
て
承

認
。
医

療
従

事
者

へ
の

先
行

接
種
を
1
7
日
に
開

始
す
る
予

定
。

2
.1
5

内
閣

府
は
2
0
2
0
年
1
0
～
1
2
月

期
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が

前
期

比
3
.0
％

増
（
年

率
で
1
2
.7
％

増
）
だ
っ
た

こ
と
を
発

表
。

4



年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

2
.1
5

2
0
2
0
年

の
実

質
G
D
P
は
4
.8
％

減
で
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後

の
0
9
年
（
5
.7
％

減
）
に
次
ぎ
、

統
計

開
始

以
来
2
番

目
の

悪
化

幅
と
な
る
。

2
.1
5

県
は
1
5
日
、
新

規
感

染
者

が
5
人
と
発

表
。
1
日

当
た
り
の

感
染

者
が

一
桁
に
な
る
の

は
昨

年
9
月
2
5
日

以
来
、
1
4
3
日

ぶ
り
と
な
る
。

2
.1
6

函
館

市
で
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
感

染
し
た
7
0
歳

の
男

性
が
、
医

療
体

制
逼

迫
で
入

院
を
断
ら
れ
、
翌

日
死

亡
。

2
.1
7

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症

の
ワ
ク
チ
ン
接

種
が
1
7
日
、
国

内
で
始
ま
る
。
当

面
は

全
国

の
医

療
従

事
者
４
万

人
が

対
象
。

2
.1
9

河
野

太
郎

大
臣

は
医

療
従

事
者

向
け
ワ
ク
チ
ン
を
4
7
都

道
府

県
に
1
1
7
万

回
分
を
配

付
す

る
と
発

表
。
沖

縄
に
は
1
万
6
3
8
0
回

分
。

2
.2
4

菅
首

相
は
、
4
月
5
日

の
週
に
高

齢
者

向
け
の
ワ
ク
チ
ン
を
自

治
体
に
発

送
し
、
1
2
日

か
ら

接
種
を
開

始
す
る
予

定
を
表

明
。

2
.2
6

菅
首

相
は
、
緊

急
事

態
宣

言
の

対
象
1
0
都

府
県

の
う
ち
首

都
圏
を
除
く
6
つ
の

府
県
で
2
月

2
8
日
に
解

除
す
る
こ
と
を
表

明
。

2
.2
6

河
野

太
郎

大
臣

は
、
フ
ァ
イ
ザ
ー
社
と
6
月

末
ま
で
に
6
5
歳

以
上

全
員

が
接

種
す
る
ワ
ク
チ

ン
の

供
給
を
受
け
る
こ
と
で
合

意
し
た
と
公

表
。

2
.2
7

米
食

品
医

薬
品

局
は
、
米

製
薬

大
手
ジ
ョ
ン
ソ
ン
・
エ
ン
ド
・
ジ
ョ
ン
ソ
ン
の

新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク

チ
ン
の

緊
急

使
用
を
許

可
。
米

国
で
３
例

目
。

2
.2
8

県
は

独
自
に
出
し
て
い
た
緊

急
事

態
宣

言
を
終

了
し
た
。
飲

食
店
な
ど
の

午
後
8
時
ま
で
の

営
業

時
間

短
縮

要
請
も
解

除
さ
れ
た
。

2
.2
8

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
「
再

就
職

援
助

計
画
（
3
0
人

以
上
を
解

雇
す
る
企

業
は

届
け
出

義
務
）
」

に
よ
る
と
2
0
年
4
～
1
2
月
で
1
4
社
、
5
1
6
人
。

3
.0
1

岐
阜
、
愛

知
、
京

都
、
大

阪
、
兵

庫
、
福

岡
の
６
府

県
で
緊

急
事

態
宣

言
が

解
除
。
飲

食
店

の
時

短
営

業
は
1
時

間
延

長
し
９
時
ま
で
。

3
.0
2

2
0
2
1
年

度
予

算
案

が
可

決
。
一

般
会

計
総

額
は
1
0
6
兆

円
で
過

去
最

大
。
コ
ロ
ナ
を
巡
る

1
9
兆

円
超

の
追

加
経

済
対

策
費
を
盛
り
込
む
。

3
.0
2

フ
ァ
イ
ザ
ー
製

の
ワ
ク
チ
ン
の

県
内

第
１
便

が
那

覇
空

港
に
到

着
。
医

療
従

事
者

へ
の
優

先
接

種
用
。
対

象
は

約
5
万
7
千

人
。

3
.0
3

政
府

は
変

異
ウ
イ
ル
ス
対

策
強

化
で
、
現

在
の
5
か

国
・
地

域
に
加
え
、
新
た
に
1
3
か

国
・

地
域
に
入

国
後

の
待

機
措

置
を
決

定
。

3
.0
5

政
府

は
首

都
1
都
3
県
に
発

令
し
て
い
る
緊

急
事

態
宣

言
の

再
延

長
を
決

定
。
7
日
ま
で
の

期
限
を
2
1
日
ま
で
2
週

間
延

ば
す
。

3
.0
5

武
田

薬
品

工
業

は
米
モ
デ
ル
ナ
社

開
発

の
ワ
ク
チ
ン
の

製
造

販
売
を
厚

労
省
に
提

出
。
承

認
さ
れ

れ
ば
、
国

内
で
の

流
通
を
担
う
。

3
.0
5

国
交

省
は
「
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
ト
ラ
ベ
ル
」
事

業
の

全
国

一
斉

の
停

止
措

置
を
8
日

以
降
も
継

続
す

る
と
発

表
。
停

止
期

間
の

延
長

は
３
度

目
。

3
.0
7

ブ
ラ
ジ
ル

が
新

規
感

染
者

数
で
米

国
を
抜
き
世

界
最

多
と
な
っ
た
。
変

異
型

が
猛

威
。
累
計

感
染

者
数

は
世

界
２
番

目
の
イ
ン
ド
に
迫
る
。

3
.0
8

経
産

省
は

緊
急

事
態

宣
言

の
再

発
令
で
打

撃
を
受
け
た
1
0
都

府
県

の
飲

食
店

の
取

引
先

を
支

援
す
る
一

時
金

の
申

請
受

付
を
始
め
た
。

3
.0
9

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
2
0
2
1
年

の
世

界
経

済
の

成
長

率
が
5
.6
％
と
予

測
（
上

方
修

正
）
。
ワ
ク
チ
ン
の

普
及
と
米

国
の

経
済

対
策

が
寄

与
。

3
.0
9

東
京

五
輪

の
委

員
会

は
、
海

外
か
ら
の

一
般

観
客

の
受
け
入

れ
を
断

念
す
る
方

針
を
固

め
る
。

3
.1
0

米
議

会
は

新
型
コ
ロ
ナ
に
対

処
す
る
約
2
0
0
兆

円
の

追
加

経
済

対
策

法
案
を
可

決
・
成
立

さ
せ
た
。
１
人
１
５
万

円
の

現
金

給
付

が
柱
。

3
.1
0

県
は

県
民

の
県

内
旅

行
に
助

成
す
る
第
３
段

の
「
お
き
な
わ

採
発

見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
を
開

始
。
4
月
3
0
日
ま
で
旅

行
商

品
の
８
割
を
補

助
。

3
.1
1

デ
ン
マ
ー
ク
政

府
は
ア
ス
ト
ロ
ゼ
ネ
カ
等

が
開

発
し
た
ワ
ク
チ
ン
の

接
種

後
に
血

栓
が

確
認

さ
れ
た
と
の

報
告
を
受
け
接

種
を
見

合
わ

せ
る
。

3
.1
6

政
府

は
、
生

活
困

窮
者
ら
へ

の
緊

急
支

援
策
と
し
て
子
ど
も
１
人

当
た
り
５
万

円
の

支
給
策

を
ま
と
め
る
。

3
.1
6

2
0
2
0
年

の
小

中
高

生
の

自
殺

者
数

が
統

計
の
あ
る
1
9
8
0
年

以
降
、
最

多
の
4
9
9
人
と
な
っ

た
。
コ
ロ
ナ
外

出
自

粛
な
ど
が

影
響

か
。

3
.1
6

沖
縄

総
合

事
務

局
は

観
光

事
業

者
向
け
コ
ロ
ナ
一

時
支

援
金

の
支

給
対

象
は

全
市

町
村

が
対

象
に
な
り
得
る
と
の

見
解
を
示
し
た
。

3
.1
7

医
療

従
事

者
を
対

象
と
し
た
ワ
ク
チ
ン
の

接
種

か
ら
１
か

月
を
迎
え
た
が
、
全

人
口
に
対
す

る
接

種
率

は
0
.3
％
に
と
ど
ま
る
。

3
.1
7

地
元

紙
の

調
べ
に
よ
る
と
、
県

内
９
大

学
・
短

大
の
う
ち
７
大

学
・
短

大
で
1
月

末
の

就
職
内

定
率

が
5
0
％
を
下

回
っ
た
。

3
.1
8

東
京

都
は

営
業

時
間

短
縮

要
請
に
応
じ
な
い
飲

食
店

の
2
7
店
に
対
し
、
正

当
な
理

由
が
な

い
た
め
に
過

料
が

科
せ
る
「
命

令
」
を
出
し
た
。

3
.2
0

フ
ラ
ン
ス
で
は

変
異
ウ
イ
ル
ス
の

感
染

拡
大
を
受
け
、
パ
リ
な
ど
で
３
度

目
の

外
出

制
限
措

置
が

始
ま
り
、
小

売
店

の
営

業
制

限
も
実

施
。

5



年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

3
.2
2

政
府

は
、
首

都
圏
１
都
３
県

の
緊

急
事

態
宣

言
を
2
2
日
、
約
2
か

月
半

ぶ
り
に
全

面
解

除
し

た
。
時

短
営

業
は
1
時

間
延

長
し
９
時
ま
で
。

3
.2
2

製
薬

大
手

の
第

一
三

共
と
熊

本
市

の
製

薬
会

社
の
２
社

が
各

々
開

発
中

の
ワ
ク
チ
ン
を
人

に
接

種
し
、
臨

床
試

験
を
始
め
た
と
発

表
。

3
.2
5

世
界

の
新

規
感

染
者

数
が
2
5
日
に
5
2
万

人
と
、
小

康
状

態
に
あ
っ
た
２
月

中
旬
よ
り
約
５

割
増

加
。
第
４
波

へ
の

懸
念

が
高
ま
る
。

3
.2
5

厚
労

省
は

雇
用

調
整

助
成

金
の

特
例

措
置
を
５
月

か
ら
段

階
的
に
縮

小
す
る
と
発

表
。
業

績
が

著
し
く
悪

化
し
た
企

業
は

特
例
を
維

持
。

3
.2
5

Ｏ
Ｃ
Ｖ
Ｂ
は
、
2
0
2
0
年

度
の

県
外

か
ら
の

修
学

旅
行

が
当

初
予

定
か
ら
9
割

以
上

減
の
約

1
5
0
校
、
3
万

人
程

度
に
な
る
見

通
し
を
発

表
。

3
.2
5

沖
縄

公
庫
と
琉

大
調

査
に
よ
る
と
県

内
2
1
自

治
体

が
コ
ロ
ナ
対

策
で
「
財

政
調

整
基

金
」
を

取
り
崩
し
、
6
割
を
取
り
崩
し
た
自

治
体
も
。

3
.2
6

政
府

は
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
後

の
ア
ナ
フ
ィ
ラ
キ
シ
ー
（
ア
レ
ル
ギ
ー
反

応
）
の

報
告

が
約

1
2
0
0
0回

に
1
件

の
割

合
だ
と
公

表
。

3
.2
6

国
交

省
は

都
道

府
県

独
自

の
住

民
向
け
旅

行
割

引
に
1
人
1
泊

当
た
り
最

大
7
千

円
分
を

国
が

負
担
す
る
と
発

表
。

3
.2
9

英
国
で
の

変
異

株
が

世
界
1
0
0
か

国
以

上
に
拡

大
し
た
こ
と
が

英
国

の
研

究
者
ら
の

調
査

で
判

明
。
ワ
ク
チ
ン
が

効
か
な
い
懸

念
も
。

3
.3
1

知
事

は
感

染
者

の
急

増
か
ら
「
第
４
波

の
到

来
」
と
し
、
4
月
1
日

か
ら
同
2
1
日
ま
で
2
0
市
町

村
に
飲

食
店
で
の

時
短

営
業
を
要

請
。

3
.3
1

大
阪

府
は
、
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

適
用
を
国
に
要

請
。
要

請
は

全
国

の
都
道

府
県
で
初
め
て
と
な
る
。

4
.0
1

政
府

は
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
を
、
4
月
5
日

か
ら
1
か

月
間
、
大

阪
府
、
兵

庫
県
、
宮

城
県
に
適

用
す
る
こ
と
を
決

定
。

4
.0
3

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ズ
大
に
よ
る
と
世

界
の

感
染

者
数

が
1
億
3
0
0
0
万

人
を
超
え
た
。
変

異
株

の
流

行
な
ど
で
増

加
傾

向
が

続
く
。

4
.0
3

県
で
は
1
1
7
人

が
新

規
感

染
者

数
と
な
り
、
直

近
1
週

間
の

人
口
1
0
万

人
当
た
り
で
4
1
.2
7
人

と
約
5
か

月
ぶ
り
に
全

国
最

多
と
な
っ
た
。

4
.0
5

イ
ン
ド
で
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
１
日

の
感

染
者

が
初
め
て
1
0
万

人
を
超
え
る
。

4
.0
5

大
阪
、
兵

庫
、
宮

城
の
３
府

県
で
5
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
対

策
の
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
が

始
ま
っ
た
。
5
月
5
日
ま
で
。

4
.0
6

ＩＭ
Ｆ
は
2
0
2
1
年

の
世

界
経

済
は
6
.0
％

の
成

長
と
予

測
。
ワ
ク
チ
ン
普

及
や

米
国

の
財
政

支
出

等
で
1
月
よ
り
0
.5
ポ
イ
ン
ト
の

上
方

修
正
。

4
.0
6

県
内

の
感

染
者

が
累

計
で
１
万

人
を
超
え
、
計
1
2
9
人

が
亡
く
な
っ
た
。
感

染
者

数
に
占
め

る
死

亡
者

数
は
9
0
代

以
上
で
約
2
0
％
。

4
.0
6

沖
縄

都
市
モ
ノ
レ
ー
ル
に
よ
る
と
、
2
0
2
0
年

度
の

年
間

乗
客

数
は

前
年

度
比
4
4
.6
％

減
の

1
0
9
3
万

人
と
な
っ
た
。

4
.0
7

ＩＭ
Ｆ
は

新
型
コ
ロ
ナ
に
対

応
し
た
世

界
各

国
の

財
政

支
援

は
過

去
1
年

間
で
1
6
兆
ド
ル
（
約

1
7
6
0
兆

円
）
規

模
に
な
る
見

通
し
を
示
し
た
。

4
.0
7

県
は
7
日
、
1
5
5
人

が
新

規
感

染
者

数
と
な
っ
た
こ
と
を
発

表
。
昨

年
8
月
9
日

の
1
5
6
人
に
次

ぐ
多
さ
と
な
っ
た
。

4
.0
9

政
府

は
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

対
象
に
東

京
都
、
京

都
府
、
沖

縄
県

の
追

加
を

決
定
。
沖

縄
県

は
本

島
9
市

が
指

定
さ
れ
、
1
2
日

～
5
月
5
日
ま
で
の
2
4
日

間
。

4
.1
0

県
は
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

本
島
9
市

へ
の

適
用

決
定
を
受
け
、
9
市

以
外

の
県

全
域

の
飲

食
店
に
も
時

短
要

請
す
る
と
発

表
。

4
.1
2

ワ
ク
チ
ン
の
6
5
歳

以
上

の
高

齢
者

へ
の

接
種

が
始
ま
る
。
県

内
で
は

宮
古

島
市
を
皮

切
り

に
始
ま
り
、
3
5
人

が
接

種
を
受
け
た
。

4
.1
3

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

影
響
で
倒

産
し
た
企

業
が
、
2
0
2
0
年
2
月

か
ら
の

累
計
で
1
3
0
0
社

と
な
り
、
月

ご
と
で
増

加
傾

向
が

み
ら
れ
る
。

4
.1
6

政
府

は
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

対
象
に
埼

玉
、
千

葉
、
神

奈
川
、
愛

知
を
追

加
す

る
と
決
め
る
。
適

用
は

計
1
0
都

府
県
と
な
る
。

4
.1
6

知
事

は
5
月
1
～
2
日

の
東

京
五

輪
の

聖
火
リ
レ
ー
で
公

道
は

使
用

せ
ず
、
名

護
市
と
糸
満

市
の
２
箇

所
で
無

観
客
で
の

実
施
を
発

表
。

4
.1
7

県
は
1
7
日
、
新

規
感

染
者

数
が

過
去

最
多

の
1
6
7
人
で
あ
っ
た
こ
と
を
発

表
。
療

養
患

者
は

1
2
5
5
人
で
県

内
病

院
に
病

床
確

保
を
要

請
。

4
.1
8

菅
首

相
は

米
フ
ァ
イ
ザ
ー
社
と
ワ
ク
チ
ン
の

追
加

供
給
を
受
け
る
こ
と
で
合

意
。
全

員
分
の

ワ
ク
チ
ン
が
9
月
ま
で
に
調

達
で
き
る
見

通
し
。

4
.1
8

大
阪

府
の

新
規

感
染

者
は
1
2
2
0
人
で
過

去
最

多
を
更

新
、
6
日

連
続
で
1
0
0
0
人
を
上
回

る
。

4
.1
9

地
元

紙
の

調
べ
に
よ
る
と
現

時
点
で
県

内
1
4
市

町
村

が
ワ
ク
チ
ン
の

月
内

接
種
を
予

定
。

高
齢

者
全

員
分

の
確

保
は

見
通

せ
ず
。
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年
月

日
海

外
年

月
日

全
国

年
月

日
沖

縄
県

4
.2

2
知

事
は

、
2
4
日

か
ら

「
ま

ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

対
象

に
宮

古
島

市
を

追
加

す
る

と
発

表
。

1
0
市

の
期

間
も

5
月

1
1
日

ま
で

延
長

。

4
.2

3
政

府
は

東
京

、
大

阪
、

京
都

、
兵

庫
の

4
都

府
県

に
緊

急
事

態
宣

言
を

発
令

。
4
月

2
5
日

か
ら

5
月

1
1
日

ま
で

。
飲

食
店

へ
の

休
業

要
請

等
。

4
.2

3
赤

羽
国

交
相

は
「
G

o
 T

o
 ト

ラ
ベ

ル
」
に

代
わ

る
都

道
府

県
の

旅
行

割
引

支
援

を
1
2
月

末
ま

で
続

け
る

と
発

表
。

4
.2

3
国

内
航

空
5
社

は
ゴ

ー
ル

デ
ン

ウ
ィ

ー
ク

期
間

の
沖

縄
発

着
の

予
約

人
数

が
コ

ロ
ナ

禍
前

の
2
0
1
9
年

比
で

5
2
.5

％
減

と
な

っ
た

と
発

表
。

4
.2

6
死

者
数

が
2
6
日

、
累

計
で

1
万

人
（
1
万

2
5
人

）
を

超
え

た
。

変
異

株
へ

の
置

き
換

わ
り

が
進

み
死

者
数

の
増

加
ペ

ー
ス

が
早

ま
っ

て
い

る
。

4
.2

8
県

は
「
ま

ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

対
象

に
北

谷
、

西
原

、
与

那
原

、
南

風
原

、
八

重
瀬

の
５

町
を

追
加

。
措

置
区

域
は

計
1
5
市

町
に

。

4
.2

8
Ｏ

Ｃ
Ｖ

Ｂ
は

、
4
～

6
月

の
沖

縄
へ

の
修

学
旅

行
の

予
約

数
が

3
月

予
測

よ
り

2
0
5
校

減
少

し
、

2
4
4
校

に
と

ど
ま

る
見

込
み

と
発

表
。

4
.2

8
県

内
で

感
染

力
の

強
い

変
異

株
「
Ｎ

5
0
1
Ｙ

」
の

陽
性

率
が

、
4
月

末
以

降
、

5
～

6
割

で
推

移
。

4
月

2
3
日

発
表

の
3
8
.3

％
か

ら
急

増
。

4
.2

9
雇

用
調

整
助

成
金

の
支

給
決

定
額

が
4
月

下
旬

に
3
兆

3
千

億
円

を
超

え
た

。
政

府
は

助
成

率
や

日
額

上
限

を
5
月

よ
り

縮
小

す
る

予
定

。

4
.3

0
米

モ
デ

ル
ナ

製
の

ワ
ク

チ
ン

が
実

用
化

に
向

け
ベ

ル
ギ

ー
か

ら
初

の
輸

入
。

5
月

中
の

承
認

が
見

込
ま

れ
て

い
る

。

4
.3

0
県

は
2
0
2
0
年

度
の

入
域

観
光

客
数

が
前

年
度

比
7
2
.7

％
減

の
2
5
8
万

3
6
0
0
人

と
発

表
。

過
去

最
大

の
減

少
幅

で
1
9
8
8
年

度
の

水
準

。

4
.3

0
沖

縄
労

働
局

は
2
0
2
0
年

度
の

有
効

求
人

倍
率

が
0
.7

9
倍

で
前

年
度

比
0
.5

2
ポ

イ
ン

ト
低

下
と

発
表

。
統

計
開

始
以

来
、

最
大

の
下

げ
幅

。

4
.3

0
県

は
2
0
2
0
年

度
の

完
全

失
業

率
が

前
年

度
比

0
.8

ポ
イ

ン
ト

低
下

し
、

3
.6

％
に

な
っ

た
と

発
表

。
2
1
年

3
月

は
4
.4

％
に

悪
化

。

5
.0

1
7
月

開
催

予
定

の
東

京
五

輪
に

向
け

た
県

内
で

の
聖

火
リ

レ
ー

が
名

護
市

特
設

コ
ー

ス
で

ス
タ

ー
ト

。
2
日

間
で

1
7
8
人

が
走

る
。

5
.0

3
県

は
「
ま

ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

対
象

1
5
市

町
で

1
5
8
店

舗
が

営
業

時
間

短
縮

に
応

じ
て

い
な

い
こ

と
を

明
ら

か
に

し
た

。

5
.0

4
イ

ン
ド

で
は

累
計

感
染

者
が

2
0
0
0
万

人
を

超
え

た
。

1
日

当
た

り
感

染
確

認
は

4
月

2
2
日

以
降

、
3
0
万

人
を

超
え

る
世

界
最

悪
の

ペ
ー

ス
。

5
.0

7
政

府
は

東
京

、
京

都
、

大
阪

、
兵

庫
の

緊
急

事
態

宣
言

を
5
月

3
1
日

ま
で

延
長

し
、

愛
知

、
福

岡
を

1
2
日

か
ら

追
加

す
る

こ
と

を
決

定
。

5
.0

7
政

府
は

「
ま

ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
対

象
の

7
県

か
ら

宮
城

県
を

解
除

し
、

北
海

道
、

岐
阜

、
三

重
を

加
え

3
1
日

ま
で

の
延

長
を

決
定

。

5
.0

7
Ｊ

Ｔ
Ａ

の
2
0
2
1
年

3
月

期
決

算
は

経
常

損
失

が
8
5
億

円
で

創
業

以
降

最
大

の
赤

字
と

な
っ

た
。

年
間

旅
客

数
は

5
9
.1

％
減

の
1
2
6
万

人
。

5
.1

0
オ

ッ
ク

ス
フ

ォ
ー

ド
大

学
に

よ
る

と
、

日
本

の
ワ

ク
チ

ン
の

接
種

回
数

は
1
0
0
人

当
た

り
3
.3

回
で

Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ

3
7
か

国
中

最
低

と
な

っ
て

い
る

。

5
.1

0
財

務
省

は
、

コ
ロ

ナ
対

策
で

国
の

借
金

が
2
0
2
0
年

度
末

で
1
2
1
6
兆

円
、

1
9
年

度
末

比
1
0
2

兆
円

増
で

過
去

最
大

の
増

額
幅

と
発

表
。

5
.1

0
県

は
「
ま

ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

5
月

3
1
日

ま
で

の
延

長
を

受
け

、
新

た
に

石
垣

市
を

追
加

、
対

象
は

1
1
市

5
町

と
な

っ
た

。

5
.1

0
県

は
大

型
集

客
施

設
に

時
短

営
業

を
要

請
。

対
象

は
約

1
5
0
0
店

、
最

大
1
日

2
0
万

円
の

協
力

金
も

支
給

。
対

象
外

へ
は

働
き

掛
け

。

5
.1

0
今

年
の

大
交

易
会

は
8
月

か
ら

5
か

月
間

開
催

す
る

こ
と

に
決

定
。

ネ
ッ

ト
を

併
用

し
、

6
0
0

社
が

参
加

す
る

見
通

し
。

リ
ア

ル
は

2
日

間
。

5
.1

2
Ｗ

Ｈ
Ｏ

委
員

会
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

対
応

を
検

証
し

た
最

終
報

告
を

公
表

。
感

染
拡

大
を

防
げ

な
か

っ
た

の
は

政
治

指
導

力
の

欠
如

と
指

摘
。

5
.1

2
イ

ン
ド

政
府

は
1
日

当
た

り
の

死
者

が
過

去
最

多
の

4
2
0
5
人

に
な

っ
た

と
発

表
。

死
者

の
累

計
は

2
5
万

人
で

米
国

、
ブ

ラ
ジ

ル
に

次
ぐ

。

5
.1

2
長

崎
大

発
の

ベ
ン

チ
ャ

ー
企

業
Ａ

Ｖ
Ｓ

Ｓ
が

5
月

1
7
日

、
国

際
通

り
に

「
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

検
査

セ
ン

タ
ー

」
を

開
設

す
る

と
発

表
。

5
.1

3
新

型
コ

ロ
ナ

感
染

に
よ

る
国

際
線

の
全

便
運

休
を

受
け

、
海

外
航

空
会

社
3
社

が
那

覇
空

港
か

ら
撤

退
し

た
こ

と
が

判
明

し
た

。

5
.1

4
政

府
は

北
海

道
、

岡
山

、
広

島
の

3
道

県
を

緊
急

事
態

宣
言

の
対

象
に

加
え

、
群

馬
、

石
川

、
熊

本
を

重
点

措
置

に
加

え
る

こ
と

を
決

定
。

5
.1

4
政

府
は

「
Ｇ

ｏ
　

Ｔ
ｏ

　
イ

ー
ト

」
の

利
用

期
限

を
、

最
長

6
月

末
を

最
長

1
2
月

末
に

再
延

長
す

る
と

決
定

。
対

応
は

各
都

道
府

県
の

判
断

で
。

5
.1

6
英

オ
ッ

ク
ス

フ
ォ

ー
ド

大
に

よ
る

と
日

本
の

ワ
ク

チ
ン

接
種

率
は

3
％

（
世

界
平

均
は

9
％

）
、

接
種

体
制

の
遅

れ
で

欧
米

と
の

格
差

広
が

る
。

5
.1

7
感

染
の

抑
え

込
み

に
成

功
し

た
台

湾
で

感
染

が
拡

大
傾

向
に

。
台

北
市

な
ど

は
小

中
高

の
休

校
を

発
表

。
マ

ス
ク

の
義

務
化

な
ど

も
。

7



年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

5
.1
7

2
0
2
1
年
3
月

決
算
に
よ
る
と
。
地

銀
の

半
数

弱
が

減
益
・
赤

字
と
な
っ
た
。
コ
ロ
ナ
で
引

当
金

が
重

荷
に
。

5
.1
7

県
は

感
染

の
拡

大
を
踏
ま
え
、
政

府
に
緊

急
事

態
宣

言
の

対
象

地
域
に
加
え
る
よ
う
要
請

す
る
方

向
で
調

整
に
入
っ
た
。

5
.1
7

県
レ
ン
タ
カ
ー
協

会
の

推
計
に
よ
る
と
、
2
0
2
0
年

度
の

登
録

台
数

は
前

年
度

比
3
0
％

減
の

2
万
8
8
0
9
台
に
落
ち
込
ん
だ
。

5
.1
8

内
閣

府
は
2
0
2
1
年
1
～
3
月

期
の
G
D
P
が

年
率
で
5
.1
％

減
と
発

表
。
2
0
年

度
で
は
4
.6
％
減

と
過

去
最

悪
の

落
込

み
と
な
る
。

5
.1
8

県
は
1
8
日
に
1
6
8
人

の
新

規
感

染
を
確

認
と
発

表
。
4
月
1
7
日

の
1
6
6
人
を
上

回
り
過

去
最

高
を
更

新
。

5
.1
8

県
は

経
済

団
体
と
会

議
。
業

界
は

酒
提

供
自

粛
に
事

実
上

の
休

業
要

請
と
反

発
。
時

短
要

請
を
守
っ
て
い
な
い
店

へ
の

指
導
を
求
め
た
。

5
.1
9

米
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州

は
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
が

奏
功
し
た
と
し
て
コ
ロ
ナ
対

策
の

規
制
を
大
幅

緩
和
。
接

種
者

は
マ
ス
ク
着

用
も
原

則
解

除
。

5
.1
9

県
は
1
9
日
に
2
0
3
人

の
感

染
を
確

認
と
発

表
。
2
日

連
続
で
過

去
最

多
を
更

新
。
「
沖

縄
県

医
療

非
常

事
態

宣
言
」
を
発

令
。

5
.2
0

厚
労

省
は

米
モ
デ
ル
ナ
と
英
ア
ス
ト
ロ
ゼ
ネ
カ
の
ワ
ク
チ
ン
を
承

認
す
る
こ
と
を
決
め
た
。
2
1

日
に
正

式
了

承
の

見
通
し
。

5
.2
0

県
は

政
府
に
緊

急
事

態
宣

言
の

適
用
を
求
め
る
。
政

府
は

県
が

重
点

化
措

置
で
酒

提
供

自
粛
を
要

請
し
な
か
っ
た
こ
と
に
不

満
も
。

5
.2
1

厚
労

省
は

米
モ
デ
ル
ナ
と
英
ア
ス
ト
ロ
ゼ
ネ
カ
の
ワ
ク
チ
ン
を
承

認
。
ア
ス
ト
ロ
ゼ
ネ
カ
製
は

副
作

用
の

問
題

が
あ
り
公

費
接

種
の

対
象

外
。

5
.2
1

政
府

は
沖

縄
県
を
緊

急
事

態
宣

言
の

対
象
に
追

加
す
る
と
表

明
。
期

間
は
2
3
日

～
6
月
2
0

日
。

5
.2
1

県
は

政
府

の
沖

縄
県

へ
の

緊
急

事
態

宣
言
を
受
け
て
、
酒

提
供

店
に
休

業
要

請
す
る
。
県

立
施

設
は

原
則

休
館
。

5
.2
1

県
は
2
1
日
に
2
0
7
人

の
感

染
を
確

認
と
発

表
。
過

去
最

多
を
更

新
し
、
療

養
者

数
は
1
7
7
8

人
で
8
日

連
続
で
最

多
を
更

新
。
変

異
株

拡
大
。

5
.2
1

ソ
フ
ト
バ
ン
ク
子

会
社
に
よ
る
と
、
Ｇ
Ｗ
期

間
に
首

都
圏

か
ら
沖

縄
へ

の
移

動
者

数
は

前
年

の
1
0
倍
に
。
感

染
急

拡
大

の
一

因
に
も
。

5
.2
2

県
は
2
2
日
、
2
3
1
人

の
感

染
を
確

認
。
2
日

連
続
で
過

去
最

多
を
更

新
。

5
.2
2

県
は

休
業
・
時

短
の

飲
食

店
、
大

型
施

設
事

業
者

へ
の

協
力

金
と
し
て
1
7
2
億

円
の

第
6
次

補
正

予
算
を
専

決
処

分
し
た
。

5
.2
2

美
ら
海

水
族

館
・
首

里
城
を
管

理
・
運

営
す
る
美
ら
島

財
団

の
2
0
2
0
年

度
事

業
収

入
が
前

年
度

比
6
割

減
の
5
0
億

円
に
と
ど
ま
っ
た
。

5
.2
3

県
の

直
近
1
週

間
の

人
口
1
0
万

人
当
た
り
新

規
感

染
者

は
7
8
.4
2
人
と
な
り
、
4
8
日

ぶ
り
に

全
国
ワ
ー
ス
ト
と
な
る
。

5
.2
3

県
は
5
月
2
3
日

か
ら
国

の
緊

急
事

態
宣

言
に
伴
い
酒

や
カ
ラ
オ
ケ
提

供
の

県
全

域
の

飲
食

店
へ

休
業
を
要

請
。
期

間
は
6
月
2
0
日
ま
で
。

5
.2
4

米
国

務
省

は
2
4
日
、
日

本
で
の

感
染

拡
大
を
理

由
に
渡

航
警

戒
レ
ベ
ル
を
最
も
高
い
4
に

引
上
げ
、
米

国
民
に
渡

航
中

止
を
勧

告
し
た
。

5
.2
4

米
ジ
ョ
ン
ソ
ン
＆
ジ
ョ
ン
ソ
ン
は
、
ワ
ク
チ
ン
の

製
造

販
売

承
認
を
厚

労
省
に
申

請
．
同

社
に

よ
る
と
ワ
ク
チ
ン
の

接
種

は
1
回
で
済
む
。

5
.2
4

自
衛

隊
が

運
営
す
る
ワ
ク
チ
ン
の

大
規

模
接

種
が

東
京
と
大

阪
で
始
ま
る
。
8
月
ま
で
の
3

か
月

の
稼

動
を
予

定
。
モ
デ
ル
ナ
製
を
使

用
。

5
.2
4

県
は

観
光

事
業

者
な
ど
へ

の
給

付
金

支
給
を
所

管
す
る
新
た
な
課
を
立
ち
上
げ
る
こ
と
を

明
ら
か
に
し
た
。
給

付
金

は
最

大
3
3
0
万

円
。

5
.2
5

財
務

省
は

政
府

系
金

融
機

関
に
よ
る
無

利
子
・
無

担
保

融
資

の
申

請
期

限
を
今

年
6
月
末

か
ら
1
2
月

末
へ

延
長
す
る
こ
と
を
表

明
。

5
.2
5

県
は
2
5
日
、
2
5
6
人

の
感

染
を
確

認
と
発

表
。
過

去
最

多
。
若
い
世

代
の

感
染

が
目

立
つ
。

5
.2
5

県
は

医
療

従
事

者
の
ワ
ク
チ
ン
接

種
率

が
2
5
日

現
在
で
1
回

目
接

種
率

が
8
割
を
超
え
た
と

発
表
。

5
.2
5

沖
縄
モ
ノ
レ
ー
ル

社
は
2
0
2
1
年

度
決

算
で
旅

客
収

入
が
4
5
％

減
と
な
り
、
1
日

当
た
り
乗
客

数
も
4
6
％

減
の
3
万
4
4
人
と
な
っ
た
と
発

表
。

5
.2
6

県
は
2
6
日
、
3
0
2
人

の
感

染
確

認
を
発

表
。
3
0
0
人

超
は

初
め
て
で
、
人

口
1
0
万

人
当
た
り

新
規

感
染

者
も
9
2
.8
8
で
全

国
最

多
。

5
.2
6

県
議

会
は

新
型
コ
ロ
ナ
対

策
に
充
て
る
約
2
7
億

円
の

第
7
次

補
正

予
算
を
可

決
。
約
1
万

1
6
0
0
の

観
光

事
業

者
へ

の
支

援
な
ど
含
む
。

5
.2
7

Ｏ
Ｃ
Ｖ
Ｂ
に
よ
る
と
Ｇ
Ｗ
（
4
月
2
9
日

～
5
月
5
日
）
の

入
域

観
光

客
数

は
6
万
9
千

人
で
前

年
比

5
.6
倍
。
1
9
年

比
で
は
6
3
.9
％

減
。

5
.2
8

政
府

は
東

京
、
大

阪
な
ど
9
都

道
府

県
の

緊
急

事
態

宣
言

の
期

限
を
3
1
日

か
ら
6
月
2
0
日

に
延

長
す
る
こ
と
を
決

定
（
沖

縄
県

は
当

初
か
ら
6
月
2
0
日
ま
で
）
。

5
.2
8

県
は
2
8
日
、
3
1
3
人

の
感

染
確

認
を
発

表
。
過

去
最

多
更

新
。
人

口
1
0
万

人
当
た
り
新
規

感
染

者
は
1
0
2
.5
5
人
と
初
め
て
1
0
0
人

超
え
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

5
.2
9

ベ
ト
ナ
ム
政

府
は

新
た
な
変

異
株

の
感

染
例

の
確

認
を
公

表
。
イ
ン
ド
株
と
英

国
株

の
混

合
型
で
空

気
中
で
の

感
染

力
が

強
い
。

5
.2
9

4
月

の
失

業
率

は
3
.7
％
で
前

年
比
0
.3
ポ
イ
ン
ト
悪

化
。
有

効
求

人
倍

率
は
0
.7
8
で
前

月
比

0
.0
2
ポ
イ
ン
ト
改

善
す
る
も
全

国
最

下
位
。

5
.2
9

県
は
2
9
日
、
3
3
5
人

の
感

染
者

の
確

認
を
発

表
。
過

去
最

多
を
更

新
。
入

院
・
療

養
調

整
中

が
8
0
0
人
で
過

去
最

多
。
医

療
体

制
が

逼
迫
。

5
.3
0

県
内

の
自

宅
療

養
者

数
が
3
0
日
、
1
0
8
8
人
で
初
め
て
1
0
0
0
人
を
超
え
る
。
2
週

間
で
倍

近
く

増
加
、
入

院
・
療

養
調

整
中
も
増

加
。

5
.3
1

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
2
0
2
1
年

の
世

界
成

長
率
を
5
.8
％
と
小

幅
上

方
修

正
。
日

本
の

成
長

率
は
ワ
ク

チ
ン
接

種
遅

れ
や

非
常

事
態
で
下

方
修

正
。

5
.3
1

ワ
ク
チ
ン
を
少
な
く
と
も
1
回

接
種
し
た
高

齢
者

が
4
6
6
万

人
で
対

象
人

口
の
1
3
.1
％
に
。
1

日
当
た
り
接

種
回

数
は
5
0
万

回
前

後
に
。

5
.3
1

県
は
ワ
ク
チ
ン
の

広
域

接
種

会
場
を
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
と
県

立
武

道
館
に
設

置
す

る
と
発

表
。
6
月
1
5
日

頃
の

稼
動
を
目

指
す
。

5
.3
1

石
垣

市
は

医
療

体
制

の
逼

迫
か
ら
、
独

自
の

非
常

事
態
を
宣

言
。
市

民
の

自
宅

待
機
要

請
や

小
中

学
校

の
臨

時
休

校
な
ど
。

6
.0
1

マ
レ
ー
シ
ア
は

感
染

急
拡

大
で
1
4
日
ま
で
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
に
入
っ
た
。
5
月

の
イ
ス
ラ
ム
教
の

祭
典

が
引
き
金
に
。
世

界
最

速
の

広
が
り
。

6
.0
2

ワ
ク
チ
ン
を
少
な
く
と
も
1
回

接
種
し
た
人

数
が
1
0
3
8
万

人
で
人

口
の
8
％
を
超
え
る
。
企
業

や
大

学
で
も
接

種
で
き
る
よ
う
準

備
す
る
。

6
.0
2

2
0
2
0
年

度
の

生
活

保
護

申
請

が
2
2
万
8
0
8
1
件
で
前

年
比
5
0
3
9
件

増
。
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

後
（
3
4
万
9
千

件
）
以

来
1
1
年

振
り
に
増

加
。

6
.0
2

離
職
・
休

業
な
ど
に
対
す
る
「
住

宅
確

保
給

付
金
」
の

県
内

の
受

給
決

定
件

数
が
2
0
2
0
年

度
は
3
3
4
3
件
と
な
り
前

年
比
で
2
8
倍
に
急

増
。

6
.0
2

観
光
テ
ー
マ
パ
ー
ク
「
琉

球
村
」
が

昨
年
、
約
9
0
人

の
パ
ー
ト
、
契

約
社

員
を
整

理
解

雇
し

た
こ
と
が

明
ら
か
に
。
全

国
的
に
も
大

規
模
。

6
.0
3

英
オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大
に
よ
る
と
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
者

が
世

界
で
累

計
2
0
億

回
を
超
え
る
。

米
中
で
半

分
を
占
め
、
日

本
は
Ｇ
７
で
最

小
。

6
.0
3

米
Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
ワ
ク
チ
ン
の

普
及
な
ど
に
よ
り
米

経
済

が
4
月

上
旬

か
ら
一

段
と
上

向
い
た
と
の

判
断
を
示
し
た
。

6
.0
3

県
は

感
染

拡
大
を
受
け
、
県

立
校
を
7
～
2
0
日
ま
で
原

則
休

校
に
。
大

型
商

業
施

設
や
映

画
館
に
土

日
の

休
業

要
請
も
。

6
.0
3

那
覇

空
港
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
の
2
0
2
1
年

度
決

算
は

売
上

高
が

前
期

比
5
5
％

減
の
5
5
億

円
、

当
期

純
損

失
は
1
6
億

円
で
初

の
赤

字
。

6
.0
4

県
に
よ
る
と
緊

急
事

態
宣

言
後
も
午

後
8
時

以
降

営
業
を
続
け
て
い
る
飲

食
店

が
4
8
4
店
舗

あ
る
こ
と
が

明
ら
か
に
。
増

加
傾

向
に
あ
る
。

6
.0
4

県
は

市
町

村
ご
と
の

感
染

状
況
を
初
め
て
公

表
。
多

良
間

村
の

み
感

染
者

が
ゼ
ロ
。
与
那

国
町

は
人

口
当
た
り
新

規
感

染
者

が
最

多
。

6
.0
5

県
は

重
症

治
療

の
専

門
家
チ
ー
ム
「
日

本
Ｅ
Ｃ
Ｍ
Ｏ
n
e
t」
か
ら
医

師
と
看

護
師

が
派

遣
さ
れ

る
と
発

表
。
自

治
体

へ
の

派
遣

は
全

国
初
。

6
.0
6

生
活

困
窮

者
世

帯
へ

の
生

活
資

金
特

例
貸

付
が
9
5
6
7
億

円
に
。
政

府
は

生
活

困
窮

者
へ

3
0
万

円
給

付
の

新
制

度
を
7
月

か
ら
始
め
る
。

6
.0
8

世
界

銀
行

は
2
0
2
1
年

の
世

界
全

体
の

実
質

成
長

率
を
5
.7
％
と
予

測
、
前

回
予

想
か
ら
1
.5

ポ
イ
ン
ト
上

方
修

正
。
日

本
は
2
.9
％
と
予

測
。

6
.0
8

政
府

は
8
日

か
ら
職

場
や

大
学
で
の
ワ
ク
チ
ン
接

種
の

申
請

受
付

開
始
。
初

日
は
4
1
4
件
、

沖
縄

県
は
ゼ
ロ
。
会

場
、
医

師
確

保
が

課
題
。

6
.0
9

県
信

用
保

証
協

会
の
2
0
年

度
の

保
証

承
諾

額
が

前
年

度
比
3
.8
倍

の
2
4
8
1
億

円
に
。
新
型

コ
ロ
ナ
で
保

証
付

融
資
を
使
う
企

業
が

急
増
。

6
.0
9

ワ
ク
チ
ン
接

種
セ
ン
タ
ー
の

初
日

の
予

約
（
6
5
歳

以
上
）
が
1
7
時

現
在
で
6
月

予
約

枠
の

3
7
.4
％
と
な
る
4
8
4
4
人
に
。
電

話
予

約
が

殺
到
。

6
.1
0

日
米

政
府

は
、
基

地
従

業
員

が
希

望
す
れ

ば
基

地
内
で
ワ
ク
チ
ン
接

種
が

受
け
ら
れ
る
と

発
表
。

6
.1
1

Ｇ
７
サ
ミ
ッ
ト
は
、
感

染
の

流
行
を
終

息
さ
せ
る
た
め
、
ワ
ク
チ
ン
1
0
億

回
分
を
世

界
に
供
与

す
る
こ
と
で
合

意
。

6
.1
2

生
活

困
窮

者
の

家
賃

補
助
「
住

居
確

保
給

付
金
」
の

決
定

件
数

が
2
0
2
0
年

度
は
1
3
万
5
千

件
で
前

年
度

比
3
4
倍
、
支

給
額

は
3
0
6
億

円
と
な
っ
た
。

6
.1
3

全
日

空
が
ワ
ク
チ
ン
の

職
場

接
種
を
1
3
日

か
ら
開

始
。
職

場
接

種
の

実
施

は
全

国
で
初
め

て
。

6
.1
3

防
衛

省
は
、
東

京
、
大

阪
の

大
規

模
接

種
セ
ン
タ
ー
の

対
象

地
域
を
首

都
圏
と
関

西
圏
か

ら
全

国
に
拡

大
。

6
.1
4

米
ノ
バ

バ
ッ
ク
ス
社

は
ワ
ク
チ
ン
の

治
験
で
感

染
予

防
に
9
0
.4
％

の
有

効
性

が
確

認
で
き
た

と
発

表
。

6
.1
4

英
政

府
は
2
1
日
に
予

定
し
て
い
た
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
地

方
の
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
の

解
除
を
1
か
月

遅
ら
せ
る
と
発

表
。
イ
ン
ド
株

の
流

行
を
受
け
て
。
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年
月

日
海

外
年

月
日

全
国

年
月

日
沖

縄
県

6
.1

4
米

国
で

新
規

感
染

者
数

の
減

少
ペ

ー
ス

が
鈍

化
。

ワ
ク

チ
ン

接
種

の
伸

び
悩

み
や

イ
ン

ド
株

の
感

染
拡

大
が

影
響

。
6
.1

4
県

の
「
財

政
調

整
基

金
」
が

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
に

よ
る

取
り

崩
し

で
2
0
1
9
年

度
の

2
2
9
億

円
か

ら
2
0
年

度
は

5
億

円
ま

で
減

る
見

通
し

と
な

っ
た

。
6
.1

4
県

信
用

保
証

協
会

は
2
0
2
0
年

度
決

算
が

新
型

コ
ロ

ナ
融

資
で

保
証

債
務

残
高

が
過

去
最

大
と

な
り

、
1
2
年

ぶ
り

に
赤

字
と

な
っ

た
。

6
.1

5
政

府
は

観
光

白
書

で
2
0
2
0
年

7
～

1
2
月

の
国

内
旅

行
者

の
6
6
％

が
｢G

o
 T

o
 ト

ラ
ベ

ル
｣を

利
用

し
た

と
紹

介
。

同
事

業
は

2
0
年

1
2
月

2
8
日

か
ら

停
止

。
6
.1

5
文

科
省

は
、

ワ
ク

チ
ン

の
大

学
で

の
接

種
の

申
請

を
済

ま
せ

た
大

学
が

現
時

点
で

9
9
校

に
上

る
こ

と
を

公
表

。
2
1
日

か
ら

開
始

予
定

。
6
.1

5
県

は
2
0
日

ま
で

の
緊

急
事

態
宣

言
を

さ
ら

に
2
週

間
程

度
の

延
長

を
政

府
に

求
め

る
方

針
を

固
め

た
。

酒
類

提
供

飲
食

店
の

休
業

要
請

も
延

長
を

検
討

。

6
.1

5
県

内
で

6
5
歳

以
上

へ
の

ワ
ク

チ
ン

の
広

域
接

種
が

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ

ン
セ

ン
タ

ー
で

始
ま

る
。

4
5
0
人

が
接

種
を

受
け

た
。

6
.1

7
政

府
は

沖
縄

県
の

緊
急

事
態

宣
言

を
3
週

間
延

長
し

、
7
月

1
1
日

ま
で

に
す

る
こ

と
を

決
定

。
学

校
の

休
校

は
2
0
日

で
解

除
。

6
.1

9
ブ

ラ
ジ

ル
で

死
者

が
米

国
に

次
い

で
5
0
万

人
を

超
え

る
。

感
染

者
は

1
8
0
0
万

人
で

米
国

、
イ

ン
ド

に
次

ぎ
３

番
目

に
多

い
。

6
.2

0
1
0
都

道
府

県
へ

の
緊

急
事

態
宣

言
が

沖
縄

を
除

き
解

除
。

う
ち

7
都

道
府

県
は

「
ま

ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
に

移
行

。

6
.2

1
東

京
五

輪
で

観
客

を
収

容
定

員
の

5
0
％

以
内

で
上

限
1
万

人
と

す
る

こ
と

を
大

会
組

織
委

員
会

が
発

表
。

6
.2

1
県

内
で

ワ
ク

チ
ン

の
職

場
接

種
を

Ａ
Ｎ

Ａ
沖

縄
空

港
と

白
石

グ
ル

ー
プ

が
開

始
。

県
内

の
大

学
・
職

場
接

種
の

申
請

件
数

は
1
8
件

。

6
.2

3
ワ

ク
チ

ン
接

種
が

先
行

し
て

い
る

米
英

で
副

反
応

へ
の

懸
念

や
若

者
の

嫌
悪

感
か

ら
接

種
率

が
伸

び
悩

み
、

5
割

を
超

え
て

い
な

い
。

集
団

免
疫

は
実

現
し

て
い

な
い

。

6
.2

3
コ

ロ
ナ

禍
で

業
態

転
換

に
取

り
組

む
企

業
を

支
援

す
る

国
の

「
事

業
再

構
築

補
助

金
」
で

県
内

か
ら

7
5
社

が
採

択
さ

れ
る

。

6
.2

4
米

ジ
ョ

ン
ズ

・
ホ

プ
キ

ン
ズ

大
に

よ
る

と
、

感
染

者
が

世
界

全
体

で
1
億

8
千

万
人

を
超

え
る

。
ア

フ
リ

カ
で

の
感

染
が

急
拡

大
。

6
.2

4
6
5
歳

以
上

の
高

齢
者

で
ワ

ク
チ

ン
を

少
な

く
と

も
1
回

接
種

し
た

人
が

半
数

を
超

え
る

。
1
回

目
接

種
は

全
人

口
の

1
9
％

と
な

っ
た

。

6
.2

4
県

は
イ

ン
ド

で
変

異
し

た
「
デ

ル
タ

株
」
に

2
人

が
感

染
し

た
と

発
表

。
県

内
で

の
デ

ル
タ

感
染

は
初

め
て

。
再

拡
大

を
警

戒
。

6
.2

4
県

は
広

域
ワ

ク
チ

ン
接

種
セ

ン
タ

ー
の

優
先

対
象

に
感

染
者

が
多

い
「
飲

食
店

従
業

員
」
を

追
加

す
る

方
針

を
固

め
る

。

6
.2

4
観

光
関

連
3
5
団

体
の

協
議

会
や

恩
納

村
の

観
光

施
設

団
体

で
ワ

ク
チ

ン
の

優
先

接
種

や
職

場
接

種
に

向
け

た
動

き
が

広
が

る
。

6
.2

4
国

際
通

り
組

合
は

組
合

員
と

家
族

約
2
0
0
0
人

に
ワ

ク
チ

ン
の

職
場

接
種

を
す

る
と

発
表

。
商

店
街

規
模

で
の

接
種

は
全

国
初

。

6
.2

5
世

界
有

数
の

速
さ

で
ワ

ク
チ

ン
を

接
種

し
感

染
者

を
減

少
さ

せ
た

イ
ス

ラ
エ

ル
で

感
染

再
拡

大
。

変
異

株
が

多
く
を

占
め

て
い

る
。

6
.2

5
政

府
は

ワ
ク

チ
ン

の
職

場
接

種
の

申
請

件
数

が
想

定
を

超
え

た
こ

と
か

ら
、

申
請

受
付

を
2
5
日

、
一

時
停

止
し

た
。

6
.2

5
政

府
の

公
表

に
よ

る
と

病
床

使
用

率
が

ス
テ

ー
ジ

4
の

目
安

で
あ

る
5
0
％

以
上

は
愛

知
県

が
改

善
し

、
沖

縄
県

の
み

と
な

っ
た

。

6
.3

0
英

国
は

6
月

中
旬

の
サ

ッ
カ

ー
欧

州
選

手
権

で
2
0
0
0
人

近
く
の

感
染

が
確

認
さ

れ
た

と
発

表
。

7
.0

1
東

京
五

輪
に

出
場

す
る

海
外

選
手

の
入

国
が

本
格

化
、

1
日

は
計

1
0
0
人

以
上

が
来

日
。

7
.0

2
厚

労
省

は
ス

テ
ー

ジ
4
の

目
安

と
な

る
病

床
使

用
率

が
5
0
％

以
上

だ
っ

た
の

は
沖

縄
の

み
と

公
表

。

7
.0

5
英

国
は

南
部

イ
ン

グ
ラ

ン
ド

で
新

型
コ

ロ
ナ

の
行

動
規

制
を

原
則

撤
廃

す
る

と
発

表
。

7
.0

6
韓

国
で

１
日

の
新

規
感

染
者

が
1
月

上
旬

以
来

、
千

人
を

上
回

る
。

デ
ル

タ
株

の
可

能
性

。

7
.0

6
共

同
通

信
社

に
よ

る
と

、
ワ

ク
チ

ン
接

種
の

予
約

受
付

を
停

止
し

た
自

治
体

が
少

な
く
と

も
6
7
市

町
村

に
上

っ
た

。
国

の
供

給
減

で
接

種
中

断
が

多
発

。

7
.0

8
米

ジ
ョ

ン
ズ

・
ホ

プ
キ

ン
ス

大
に

よ
る

と
、

世
界

で
死

亡
者

の
累

計
が

4
0
0
万

人
を

超
え

る
。

7
.0

8
政

府
は

重
点

措
置

の
東

京
を

1
2
日

か
ら

緊
急

事
態

宣
言

に
移

行
す

る
こ

と
を

決
定

。
8
月

2
2
日

ま
で

。
飲

食
店

で
の

酒
類

提
供

は
原

則
禁

止
。

7
.0

8
東

京
五

輪
の

1
都

３
県

の
首

都
圏

会
場

が
全

て
無

観
客

と
す

る
こ

と
が

5
者

協
議

で
決

定
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

7
.0
8

政
府

は
雇

用
調

整
助

成
金

の
特

例
措

置
を
9
月

末
ま
で
延

長
す
る
こ
と
を
決

定
。

7
.0
8

政
府

は
7
月
1
1
日

が
期

限
の

沖
縄

の
緊

急
事

態
宣

言
を
8
月
2
2
日
ま
で
延

長
す
る
こ
と
を

決
定
。

7
.0
8

県
は

休
業

要
請

協
力

金
な
ど
の

経
費
と
し
て
3
3
4
億

円
の

第
1
1
次

補
正

予
算

案
を
発

表
。

「
財

政
調

整
基

金
」
の
3
億
6
千

万
円
を
全

取
り
崩
す
。

7
.0
9

政
府

は
酒

類
提

供
停

止
し
な
い
飲

食
店
に
対
す
る
取

引
金

融
機

関
か
ら
順

守
を
働
き
掛
け

て
も
ら
う
よ
う
求
め
る
方

針
を
撤

回
。
優

越
的

地
位

の
乱

用
と
い
っ
た
批

判
を
受
け
る
。

7
.1
0

6
5
歳

以
上

の
高

齢
者

の
7
5
％

が
少
な
く
と
も
1
回

の
ワ
ク
チ
ン
接

種
を
受
け
た
こ
と
が
判

明
。

7
.1
0

東
京

五
輪

の
無

観
客

開
催

が
1
都
3
県

の
首

都
圏

か
ら
北

海
道
、
福

島
に
も
拡

大
。

7
.1
2

仏
政

府
は
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
完

了
か

陰
性

の
証

明
が
な
け
れ

ば
飲

食
店

や
大

規
模

施
設
、

病
院
な
ど
を
利

用
で
き
な
く
な
る
措

置
を
発

表
。
強

制
に
近
い
形
で
国

民
に
接

種
を
促
す
。

7
.1
2

緊
急

事
態

宣
言

の
再

延
長

期
間

が
始
ま
る
。
県

は
酒

類
・
カ
ラ
オ
ケ
の

提
供

店
舗

へ
の
休

業
要

請
継

続
。

7
.1
2

県
内

経
済

団
体

が
、
陰

性
証

明
や
ワ
ク
チ
ン
接

種
し
た
観

光
客
に
観

光
・
飲

食
施

設
で
特

典
を
受
け
ら
れ
る
「
オ
キ
ナ
ワ
ブ
ル
ー
パ
ワ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
を
発

表
。

7
.1
3

東
京

五
輪

の
選

手
村

が
東

京
・
晴

海
に
正

式
オ
ー
プ
ン
。

7
.1
3

2
0
2
0
年

度
の
コ
ロ
ナ
予

算
7
3
兆

円
の
う
ち
3
割

弱
の
2
0
兆

円
程

度
を
使
い
残
し
て
い
る
こ
と

が
判

明
。

7
.1
3

政
府

は
酒

類
提

供
す
る
飲

食
店
と
の

取
引

停
止
を
求
め
た
販

売
業

者
へ

の
要

請
を
撤

回
。

7
.1
4

東
京

商
工
リ
サ
ー
チ
調

査
に
よ
る
と
、
2
0
2
0
年
に
休

廃
業
し
た
酒

類
卸

売
業

者
が
1
0
9
社
と

な
り
、
比

較
可

能
な
1
9
9
9
年

以
降
で
最

多
と
な
る
。

7
.1
4

東
京

都
内
で
若

年
・
中

高
年

の
入

院
患

者
の

割
合

が
急

増
。
高

齢
者

層
は
ワ
ク
チ
ン
接
種

の
進

捗
で
減

少
傾

向
。
デ
ル
タ
株

の
影

響
に
よ
る
と
み
ら
れ
る
。

7
.1
5

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ス
大
に
よ
る
と
世

界
の
1
日

当
た
り
新

規
感

染
者

が
ア
ジ
ア
を
中
心

に
3
日

連
続
で
5
0
万

人
を
超
え
た
。

7
.1
5

中
国

政
府

は
、
2
0
2
1
年
4
～
6
月
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が

実
質
で
前

年
比
7
.9
％

増
と
発

表
。
回

復
傾

向
が

続
い
て
い
る
。

7
.1
5

Ｏ
Ｃ
Ｖ
Ｂ
に
よ
る
と
県

外
か
ら
の

修
学

旅
行

の
予

約
数

は
調

査
し
た
3
月

か
ら
6
月
ま
で
に

2
7
0
校
、
4
万
4
千

人
減

少
。
緊

急
事

態
宣

言
の

延
長
で
キ
ャ
ン
セ
ル
も
相

次
ぐ
見

込
み
。

7
.1
6

厚
労

省
は

労
働

経
済

白
書
で
、
雇

用
調

整
助

成
金
な
ど
の

効
果
に
よ
り
失

業
率

が
2
.6
ポ
イ

ン
ト
程

度
抑

制
さ
れ
た
と
の

推
計
を
示
し
た
。

7
.1
6

県
は

飲
食

店
へ

の
時

短
営

業
や

酒
類

提
供

停
止
に
対
す
る
協

力
金
を
先

払
い
す
る
と
発

表
。

7
.1
6

県
は

財
政

調
整

基
金

の
残

高
見

込
み
を
0
円

か
ら
7
8
億

円
に
上

方
修

正
。
特

例
的
な
県
債

発
行
に
よ
り
基

金
取
り
崩
し
額

が
少
な
く
済
ん
だ
。
た
だ
、
残

高
は

前
年

比
2
0
億

円
減

少
。

7
.1
7

共
同

通
信

社
に
よ
る
と
、
全

国
4
7
市

区
（
県

庁
所

在
地
）
の
う
ち
ワ
ク
チ
ン
が

希
望

量
の
半

分
以

下
が
7
0
％
を
占
め
、
政

府
の

供
給

減
で
計

画
変

更
が
7
9
％
と
な
っ
た
。

7
.1
7

県
は

新
型
コ
ロ
ナ
死

亡
者

の
集

計
デ
ー
タ
を
公

表
。
7
月
1
5
日

時
点

の
2
1
5
人

の
う
ち
、
7
0

代
以

上
が
9
2
％
、
保

健
所

別
で
は

中
部

保
健

所
管

内
が
3
7
％
で
最

多
と
な
っ
た
。

7
.1
9

厚
労

省
は

中
外

製
薬

が
申

請
し
て
い
た
「
抗

体
カ
ク
テ
ル

療
法
」
に
使
う
2
種

の
新

薬
の
特

例
承

認
を
発

表
。
重

症
化
を
抑
え
る
効

果
が

期
待
さ
れ
て
い
る
。
軽

症
者

用
で
初
。

7
.1
9

県
は

休
業
、
営

業
時

短
要

請
に
応
じ
な
い
飲

食
店
に
対
す
る
過

料
を
科
す
た
め
、
地

方
裁

判
所
に
通

知
す
る
手

続
き
を
進
め
る
方

針
を
明
ら
か
に
し
た
。

7
.1
9

県
は
3
か

所
目
と
な
る
ワ
ク
チ
ン
接

種
会

場
を
那

覇
ク
ル
ー
ズ
タ
ー
ミ
ナ
ル
に
設

置
し
、
2
1
日

か
ら
運

用
開

始
と
発

表
。
ワ
ク
チ
ン
が

足
り
な
い
他

市
か
ら
は

不
満

の
声
も
。

7
.1
9

政
府

は
2
0
日

か
ら
8
月
3
1
日
ま
で
、
北

海
道
と
沖

縄
に
向

か
う
航

空
機

搭
乗

者
の
う
ち
、
希

望
す
る
人
に
無

料
で
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
や

抗
原

検
査
を
実

施
す
る
と
発

表
。

7
.2
0

新
規

感
染

者
数

が
1
5
4
人
と
急

増
。
第
5
波

入
り
と
み
ら
れ
る
。
基

地
内
で
は
デ
ル
タ
株
の

流
行
も
。

7
.2
0

県
は

酒
類

販
売

事
業

者
に
国

の
支

援
金
に
上

乗
せ

額
を
拡

充
す
る
こ
と
を
決

定
。

7
.2
1

東
南
ア
ジ
ア
で
デ
ル
タ
株

が
急

増
。
医

療
崩

壊
の

危
機
に
瀕
し
て
い
る
。

7
.2
1

厚
労

省
は
ワ
ク
チ
ン
を
2
回

接
種
し
た
高

齢
者

の
感

染
割

合
は

非
接

種
者

の
9
割

減
と
の
分

析
結

果
を
専

門
家

会
議
で
報

告
。
重

症
化

や
死

亡
の

増
加
も
抑
え
ら
れ
て
い
る
。

7
.2
1

菅
首

相
は

雇
用

調
整

助
成

金
の

特
例

措
置
を
年

末
ま
で
延

長
す
る
と
表

明
。

7
.2
1

内
閣

官
房

は
都

道
府

県
別

の
病

床
使

用
率
を
公

表
。
東

京
、
沖

縄
が
5
0
％

以
上

の
ス

テ
ー
ジ
4
。

7
.2
1

県
は
4
連

休
を
含
む
7
月
ま
で
の
「
集

中
行

動
抑

制
期

間
」
で
県

立
施

設
を
休

業
す
る
こ
と
を

発
表
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

7
.2
1

県
は

休
業

要
請
に
応
じ
な
い
飲

食
店
2
9
店

舗
に
最

大
3
0
万

円
の

過
料

通
知

書
を
裁

判
所

に
提

出
。

7
.2
2

東
京

商
工
リ
サ
ー
チ
に
よ
る
と
上

場
1
4
社

の
居

酒
屋

大
手

の
店

舗
が
コ
ロ
ナ
禍
で
1
0
0
0
店

減
少
。

7
.2
3

東
京

五
輪

が
開

催
。
2
0
5
か

国
・
地

域
と
難

民
選

手
団

合
わ

せ
1
万
1
千

人
の

選
手

が
参

加
。
8
月
8
日
ま
で
の
1
7
日

間
。
大

半
の

会
場

が
無

観
客
。

7
.2
6

塩
野

義
製

薬
は
ウ
イ
ル
ス
治

療
薬

の
臨

床
試

験
を
開

始
し
た
と
発

表
。
重

症
化
を
防
ぐ
効

果
が

期
待
さ
れ
る
。
使

用
の

承
認

時
期

は
未

定
と
し
て
い
る
。

7
.2
6

雇
用

調
整

助
成

金
の

支
給

決
定

額
が
4
兆

円
を
超
え
た
こ
と
が

厚
労

省
の

集
計
で
分

か
っ

た
。

7
.2
6

2
6
日

時
点

の
県

内
の

全
世

代
の
ワ
ク
チ
ン
接

種
率

は
1
回

目
2
5
.7
％
、
2
回

目
1
5
.9
％
で
全

国
最

下
位
。

7
.2
7

ＩＭ
Ｆ
は
2
1
年

の
世

界
全

体
の

成
長

率
は
6
.0
％
と
し
た
が
、
日

本
の

成
長

率
を
2
.8
％
と
先

進
7
か

国
で
唯

一
下

方
修

正
し
た
。
ワ
ク
チ
ン
接

種
の

遅
れ
な
ど
が

要
因
。

7
.2
7

2
7
日
に
確

認
さ
れ
た
新

規
感

染
者

が
3
5
4
人
と
過

去
最

多
を
更

新
。
累

計
で
2
万
3
2
0
1
人
と

な
っ
た
。

7
.2
8

県
は
2
0
2
0
年

の
Ｍ
ＩＣ

Ｅ
開

催
件

数
が

前
年

比
7
0
％

減
の
4
9
0
件
で
あ
っ
た
と
発

表
。

7
.2
8

県
は
2
0
2
1
年

上
半

期
の

入
域

観
光

客
数

が
1
1
8
万

人
で
前

年
比
4
0
％

減
と
発

表
。
1
9
年
比

で
は
7
6
％

の
減

少
。

7
.2
9

国
内

の
2
9
日

の
新

規
感

染
者

数
が
1
万
6
9
3
人
と
な
り
、
初
め
て
1
万

人
を
超
え
る
。

7
.2
9

政
府

は
埼

玉
、
千

葉
、
神

奈
川
、
大

阪
に
緊

急
事

態
を
宣

言
、
8
月

末
ま
で
。
発

令
中

の
東

京
、
沖

縄
も
8
月

末
ま
で
延

長
。
ほ

か
に
5
道

府
県
に
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
を
適

用
。

7
.2
9

県
は

緊
急

事
態

宣
言

の
３
度

目
の

延
長
と
な
り
、
大

規
模

集
客

施
設
に
土

日
祝

日
の

休
業

要
請
。

7
.2
9

お
盆

期
間
（
8
/
6
～
1
5
）
の

国
内

航
空

会
社

の
沖

縄
路

線
の

予
約

人
数

は
2
3
万
6
千

人
で
前

年
比
9
.7
％

減
少
、
1
9
年

比
5
3
％

減
。
東

京
都

の
宣

言
再

発
令
で
今

後
キ
ャ
ン
セ
ル
も
。

7
.3
1

米
国
で
3
0
日
に
1
日

当
た
り
感

染
者

が
1
9
万
4
千

人
と
な
っ
た
。
死

者
数
も
増

加
。
累

計
で

は
感

染
者
3
5
0
0
万

人
、
死

者
数
1
万

人
と
世

界
最

多
。
再
び
規

制
強

化
に
。

7
.3
1

政
府

集
計
で
国

民
の
4
割

弱
が

少
な
く
と
も
1
回

の
ワ
ク
チ
ン
を
打
っ
た
こ
と
が

判
明
。
6
5
歳

以
上
で
は
7
割

超
が
2
回

目
接

種
を
完

了
。

7
.3
1

県
は
3
1
日
、
1
日

当
た
り
過

去
最

多
と
な
る
4
3
9
人

の
感

染
確

認
を
発

表
。
1
0
万

人
当
た
り

で
は
1
3
0
.1
7
人
で
7
月
3
日

以
来

の
全

国
ワ
ー
ス
ト
に
（
全

国
平

均
は
4
1
.2
0
人
）
。

7
.3
1

県
は
1
0
万

人
当
た
り
感

染
者

の
年

代
別

人
数
を
公

表
。
2
0
代

が
全

年
代

平
均

の
2
.5
倍
と

突
出
、
3
0
代
も
多
く
2
0
～
3
0
代
で
全

体
の
4
6
％
を
占
め
、
若

者
に
感

染
が

急
拡

大
。

8
.0
1

米
疾

病
対

策
セ
ン
タ
ー
（
Ｃ
Ｄ
Ｃ
）
は
デ
ル
タ
株

が
こ
れ
ま
で
の

感
染

症
の

中
で
最
も
感

染
力

が
強
い
と
の

見
解
を
示
す
。
1
人

が
8
～
9
人
に
感

染
さ
せ

水
痘
に
匹

敵
す
る
。

8
.0
1

イ
ス
ラ
エ
ル
で
1
日
、
6
0
歳

以
上
を
対

象
に
ワ
ク
チ
ン
の
３
回

目
の

接
種
を
開

始
。
感

染
力

の
強
い
デ
ル
タ
株

へ
の

対
応

策
。

8
.0
1

海
外

か
ら
一

時
帰

国
者
で
ワ
ク
チ
ン
接

種
希

望
者

へ
の

接
種

が
1
日
、
成

田
、
羽

田
空
港

で
始
ま
っ
た
。
来

年
1
月

上
旬
ま
で
予

定
。
接

種
は

無
料
。

8
.0
1

医
療

崩
壊
を
懸

念
し
、
県

や
医

師
会
、
経

済
団

体
な
ど
1
2
機

関
・
団

体
が
1
日
、
緊

急
共
同

メ
ッ
セ
ー
ジ
を
発

出
。
2
週

間
の

外
出

自
粛

や
ワ
ク
チ
ン
接

種
を
訴
え
る
。

8
.0
2

政
府

は
病

床
不

足
へ

の
対

応
か
ら
入

院
対

象
を
重

症
者
ら
に
限

定
す
る
方

針
を
決
め
る
。

8
.0
2

緊
急

事
態

宣
言

の
6
都

府
県
で
2
日
、
自

宅
療

養
者

が
3
万

人
と
な
る
。
1
0
日

余
り
で
3
倍
に

急
増
。

8
.0
3

米
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
市

は
飲

食
店
な
ど
屋

内
施

設
の

従
業

員
、
顧

客
に
ワ
ク
チ
ン
の

接
種
証

明
の

提
示
を
求
め
る
と
発

表
。
9
月
1
3
日
に
義

務
化
す
る
。
全

米
で
初
。

8
.0
4

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ス
大
に
よ
る
と
感

染
者

が
世

界
全

体
で
2
億

人
を
超
え
る
。
半

年
余

り
で
倍

増
。

8
.0
4

新
規

感
染

者
は

拡
大

が
続
き
、
4
日

は
1
万
4
2
0
7
人
で
過

去
最

多
を
更

新
。
東

京
都
も
4
1
6
6

人
で
過

去
最

多
を
更

新
。
政

府
は

重
点

措
置

の
地

域
を
拡

大
す
る
意

向
。

8
.0
4

2
～
3
千

円
の

自
己

負
担
で
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
を
受
け
ら
れ
る
民

間
検

査
機

関
の

利
用

者
が

過
去

最
多
に
。
7
月
2
3
～
2
9
日
で
8
0
8
3
人
と
な
り
、
4
月

末
よ
り
倍

増
。

8
.0
4

新
規

感
染

者
数

の
過

去
最

多
更

新
が

続
き
、
本

島
の
コ
ロ
ナ
病

床
の

占
有

率
は
8
5
％
超

に
。

8
.0
4

那
覇

市
は

受
験

や
就

職
活

動
の

中
3
、
高
3
年

生
に
ワ
ク
チ
ン
接

種
の

予
約

受
付
を
始
め
る

と
発

表
。

8
.0
5

米
疾

病
対

策
セ
ン
タ
ー
（
Ｃ
Ｄ
Ｃ
）
は
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
後
も
感

染
す
る
事

例
の

多
発
を
懸

念
。
接

種
完

了
後

の
感

染
者

の
9
割

が
デ
ル
タ
株
。

8
.0
5

政
府

は
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
の

適
用

地
域
に
8
県
を
加
え
、
対

象
は
1
3
道

府
県
に

拡
大
。
期

間
は
8
日

か
ら
3
1
日
ま
で
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

8
.0
5

河
野

担
当

相
は
1
0
月

上
旬
ま
で
に
フ
ァ
イ
ザ
ー
製
ワ
ク
チ
ン
に
つ
い
て
対

象
者

の
８
割
分

が
全

国
に
配

送
さ
れ
る
と
発

表
。

8
.0
5

政
府

は
、
2
日
に
決
め
た
重

症
者

以
外

は
自

宅
療

養
と
の

方
針
を
、
与

党
か
ら
の

反
発
も
あ

り
見

直
す
こ
と
に
し
た
。

8
.0
5

う
る
ま
市

の
医

療
機

関
で
の
ク
ラ
ス
タ
ー
は

計
1
8
6
人
と
な
る
。
結

婚
式

や
２
次

会
で
も
ク
ラ

ス
タ
ー
が

発
生
し
、
集

団
感

染
が

頻
発
し
て
い
る
。

8
.0
5

県
は
5
日
、
6
4
8
人

の
新

規
感

染
者

の
確

認
を
発

表
。
3
日

連
続
で
過

去
最

多
を
更

新
し
た
。

2
4
日

連
続
で
前

週
を
上

回
り
、
累

計
感

染
者

は
2
万
7
0
5
4
人
と
な
っ
た
。

8
.0
6

国
内

の
累

計
感

染
者

数
が
1
0
0
万

人
を
超
え
る
。
現

在
の

第
5
波
で
は
デ
ル
タ
株

の
影

響
で

増
加
ペ
ー
ス
が

加
速
し
て
い
る
。

8
.0
6

自
宅

療
養

者
数

が
4
日
、
4
万
5
千

人
超
に
。
前

週
の

約
2
.4
倍
と
な
る
。
1
2
都

府
県
で
コ
ロ
ナ

病
床

使
用

率
が
5
0
％

超
の
ス
テ
ー
ジ
4
と
な
る
。
前

週
の
4
都

県
か
ら
3
倍
に
。

8
.0
6

政
府

は
ワ
ク
チ
ン
の

接
種

効
果

が
低

下
す
る
可

能
性

や
変

異
株

へ
の

対
策

か
ら
2
0
2
2
年

に
ワ
ク
チ
ン
の
3
回

目
の

接
種
を
す
る
検

討
を
始
め
た
。

8
.0
6

証
券

会
社

の
集

計
に
よ
る
と
、
2
0
2
1
年
4
～
6
月

期
決

算
で
製

造
業

の
純

利
益

が
前

年
比

1
1
倍
に
。
非

製
造

業
も
3
倍
と
な
っ
た
が
、
業

績
回

復
の

違
い
が

鮮
明
に
。

8
.0
6

県
は

陽
性

者
の
7
8
.9
％

が
デ
ル
タ
株

の
疑
い
が
あ
り
、
前

週
の
5
6
％

か
ら
急

増
。
大

半
が

デ
ル
タ
株
に
置
き
換

わ
っ
た
。

8
.0
6

日
銀

那
覇

支
店

は
8
月

発
表

の
景

況
調

査
で
観

光
を
中

心
に
厳
し
い
状

況
下
、
引
き
続
き

強
い
下

押
し
圧

力
が

み
ら
れ
る
と
し
、
2
か

月
連

続
で
判

断
を
据
え
置
い
た
。

8
.0
8

東
京

五
輪

が
閉

幕
。
緊

急
事

態
宣

言
下
で
の

開
催
で
大

半
の

会
場

が
無

観
客
。
日

本
は

史
上

最
多

の
2
7
個

金
メ
ダ
ル
を
獲

得
。
銀
，
銅
を
合

わ
せ
た
総

数
は
5
8
個
。

8
.0
8

高
齢

者
施

設
で
の
ク
ラ
ス
タ
ー
の

発
生

が
減

少
傾

向
に
。
5
月

下
旬

の
1
週

当
た
り
7
0
件
前

後
が
2
日

の
発

表
で
は
1
3
件
。
ワ
ク
チ
ン
の

優
先

接
種

の
効

果
と
み
ら
れ
る
。

8
.0
8

沖
縄

本
島

内
で
入

院
対

象
と
な
る
中

等
症

Ⅰ
の

患
者

の
入

院
が
8
日
、
既
に
困

難
に
。
今

週
は

酸
素

投
入

が
必

要
な
中

等
症

Ⅱ
の

患
者

が
入

院
で
き
な
い
事

態
も
。

8
.0
9

政
府

の
集

計
で
9
日
、
感

染
者

が
自

宅
で
亡
く
な
っ
た
人

が
今

年
上

半
期
に
全

国
で
8
4
人
と

判
明
。
報

告
か
ら
数

日
後
で
容

態
急

変
で
死

亡
し
た
ケ
ー
ス
が

目
立
つ
。

8
.1
0

河
野

担
当

相
は

緊
急

事
態

宣
言

地
域
に
優

先
配

分
す
る
英
ア
ス
ト
ロ
ゼ
ネ
カ
製
ワ
ク
チ
ン

に
つ
い
て
、
沖

縄
県
に
1
0
0
回

分
を
初

回
配

分
す
る
と
表

明
。

8
.1
0

県
立

南
部

医
療
セ
ン
タ
ー
や

県
立

中
部

病
院

は
、
感

染
者

の
爆

発
的

増
加
に
対

応
す
る
た

め
当

面
の

間
、
予

定
入

院
や

一
般

外
来

の
中

止
を
相

次
い
で
打
ち
出
し
た
。

8
.1
1

米
国
で
子

供
の

感
染

急
拡

大
。
8
月

上
旬

は
6
月

下
旬

比
で
1
1
倍

強
。
学

校
再

開
に
危
機

感
。

8
.1
1

1
1
日
、
県

内
の

累
計

の
感

染
者

数
が
3
万
4
3
人
と
3
万

人
を
超
え
た
。
2
か

月
た
ら
ず
で
1
万

人
増

加
。

8
.1
2

1
5
都

府
県
で
1
日

当
た
り
の

最
大

想
定

患
者

数
を
超
え
た
。
沖

縄
は

想
定
を
6
3
％

上
回
る
。

各
都

道
府

県
は
こ
の

想
定

数
を
基
に
緊

急
時

の
病

床
確

保
計

画
を
作

成
。

8
.1
2

1
日

の
新

規
感

染
者

数
が
7
3
2
人
と
過

去
最

多
を
大

幅
に
更

新
。
療

養
者

数
も
過

去
最
多

の
5
1
5
8
人
。
県

は
入

院
調

整
中

の
4
0
代

男
性

が
8
日
に
自

宅
で
亡
く
な
っ
た
と
発

表
。

8
.1
2

県
は
ワ
ク
チ
ン
接

種
基

本
計

画
を
発

表
。
8
月

末
ま
で
に
人

口
の
5
0
％
に
1
回

目
接

種
、
1
0

月
末
に
は
7
0
％
に
1
回

目
接

種
、
1
1
月
ま
で
に
は

希
望

者
全
て
に
2
回

接
種
を
目

指
す
。

8
.1
3

国
内

の
1
日

の
新

規
感

染
者

が
初
め
て
2
万

人
を
超
え
、
最

多
を
更

新
。
重

症
者

数
も
1
4
7
8

人
と
過

去
最

多
。

8
.1
5

本
島

内
の

重
症

用
の

病
床

が
一

時
満

床
と
な
る
。

8
.1
6

東
京

パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
委

員
会

は
、
4
者

協
議
で
1
都
3
県

の
全

会
場
を
原

則
無

観
客
と
す
る

こ
と
で
合

意
。

8
.1
6

内
閣

府
が

発
表
し
た
4
-
6
月

の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は

前
期

比
0
.3
％

増
と
2
四

半
期

ぶ
り
の
プ
ラ
ス
成

長
。
輸

出
が

好
調
な
一

方
、
個

人
消

費
は

伸
び
悩
ん
だ
。

8
.1
6

お
盆

期
間
（
6
～
1
5
日
）
の

沖
縄

関
連

の
航

空
便

の
利

用
者

は
往

復
合

わ
せ
て
2
1
万

人
。

前
年

比
2
5
.4
％

増
と
な
る
が
、
2
0
2
0
年

の
コ
ロ
ナ
前

比
で
は
5
7
.5
％

減
。

8
.1
7

直
近
1
週

間
の
1
0
万

人
当
た
り
新

規
感

染
者

が
3
1
0
.3
2
人
と
初
め
て
3
0
0
人
を
超
え
過

去
最

多
を
更

新
。
宮

古
島

市
は
4
0
8
.2
4
人
で
過

去
最

悪
に
。
県

内
の

死
者

の
合

計
は
2
4
7
人
。

8
.1
7

知
事

は
3
1
日
ま
で
の

県
立

学
校
で
の

分
散

登
校

の
対

処
方

針
を
発

表
。
大

規
模

施
設
の

土
日

休
業

要
請
も
3
1
日
ま
で
延

長
。

8
.1
7

知
事

は
1
6
日

時
点
で
中

等
症

用
の

病
床

占
有

率
が

那
覇

地
区
で
9
9
.2
％
、
中

部
地

区
で

9
6
.5
％
に
上
り
、
危

機
的
な
状

況
と
説

明
。

8
.1
7

政
府

は
、
緊

急
事

態
宣

言
を
1
3
都

府
県

、
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
を
1
6
道

県
に
拡
大

す
る
と
決

定
。
2
0
日

～
9
月
1
2
日
ま
で
。
大

型
施

設
の

入
場

制
限

や
酒

類
提

供
の

原
則
禁

止
。

8
.1
7

政
府

は
雇

用
調

整
助

成
金

の
特

例
措

置
の
1
1
月

末
ま
で
の

延
長
と
、
生

活
困

窮
者

へ
の

特
例

貸
付

制
度
と
給

付
金

制
度

の
申

請
期

限
の
1
1
月

末
ま
で
の

延
長
を
発

表
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

8
.1
8

米
政

権
は
、
ワ
ク
チ
ン
の
3
回

目
の

追
加

接
種
（
ブ
ー
ス
タ
ー
接

種
）
を
9
月

下
旬

か
ら
始
め

る
計

画
を
発

表
。

8
.1
8

Ｗ
Ｈ
Ｏ
は
ワ
ク
チ
ン
の
３
回

目
接

種
を
一

時
的
に
や
め
る
よ
う
呼
び
か
け
た
。
途

上
国
で
の

接
種
を
優

先
す
べ
き
と
警

鐘
を
鳴
ら
し
た
。

8
.1
8

観
光

庁
は
7
月

の
訪

日
客

数
が

前
年

比
1
3
.5
倍

の
5
万
1
1
0
0
人
と
公

表
。
東

京
五

輪
関
係

者
に
よ
る
増

加
。
1
9
年

比
で
は
9
8
.3
％

減
。

8
.1
8

政
府

は
国

民
の

半
数

超
が
ワ
ク
チ
ン
を
少
な
く
と
も
1
回

接
種
し
た
と
発

表
。
開

始
か
ら
半

年
。

8
.1
8

政
府

は
4
0
都

道
府

県
で
新

規
感

染
者

が
ス
テ
ー
ジ
4
（
爆

発
的

感
染

拡
大
）
相

当
に
な
っ
た

と
明
ら
か
に
し
た
。

8
.1
8

県
は

時
短
・
休

業
要

請
に
応
じ
た
飲

食
店

へ
の

協
力

金
に
つ
い
て
8
万
9
0
0
9
件

の
申

請
の

う
ち
、
不

正
支

給
が
2
7
9
8
件
あ
っ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

8
.1
9

県
議

会
は
、
休

業
す
る
飲

食
店

へ
の

協
力

金
支

給
に
必

要
な
費

用
な
ど
計
6
7
億

円
の
第

1
2
次

補
正

予
算
を
全

会
一

致
で
可

決
。

8
.1
9

県
が
1
9
日
に
確

認
し
た
新

規
感

染
者

は
7
6
8
人
と
2
日

連
続
で
最

多
を
更

新
。
年

代
別
で
は

4
0
歳

以
下

が
8
割
を
占
め
る
。
自

宅
療

養
中
を
含
む
療

養
者

数
は
6
3
8
0
人
。

8
.2
0

全
国

知
事

会
は

政
府
に
緊

急
事

態
宣

言
や

重
点

措
置
を
全

国
に
拡

大
し
、
時

限
的
に
ロ
ッ

ク
ダ
ウ
ン
の
よ
う
な
方

策
の

検
討
を
要

求
。

8
.2
1

本
島

内
の

重
症

用
の

病
床

が
一

時
満

床
と
な
る
。
1
5
日
に
続
き
2
度

目
。

8
.2
3

厚
労

省
と
東

京
都

は
、
改

正
感

染
症

法
に
基
づ
き
都

内
の

全
て
の

医
療

機
関
に
病

床
確

保
と
最

大
限

の
患

者
受
け
入

れ
を
要

請
。
拒

否
す
れ

ば
公

表
も
。

8
.2
3

県
の

専
門

家
会

議
は
、
夏

休
み

明
け
の

学
校

再
開
に
つ
い
て
再

開
し
て
も
よ
い
と
の

見
解

を
示
す
。
保

護
者

や
教

員
に
は

戸
惑
い
も
。

8
.2
4

世
界

の
ワ
ク
チ
ン
接

種
回

数
が

累
計
5
0
億

回
に
達
し
た
。
ア
フ
リ
カ
は

少
な
く
、
中

国
が
最

多
。
日

本
は
Ｇ
７
で
米

国
に
次
い
で
2
番

目
に
多
い
。

8
.2
4

パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
東

京
大

会
が

開
幕
。
1
6
1
の

国
・
地

域
と
難

民
選

手
団
を
合

わ
せ
、
史

上
最

多
の
4
4
0
3
人

の
選

手
が

参
加
。

8
.2
4

県
と
経

済
団

体
で
構

成
さ
れ
る
経

済
対

策
会

議
は
、
経

済
立
て
直
し
の

中
期

戦
略
を
議
論

す
る
専

門
部

会
の

設
置
を
決
め
た
。

8
.2
5

英
研

究
チ
ー
ム
は
フ
ァ
イ
ザ
ー
や
ア
ス
ト
ロ
ゼ
ネ
カ
製

の
ワ
ク
チ
ン
を
2
回

接
種
し
て
も
半
年

以
内
に
効

果
が

低
減
す
る
と
し
、
3
回

目
の

追
加

接
種

が
必

要
と
強

調
し
た
。

8
.2
5

ウ
イ
ル
ス
の

流
行

拡
大
に
伴
い
緊

急
事

態
宣

言
の

対
象

地
域
に
8
道

県
が

追
加
さ
れ
る
こ

と
が

決
ま
る
。

8
.2
5

県
は
2
5
日
、
新
た
に
過

去
最

多
の
8
0
9
人

が
感

染
し
た
と
発

表
。
夏

休
み

明
け
の

県
立
学

校
は

分
散

登
校
と
す
る
考
え
を
示
す
。

8
.2
5

県
は

県
経

済
の
2
0
2
0
年

度
見

込
み
を
実

質
で
9
.6
％

減
と
発

表
。
本

土
復

帰
後
で
最

大
の

落
ち
こ
み
。
観

光
と
消

費
需

要
の

悪
化

が
要

因
と
分

析
。

8
.2
5

Ｏ
Ｃ
Ｖ
Ｂ
は
7
～
9
月

の
観

光
客

数
の

見
通
し
を
発

表
。
9
月

は
コ
ロ
ナ
前

の
2
0
1
9
年

比
で

7
1
.8
％

減
。

8
.2
6

厚
労

省
は
モ
デ
ル
ナ
製
ワ
ク
チ
ン
に
異

物
が

混
入
し
て
い
た
と
発

表
。
1
6
3
万

回
分
を
使
わ

な
い
よ
う
要

請
。

8
.2
7

厚
労

省
は

全
国

の
重

症
者

が
2
6
日

時
点
で
初

の
2
千

人
台
に
な
っ
た
と
発

表
。
重

症
者
は

7
月

中
旬

か
ら
増

加
傾

向
。

8
.2
7

緊
急

事
態

宣
言

の
対

象
地

域
に
追

加
さ
れ
た
8
道

県
の

宣
言

期
間

が
始
ま
る
。
期

間
は
9

月
1
2
日
ま
で
。
宣

言
は

計
2
1
都

道
府

県
に
拡

大
し
、
全

人
口

の
約
7
5
％
を
占
め
る
。

8
.2
7

県
は
2
0
2
0
年

の
県

外
か
ら
の

修
学

旅
行

が
学

校
数
で
前

年
比
8
3
.5
％

減
の
3
9
5
校
、
人
数

は
8
2
.8
％

減
の
7
万
4
1
4
人
だ
っ
た
と
発

表
。

8
.2
8

県
は
2
8
日
、
希

望
す
る
県

民
向
け
に
ア
ス
ト
ラ
ゼ
ネ
カ
製
ワ
ク
チ
ン
の

接
種

予
約

の
受

付
を

開
始
。
特
に
必

要
な
理

由
が
あ
る
1
8
歳

以
上

が
対

象
。

8
.2
9

県
は
2
9
日
、
自

宅
療

養
者

が
3
0
6
0
人
で
初
め
て
3
千

人
を
超
え
、
過

去
最

多
を
更

新
し
た
と

発
表
。

8
.3
0

県
は

広
域
ワ
ク
チ
ン
接

種
セ
ン
タ
ー
で
使

用
し
て
い
る
モ
デ
ル
ナ
製
ワ
ク
チ
ン
の

対
象

年
齢

を
現

行
の
1
8
歳

以
上

か
ら
1
2
歳

以
上
に
引
き
下
げ
る
と
発

表
。

8
.3
0

県
は
ワ
ク
チ
ン
の
1
回

目
接

種
率

が
県

人
口

の
4
9
.4
％
（
約
7
3
万

人
）
に
な
っ
た
と
発

表
。

8
.3
0

米
軍

の
3
0
日

の
新

規
感

染
者

は
5
1
人
で
今

年
最

多
。
米

軍
の

人
口

比
で
は
5
0
0
人

超
と
な

り
、
世

界
最

悪
レ
ベ
ル

の
沖

縄
の

人
口

当
た
り
人

数
を
大
き
く
上

回
る
。

8
.3
0

県
は
3
会

場
で
実

施
し
て
い
る
ワ
ク
チ
ン
接

種
の

対
象
を
1
8
歳

以
上

か
ら
1
2
歳

以
上
に
引
き

下
げ
る
と
発

表
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

8
.3
1

県
内

の
7
月

の
失

業
率

は
4
.3
％
で
前

年
比
1
.1
ポ
イ
ン
ト
上

昇
。
有

効
求

人
倍

率
は
0
.8
4
倍

で
前

月
比
（
季

節
調

整
値
）
0
.0
4
ポ
イ
ン
ト
減
。

8
.3
1

2
0
2
0
年

度
の

県
予

算
総

額
が

前
年

度
比
2
4
.9
％

増
の
1
兆
1
3
億

円
と
な
り
初

の
1
兆

円
超

え
と
な
る
見

込
み
。
コ
ロ
ナ
対

策
費

が
増

加
要

因
。

8
.3
1

県
は

妊
婦

の
感

染
が
8
月

は
1
6
2
人
と
急

増
。
県

は
主

治
医

の
了

解
の
も
と
ワ
ク
チ
ン
接
種

の
検

討
を
呼
び
か
け
る
。

9
.0
1

厚
労

省
は

変
異

株
の
「
ミ
ュ
ー
株
」
の

感
染

が
空

港
検

疫
で
2
人

確
認
さ
れ
た
と
発

表
。
国

内
で
は

初
の

感
染

確
認
。

9
.0
1

県
は

感
染

防
止

対
策
を
実

施
す
る
飲

食
業

者
を
認

証
す
る
制

度
に
新
た
に
宿

泊
業
を
加

え
、
1
日

か
ら
申

請
受

付
を
始
め
た
。

9
.0
1

県
は
1
日
、
県

総
合

運
動

公
園
で
ド
ラ
イ
ブ
ス
ル
ー
方

式
の

無
料
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
を
運

用
を
開

始
。
初

日
は

車
列

が
3
0
0
台
で
、
検

査
上

限
の
2
0
0
人
を
上

回
っ
た
。

9
.0
2

ワ
ク
チ
ン
供

給
の

遅
れ
で
職

場
接

種
の

実
施
を
申

請
し
た
約
5
0
0
0
件

の
会

場
の
う
ち
約

1
0
0
0
件

が
キ
ャ
ン
セ
ル
さ
れ
た
こ
と
が

厚
労

省
の

調
べ
で
判

明
。

9
.0
2

県
は

対
策

本
部

会
議
を
開
き
、
経

済
活

動
の

再
開
に
向
け
て
規

制
が

解
除
で
き
る
目

安
を

ま
と
め
た
。
感

染
が
2
0
0
人

程
度
に
減

少
し
た
後
に
段

階
的
に
規

制
を
緩

和
す
る
方

針
。

9
.0
3

菅
首

相
が

退
陣
を
表

明
。
総

裁
選
に
立

候
補

せ
ず
、
コ
ロ
ナ
感

染
防

止
に
専

念
し
た
い
と
コ

メ
ン
ト
。

9
.0
4

県
医

師
会

の
調

査
に
よ
る
と
、
2
～
8
月

の
全

身
麻

酔
を
伴
う
手

術
件

数
が
1
9
年

比
で
2
3
3
4

件
減

少
し
た
こ
と
が

判
明
。
コ
ロ
ナ
病

床
の

拡
大
で
一

般
診

療
が

制
限
さ
れ
て
い
る
。

9
.0
5

パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
東

京
大

会
が

閉
幕
。
原

則
無

観
客
で
1
3
日

間
の

競
技
に
幕
を
下
ろ
し
た
。

9
.0
6

県
内

の
新

規
感

染
者

が
6
日
、
1
6
7
人
と
な
り
約
1
か

月
半

ぶ
り
に
1
0
0
人

台
に
。
1
2
日

連
続

で
前

週
比

減
少
す
る
も
、
人

口
当
た
り
で
は

全
国
ワ
ー
ス
ト
が

続
く
。

9
.0
9

政
府
は
緊

急
事

態
宣

言
の
2
1
都

道
府

県
の
う
ち
沖

縄
県
を
含
む
1
9
都

道
府

県
の

期
限
を

1
2
日

か
ら
3
0
日
ま
で
延

長
す
る
こ
と
を
決

定
。
重

点
措

置
は
8
県
と
な
り
、
3
0
日
ま
で
延

長
。

9
.0
9

専
門

家
会

議
は
、
緊

急
事

態
宣

言
解

除
の

新
た
な
基

準
を
ま
と
め
た
。
医

療
の

逼
迫

度
を

重
視
。

9
.0
9

政
府

は
希

望
者

の
ワ
ク
チ
ン
接

種
が

完
了
す
る
1
1
月

頃
を
め
ど
に
行

動
制

限
を
緩

和
す
る

基
本

方
針
を
決

定
。
旅

行
や

大
規

模
イ
ベ
ン
ト
開

催
、
飲

食
店

の
酒

類
提

供
も
条

件
付
き

で
容

認
。

9
.0
9

県
は

緊
急

事
態

宣
言

の
9
月

末
ま
で
の

延
長
を
受
け
、
対

処
方

針
を
発

表
。
一

方
、
経
済

活
動

再
開

時
に
向
け
た
3
つ
の

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
示
し
た
。

9
.1
3

政
府

は
ワ
ク
チ
ン
の
２
回

接
種
を
完

了
し
た
人

が
人

口
の
５
割
に
達
し
た
と
発

表
。
1
回
接

種
は
6
3
.0
％
で
米

国
に
ほ

ぼ
並
ん
だ
。

9
.1
4

国
連

貿
易

開
発

会
議

は
2
0
2
1
年

の
世

界
経

済
の

成
長

率
を
5
.3
％
と
予

測
。
2
0
年

の
マ
イ

ナ
ス
3
.5
％

か
ら
回

復
。

9
.1
5

厚
労

省
は

休
業

支
援

金
・
給

付
金

の
申

請
期

限
を
9
月

末
か
ら
1
2
月

末
ま
で
延

長
す
る
と

発
表
。

9
.1
9

欧
米
で
ワ
ク
チ
ン
接

種
の

義
務

化
な
ど
強

制
措

置
が

広
が
っ
て
い
る
。
一

部
に
差

別
懸
念

も
。

9
.1
9

県
は
1
9
日
、
新

規
感

染
者

が
1
0
7
人
と
発

表
。
直

近
1
週

間
の
1
日

平
均

の
感

染
者

数
は

1
3
7
6
人
で
緊

急
事

態
宣

言
に
伴
う
経

済
活

動
の

制
限
を
緩

和
す
る
と
し
た
2
0
0
人

の
基
準

を
下

回
っ
た
。

9
.2
0

米
ホ
ワ
イ
ト
ハ
ウ
ス
は
、
1
1
月

初
め
か
ら
米

入
国
に
ワ
ク
チ
ン
接

種
完

了
を
義

務
付
け
る
と

発
表
。

9
.2
0

宮
本
・
関

西
大

名
誉

教
授

が
、
訪

日
外

国
人

の
減

少
に
よ
り
2
0
2
0
年

の
失

わ
れ
た
経

済
効

果
が

約
1
1
兆

円
と
発

表
。

9
.2
0

県
は
2
0
日
、
新

規
感

染
者

数
が
8
0
人
と
発

表
。
7
月
2
4
日

の
9
9
人

以
来
、
1
0
0
人
を
下
回

る
。

9
.2
1

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
2
0
2
1
年

の
世

界
経

済
の

成
長

率
が
5
.7
％
に
な
る
見

通
し
を
発

表
。
5
月

の
前
回

予
測

か
ら
0
.1
ポ
イ
ン
ト
の

下
方

修
正
。
変

異
株

の
拡

大
が

影
響
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

9
.2
2

県
は
2
2
日
、
入

院
待

機
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
で
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

重
症

化
を
防
ぐ
抗

体
カ

ク
テ
ル

療
法

の
投

与
を
開

始
。

9
.2
4

厚
労

省
は
2
4
日
、
雇

用
調

整
助

成
金

の
支

給
決

定
額
3
兆
6
5
4
6
億

円
の

都
道

府
県

別
で

の
支

給
は

東
京

都
が
1
兆
8
2
1
億

円
で
最

多
と
公

表
。
沖

縄
県

は
4
6
9
億

円
で
あ
っ
た
。

9
.2
8

政
府

は
2
8
日
、
沖

縄
県
を
含
む
1
9
都

道
府

県
の

緊
急

事
態

宣
言
と
8
県

へ
の
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措
置
を
3
0
日

の
期

限
で
全

面
解

除
す
る
こ
と
を
決

定
。
4
月
4
日

以
来

半
年

ぶ
り
全

国
で
発

令
さ
れ
て
い
な
い
状

況
と
な
る
。

9
.3
0

政
府

は
行

動
制

限
緩

和
の

実
証

実
験

の
概

要
を
発

表
。
飲

食
店

や
イ
ベ
ン
ト
、
施

設
、
往

来
、
学

校
な
ど
を
対

象
に
。
沖

縄
県
を
含
む
1
3
道

府
県
で
1
0
月

か
ら
実

施
。

1
0
.0
1

米
医

薬
品

大
手
メ
ル
ク
な
ど
が

開
発

中
の

飲
み

薬
に
つ
い
て
、
入

院
や

死
亡
リ
ス
ク
を
半

減
さ
せ
る
効

果
が

み
ら
れ
た
と
の

臨
床

試
験

結
果
を
発

表
。

1
0
.0
1

厚
労

省
は

第
6
波
に
備
え
、
自

宅
療

養
者
ら
の

健
康

観
察

や
重

症
化

予
防
を
強

化
す
る
方

針
を
決
め
る
。
病

床
拡

充
や

地
域

医
療

機
関

の
協

力
な
ど
。

1
0
.0
4

岸
田

内
閣

が
発

足
。
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対

策
と
経

済
再

生
に
重

点
的
に
取
り
組
む
と

表
明
。

1
0
.0
4

県
は
4
日
、
新

規
感

染
者

数
が
9
人
と
発

表
。
1
桁
と
な
る
の

は
3
月
8
日
（
7
人
）
以

来
。

1
0
.0
7

県
は
ワ
ク
チ
ン
接

種
証

明
や

検
査

陰
性

証
明

の
活

用
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
発

表
。
割

引
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の

活
用

例
を
示
し
た
。

1
0
.0
9

岸
田

首
相

は
感

染
再

拡
大
に
備
え
、
公

的
病

院
の

専
用

病
床
を
増

や
す
意

向
を
表

明
。
一

定
の

強
制

力
を
伴
う
代

わ
り
に
平

時
の

財
政

支
援
を
充

実
さ
せ
る
方

向
で
検

討
。

1
0
.1
1

米
製

薬
大

手
メ
ル
ク
な
ど
が
、
飲

み
薬
「
モ
ル
ヌ
ピ
ラ
ビ
ル
」
の

緊
急

使
用

許
可
を
米

食
品

医
薬

品
局
に
申

請
し
た
と
発

表
。
日

本
政

府
も
年

内
に
も
承

認
す
る
方

針
。

1
0
.1
1

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
・
シ
ド
ニ
ー
都

市
圏
で
の
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
が

約
3
か

月
ぶ
り
に
解

除
。

1
0
.1
1

県
は
５
月
1
9
日
に
出
し
て
い
た
県

独
自

の
医

療
非

常
事

態
宣

言
を
解

除
し
た
と
発

表
。

1
0
.1
2

ＩＭ
Ｆ
は
2
0
2
1
年

の
世

界
全

体
の

成
長

率
を
5
.9
％
と
予

測
（
前

回
比
0
.1
ポ
イ
ン
ト
下

振
れ
）
。

日
本

は
感

染
拡

大
で
2
.4
％
と
7
月

時
点
よ
り
0
.4
ポ
イ
ン
ト
下

方
修

正
。

1
0
.1
3

第
5
波
ピ
ー
ク
の
8
月
に
自

宅
療

養
者

の
1
割

が
中

等
症
で
あ
っ
た
こ
と
が

厚
労

省
の

調
査

で
判

明
。

1
0
.1
3

岸
田

首
相

は
経

済
対

策
で
ワ
ク
チ
ン
な
ど
を
開

発
す
る
企

業
を
支

援
す
る
「
ワ
ク
チ
ン
基

金
」
に
5
千

億
円
を
投
じ
る
と
表

明
。

1
0
.1
3

文
科

省
に
よ
る
と
感

染
が

拡
大
し
た
2
0
2
0
年

度
の

全
国

の
小

中
学

校
で
3
0
日

以
上

欠
席
し

た
児

童
は
1
9
万
6
千

人
で
前

年
度

比
1
万
5
千

人
増
と
な
っ
た
こ
と
が

判
明
。

1
0
.1
3

沖
縄

公
庫

の
7
～
9
月

期
景

況
調

査
に
よ
る
と
悪

化
超
で
8
期

連
続

の
悪

化
超
と
な
っ
た
。

1
0
.1
4

岸
田

首
相

は
1
4
日
、
雇

用
調

整
助

成
金

の
特

例
措

置
を
2
0
2
2
年
3
月
ま
で
延

長
す
る
と
表

明
し
た
。
こ
れ
ま
で
は
、
1
1
月
ま
で
は

現
行

の
特

例
を
維

持
し
た
う
え
で
、
年

内
い
っ
ぱ
い
は

大
企

業
で
最

大
4
分

の
3
、
中

小
企

業
で
同
1
0
分

の
9
以

上
の

助
成

率
を
確

保
す
る
と
し
て

い
た
。

1
0
.1
9

厚
労

省
は
、
雇

用
調

整
助

成
金

の
現

行
の

特
例

措
置
を
1
2
月

末
ま
で
延

長
す
る
と
発

表
。

1
4
日

の
岸

田
首

相
の

会
見
で
は
3
月
ま
で
の

延
長

が
表

明
さ
れ
て
お
り
、
1
月

以
降

の
内
容

に
つ
い
て
は

来
月

中
に
決

定
す
る
。

1
0
.2
1

県
は
2
1
日

の
対

策
本

部
会

議
で
、
県

が
独

自
に
飲

食
店
に
求
め
て
い
る
営

業
時

間
短
縮

を
予

定
通
り
今

月
末
ま
で
続
け
、
1
1
月
1
日

か
ら
解

除
す
る
こ
と
を
決

定
。
国

の
飲

食
需
要

喚
起

策
「
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
イ
ー
ト
」
は

県
の

認
証

店
に
限

定
し
て
1
1
月
8
日

の
再

開
を
予

定
。

1
0
.2
5

埼
玉
、
千

葉
、
東

京
、
神

奈
川
、
大

阪
で
飲

食
店

へ
の

営
業

時
間

短
縮

の
要

請
が
2
5
日
に

解
除
。

1
0
.2
6

米
食

品
医

薬
品

局
の

外
部

委
員

会
は
、
5
～
1
1
歳

の
子

供
に
も
ワ
ク
チ
ン
接

種
の

許
可
を

支
持
す
る
意

見
を
ま
と
め
た
。

1
0
.2
6

政
府

は
ワ
ク
チ
ン
の
２
回

接
種

完
了

者
が

人
口

の
7
0
.1
％
に
達
し
た
と
発

表
。
先

進
7
か
国

で
は
2
位

の
イ
タ
リ
ア
に
ほ

ぼ
並
ん
だ
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
0
.2
6

県
は
2
0
2
0
年

度
の

観
光

収
入

が
前

年
度

比
6
4
.7
％

減
の
2
4
8
5
億

円
と
発

表
。

1
0
.2
7

政
府

は
大

型
イ
ベ
ン
ト
観

客
の
1
万

人
の

人
数

制
限
を
1
1
月
1
日

か
ら
解

除
す
る
こ
と
に
し

た
。
収

容
人

員
の
5
0
％

以
内

の
措

置
は

当
面

維
持
す
る
。

1
0
.2
8

厚
労

省
は
ワ
ク
チ
ン
の
3
回

目
の

接
種
に
つ
い
て
2
回

接
種
を
終
え
た
全
て
の

希
望

者
を
対

象
と
す
る
方

針
を
決
め
た
。
2
回

目
完

了
か
ら
8
か

月
以

降
が

目
安
と
な
る
。

1
0
.2
8

政
府

は
大

規
模
イ
ベ
ン
ト
で
1
万

人
の

観
客

制
限
を
求
め
て
い
た
2
7
都

道
府

県
で
上

限
を

解
除
す
る
こ
と
を
決

定
。
1
1
月
1
日

か
ら
適

用
。

1
0
.2
8

県
は
1
1
月
を
「
リ
バ
ウ
ン
ド
防

止
と
社

会
経

済
活

動
の

両
立

期
間
」
と
す
る
対

処
方

針
を
発

表
。
「
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
イ
ー
ト
」
利

用
の

再
開

や
「
お
き
な
わ

採
発

見
バ
ス
ツ
ア
ー
」
事

業
の
開

始
、
入

院
待

機
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
を
含
む
最

大
9
7
2
床

の
確

保
な
ど
。

1
0
.3
0

英
オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大

の
研

究
者
ら
の

集
計
に
よ
る
と
世

界
の
ワ
ク
チ
ン
の

接
種

回
数
が

累
計
で
7
0
億

回
に
達
し
た
。
国

別
で
は

中
国

が
2
2
億
5
千

万
回
で
最

多
。
ア
フ
リ
カ
で
は
人

口
の
1
割
に
も
届

か
ず
。

1
1
.0
1

岸
田

首
相

は
、
新

型
コ
ロ
ナ
に
対

応
し
た
経

済
対

策
を
1
1
月

中
旬
に
決

定
し
、
子

育
て
世

帯
へ

の
現

金
給

付
を
表

明
、
「
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
ト
ラ
ベ
ル
」
の

再
開
も
検

討
す
る
こ
と
に
。

1
1
.0
1

県
の

独
自

措
置

が
1
日

か
ら
解

除
。
飲

食
店

へ
の

時
短

要
請
も
3
1
日
で
終

了
し
、
1
日

か
ら

通
常

営
業
。
3
1
日

の
新

規
感

染
者

は
2
人
で
今

年
最

少
。

1
1
.0
2

米
疾

病
対

策
セ
ン
タ
ー
は
2
日
、
5
～
1
1
歳

の
子

供
に
対
す
る
ワ
ク
チ
ン
接

種
を
推

奨
す
る

と
発

表
。

1
1
.0
4

英
医

薬
品
・
医

療
製

品
規

制
庁

は
、
米
メ
ル
ク
な
ど
が

開
発
し
た
新

型
コ
ロ
ナ
の

飲
み
薬

「
モ
ル
ヌ
ピ
ラ
ビ
ル
」
を
承

認
し
た
と
発

表
。
抗
ウ
イ
ル
ス
薬
と
し
て
飲

み
薬

の
承

認
は

世
界

初
。

1
1
.0
4

厚
労

省
の

専
門

部
会

は
抗

体
カ
ク
テ
ル

療
法
に
使
う
治

療
薬
「
オ
ナ
プ
リ
ー
ブ
」
を
濃

厚
接

触
者
ら
へ

の
発

症
予

防
薬
と
し
て
適

用
拡

大
す
る
こ
と
を
了

承
。

1
1
.0
4

県
は
4
日
、
県

民
の

旅
行

代
金
を
助

成
す
る
「
お
き
な
わ

彩
発

見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
の

第
4
弾

を
1
5
日

か
ら
段

階
的
に
始
め
る
と
発

表
。

1
1
.0
4

那
覇

市
に
居

住
す
る
生

活
困

窮
者

か
ら
の

生
活

支
援

サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
へ

の
相

談
件
数

が
2
0
年

度
は

前
年

度
の
8
倍
と
な
る
約
8
千

件
に
上
っ
た
こ
と
が

分
か
っ
た
。
コ
ロ
ナ
の

影
響

と
み
ら
れ
る
。

1
1
.0
4

県
は
ワ
ク
チ
ン
の

広
域

接
種
を
1
2
月

以
降
も
継

続
す
る
こ
と
を
発

表
。
い
っ
た
ん
終

了
し
た

1
回

目
の

予
約
を
1
1
月
9
日

か
ら
受
け
付
け
、
接

種
は
1
2
日

か
ら
再

開
。

1
1
.0
4

那
覇

市
は
4
日
、
3
0
％

の
プ
レ
ミ
ア
ム
を
付
け
た
「
な
は

買
エ
ー
ル

商
品

券
」
の

発
行
を
発

表
。
市

内
宿

泊
施

設
で
最

大
5
千

円
の

割
引

付
の
「
那

覇
市
と
ま
ー
る
ク
ー
ポ
ン
」
の

追
加

発
行
と
県

民
全

体
へ

の
対

象
者

拡
大
も
発

表
。

1
1
.0
5

欧
州
で
新

規
感

染
者

が
急

増
。
感

染
対

策
の

規
制

緩
和

や
一

部
の

国
で
の
ワ
ク
チ
ン
接

種
の

低
迷

が
影

響
か
。
ド
イ
ツ
で
は
5
日
、
新

規
感

染
者

が
3
万
7
千

人
で
、
昨

春
の

流
行
拡

大
以

降
の

最
多

記
録
を
2
日

連
続
で
更

新
。

1
1
.0
5

政
府

は
ワ
ク
チ
ン
接

種
済

み
の
ビ
ジ
ネ
ス
目

的
の

日
本

人
帰

国
者
ら
に
つ
い
て
入

国
後
の

待
期

期
間
を
現

行
の
1
0
日

間
か
ら
3
日

間
に
短

縮
す
る
と
発

表
。
原

則
認
め
て
い
な
か
っ
た

外
国

人
の
ビ
ジ
ネ
ス
関

係
者

や
留

学
生
、
技

能
実

習
生
も
条

件
付
き
で
入

国
を
容

認
。
8
日

か
ら
実

施
。

1
1
.0
7

国
内
で
7
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
新
た
な
死

者
の

報
告

が
な
く
、
昨

年
8
月
2
日

以
来
、
約
1
年
3
か

月
ぶ
り
に
ゼ
ロ
と
な
っ
た
。
ワ
ク
チ
ン
接

種
や

治
療

薬
の

普
及

が
要

因
と

考
え
ら
れ
る
。

1
1
.0
8

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ス
大

の
集

計
に
よ
る
と
8
日
、
世

界
の

感
染

者
が
2
億
5
千

万
人
を
超

え
た
。
1
週

間
当
た
り
の

感
染

者
数

は
8
月

下
旬

か
ら
急

減
し
て
い
た
が
、
1
0
月

中
旬

以
降

は
増

加
に
転
じ
て
い
る
。

1
1
.0
8

政
府

の
感

染
症

対
策

分
科

会
は
8
日
、
緊

急
事

態
宣

言
の

発
令

や
対

策
を
強

化
す
る
際
の

目
安
と
な
る
新

指
標
を
策

定
し
た
。
医

療
の

逼
迫

状
況
を
重

視
し
て
、
5
段

階
と
し
、
病

床
数

の
予

測
ツ
ー
ル
な
ど
を
活

用
す
る
。

1
1
.0
8

「
G
o
　
T
o
　
イ
ー
ト
」
事

業
で
プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
食

事
券

の
店

内
飲

食
利

用
が
8
日
、
県

内
で
7

か
月

ぶ
り
に
再

開
。
県

が
認

証
し
た
店

舗
に
限

定
し
て
利

用
が

認
め
ら
れ
る
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
1
.0
9

厚
労

省
は
9
日
、
国

内
の

重
症

者
が

前
日
よ
り
2
人

減
少
し
て
9
9
人
と
な
っ
た
と
公

表
。
1
0
0

人
を
割
り
込
む
の

は
2
0
年
8
月

上
旬

以
来
。

1
1
.0
9

自
民
、
公

明
党

は
9
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対

策
と
し
て
1
8
歳

以
下

の
子

供
に
1
0
万
円

相
当
を
給

付
す
る
方

針
で
一

致
し
た
。
年

内
に
現

金
5
万

円
を
給

付
し
、
来

春
ま
で
に
5
万

円
相

当
の
ク
ー
ポ
ン
を
支

給
す
る
。

1
1
.0
9

県
議

会
は
9
日
、
県

内
旅

行
需

要
を
喚

起
す
る
「
お
き
な
わ

彩
発

見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
の
費

用
と
し
て
2
1
年

度
第
1
8
次

補
正

予
算

案
約
5
9
億

円
余
を
全

会
一

致
で
可

決
し
た
。

1
1
.1
0

自
民
、
公

明
両

党
は
1
0
日
、
1
8
歳

以
下

の
子

供
へ

の
1
0
万

円
相

当
給

付
に
年

収
9
6
0
万
円

の
所

得
制

限
を
導

入
す
る
方

針
で
合

意
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
新

規
取

得
や

保
有

者
に

最
大
2
万

円
分

の
ポ
イ
ン
ト
を
付

与
す
る
こ
と
も
申
し
合

わ
せ
る
。
困

窮
学

生
へ
も
給

付
金
を

支
給
す
る
。

1
1
.1
0

米
フ
ァ
イ
ザ
ー
社
と
独
ビ
オ
ン
テ
ッ
ク
は
1
0
日
、
ワ
ク
チ
ン
の

接
種

対
象
を
5
～
1
1
歳
に
も
拡

大
す
る
よ
う
、
厚

労
省
に
承

認
申

請
し
た
。

1
1
.1
0

政
府

が
第
6
波
に
備
え
た
対

策
案

が
1
0
日

判
明
。
2
万
8
千

人
の

患
者

受
け
入

れ
が

必
要
と

な
っ
た
今

夏
の
ピ
ー
ク
時
と
比

べ
、
3
割

増
と
な
る
3
万
5
千

人
以

上
が

入
院
で
き
る
体

制
を

今
月

末
ま
で
に
整

備
す
る
こ
と
が

柱
。

1
1
.1
1

厚
労

省
は
1
1
日
、
米
フ
ァ
イ
ザ
ー
製

の
ワ
ク
チ
ン
を
3
回

目
の

追
加

接
種
に
使
う
こ
と
を
特

例
承

認
し
た
。
対

象
は
1
8
歳

以
上
。

1
1
.1
1

米
メ
ル
ク
社

の
日

本
法

人
は

飲
み

薬
「
モ
ル
ヌ
ピ
ラ
ビ
ル
」
を
、
1
6
0
万

人
の

治
療
に
必

要
な

量
と
し
て
、
承

認
を
得
た
後
に
日

本
政

府
に
供

給
す
る
と
明
ら
か
に
し
た
。
政

府
は

約
1
3
7
0

億
円
を
支

払
う
。

1
1
.1
1

政
府

の
経

済
対

策
の

主
要

項
目

が
1
1
日
に
判

明
。
処

遇
改

善
が

遅
れ
て
い
る
保

育
士
と

介
護

職
の

全
員

の
賃

金
を
月

額
3
％

程
度
に
当
た
る
約
9
千

円
引
き
上
げ
る
。
看

護
師
の

収
入
も
3
％

程
度

増
や
し
、
幼

稚
園

教
諭

の
賃

上
げ
も
実

施
す
る
。
「
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
ト
ラ
ベ
ル
」

は
来

年
2
月

頃
の

再
開
を
検

討
。

1
1
.1
1

県
は
「
お
き
な
わ

彩
発

見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
に
つ
い
て
、
離

島
振

興
協

議
会

か
ら
の

前
倒
し

実
施

要
請
を
受
け
、
旅

行
代

金
の

助
成

適
用
を
早
め
れ

ば
1
9
日
に
開

始
す
る
と
決

定
。
当

初
は
2
6
日

頃
を
予

定
。
同

一
島

内
で
の

助
成

適
用

は
1
5
日

開
始
。

1
1
.1
1

欧
州
で
感

染
者

が
増
え
、
行

動
規

制
が

広
が
っ
て
き
た
。
特
に
1
0
0
万

人
当
た
り
の

新
規
感

染
者

は
1
1
日
に
オ
ー
ス
ト
リ
ア
が
1
0
6
0
人
、
オ
ラ
ン
ダ
が
7
2
0
人
と
多
い
。

1
1
.1
2

政
府

は
流

行
「
第
6
波
」
対

策
の

全
体

像
を
決

定
。
今

夏
の
ピ
ー
ク
時
と
比

べ
3
割

増
の
病

床
体

制
を
整

備
し
、
自

宅
で
使

え
る
飲

み
薬
を
1
6
0
万

人
分

確
保
す
る
。

1
1
.1
5

内
閣

府
は
7
～
9
月

の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は

年
率
3
.0
％

減
で
2
四

半
期

ぶ
り
の
マ
イ
ナ
ス
成

長
。
緊

急
事

態
宣

言
な
ど
が

影
響
。
米

国
や

欧
州
に
比

べ
て
回

復
力

の
弱
さ
が

鮮
明
に
。

1
1
.1
5

県
は
1
5
日
、
新

規
感

染
者

が
一

人
も
い
な
か
っ
た
と
発

表
し
た
。
0
人
と
な
る
の

は
2
0
年
7
月

1
8
日

以
来
で
1
年
4
か

月
ぶ
り
と
な
っ
た
。

1
1
.1
6

米
フ
ァ
イ
ザ
ー
は

開
発

中
の

飲
み

薬
「
パ
ク
ス
ロ
ビ
ド
」
に
つ
い
て
米

食
品

医
薬

品
局
に
緊

急
使

用
許

可
を
申

請
し
た
と
発

表
。

1
1
.1
6

米
国
で
感

染
者

数
が

再
び
増

加
に
転
じ
た
。
1
6
日

は
7
日

移
動

平
均
で
1
週

間
前

比
で
1
割

増
。

1
1
.1
6

政
府

の
対

策
分

科
会

は
1
6
日
、
「
第
5
波
」
の

医
療

体
制

の
検

証
結

果
を
公

表
。
確

保
病
床

数
は

病
院

の
受

入
れ

体
制

が
整

わ
ず
、
多
く
は
5
0
～
6
0
％
し
か

使
わ

れ
な
か
っ
た
と
指
摘

し
た
。

1
1
.1
7

県
は
1
7
日

の
庁

議
で
コ
ロ
ナ
対

策
経

費
を
中

心
と
し
た
約
1
5
5
億

円
の

第
2
0
次

補
正

予
算

案
を
県

議
会
1
1
月

定
例

会
に
提

出
す
る
こ
と
を
決

定
。

1
1
.1
9

政
府

は
コ
ロ
ナ
対

策
な
ど
を
含
む
経

済
対

策
を
決

定
。
財

政
支

出
は
5
5
.7
兆

円
で
過

去
最

大
だ
っ
た
2
0
2
0
年
4
月

の
対

策
（
4
8
.4
兆

円
）
を
上

回
る
。
1
8
歳

以
下

の
子
ど
も
1
人

当
た
り

1
0
万

円
相

当
の

給
付

や
雇

用
調

整
助

成
金

の
2
2
年
3
月
ま
で
の

延
長
な
ど
が

盛
り
込
ま
れ

た
。

1
1
.1
9

政
府

の
コ
ロ
ナ
対

策
の

行
動

規
制
を
緩

和
す
る
案

が
専

門
家

の
分

科
会
で
了

承
さ
れ
た
。

ワ
ク
チ
ン
接

種
な
ど
を
条

件
に
飲

食
や
イ
ベ
ン
ト
の

人
数

制
限
を
撤

廃
す
る
。

1
1
.1
9

観
光

庁
は
1
9
日
、
「
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
ト
ラ
ベ
ル
」
の

新
制

度
を
発

表
し
た
。
割

引
率
を
縮

小
し
、
再

開
は

状
況
を
み
て
早
け
れ

ば
2
2
年
1
月

下
旬

か
ら
2
月

上
旬
に
な
る
と
み
ら
れ
る
。

1
1
.2
0

世
界
で
子

供
向
け
に
ワ
ク
チ
ン
接

種
を
承

認
し
た
国

が
増

加
。
2
0
日
ま
で
に
少
な
く
と
も
1
6

か
国

が
1
1
歳

以
下

の
接

種
を
認
め
た
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
1
.2
4

厚
労

省
は
2
0
2
0
年

度
の

医
療

機
関

の
経

営
状

況
を
公

表
し
た
。
コ
ロ
ナ
禍
で
の

受
診

控
え

が
響
き
、
一

般
病

院
の

利
益

率
は
6
.9
％

の
赤

字
で
あ
っ
た
が
、
コ
ロ
ナ
関

連
の

補
助

金
を

含
め
る
と
0
.4
％

の
黒

字
と
な
り
、
利

益
率

の
悪

化
を
補

助
金

が
支
え
た
と
分

析
し
た
。

1
1
.2
4

厚
労

省
は
2
4
日
、
感

染
者

向
け
に
確

保
し
た
病

床
が

十
分
に
活

用
さ
れ
て
い
な
い
場

合
、

補
助

金
の

上
限
を
3
割

減
ら
す
方

針
を
決

定
。

1
1
.2
5

南
ア
フ
リ
カ
の

国
立

伝
染

病
研

究
所

は
2
5
日
、
南
ア
で
新
た
な
変

異
株
（
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
）
が

確
認
さ
れ
た
と
発

表
。

1
1
.2
5

県
は

感
染

防
止

の
新
た
な
基

本
方

針
を
策

定
。
会

食
の
「
4
人

以
下
、
2
時

間
以

内
」
の
要

請
は

解
除
し
、
内

容
を
緩

和
。
5
千

人
超

の
イ
ベ
ン
ト
も
感

染
防

止
安

全
計

画
の

提
出
を
条

件
に
収

容
定

員
ま
で
認
め
る
。
2
5
日

か
ら
適

用
。

1
1
.2
6

南
ア
フ
リ
カ
で
変

異
株

が
確

認
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
各

国
は

航
空

機
の

乗
り
入

れ
制

限
な
ど

水
際

対
策

の
強

化
に
一

斉
に
乗
り
出
し
た
。

1
1
.2
6

政
府

は
臨

時
閣

議
で
経

済
対

策
の

裏
付
け
と
な
る
2
0
2
1
年

度
補

正
予

算
案
を
決

定
。
過
去

最
大

の
3
5
.9
兆

円
と
し
た
。

1
1
.2
8

南
ア
フ
リ
カ
で
確

認
さ
れ
た
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
感

染
が

欧
州
に
拡

大
。
英

国
、
ド
イ
ツ
、
イ
タ
リ

ア
、
オ
ラ
ン
ダ
な
ど
。

1
1
.3
0

政
府

は
3
0
日
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
水

際
対

策
と
し
て
、
全

世
界

の
外

国
人

の
入

国
を
禁

止
し

た
。
期

間
は

当
面
1
か

月
と
し
た
。

1
1
.3
0

政
府

は
3
0
日
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
感

染
者

が
日

本
で
初
め
て
確

認
さ
れ
た
と
発

表
。
2
8
日
に

成
田

空
港
に
到

着
し
た
ア
フ
リ
カ
南

部
ナ
ミ
ビ
ア
の
3
0
代

男
性

外
交

官
。

1
1
.3
0

Ｏ
Ｃ
Ｖ
Ｂ
は
2
0
2
1
年

の
入

域
観

光
客

数
が
3
0
0
万

人
に
な
る
と
の

推
計
を
発

表
。
2
0
年

比
で

は
1
9
.7
％

減
、
1
9
年

比
で
は
7
0
％

減
。

1
1
.3
0

沖
縄

国
税

事
務

所
は
、
2
0
2
0
年

度
の

法
人

税
の

申
告

所
得

金
額

は
1
9
年

度
比
1
9
.2
％
減

の
2
7
3
2
億

円
で
9
年

ぶ
り
に
減

少
に
転
じ
た
と
公

表
。
感

染
拡

大
の

影
響
で
赤

字
申

告
が

増
え
た
こ
と
が

影
響
し
た
。

1
2
.0
1

ワ
ク
チ
ン
の
3
回

目
の

追
加

接
種

が
1
日
、
全

国
各

地
で
始
ま
る
。
原

則
と
し
て
2
回

目
完
了

か
ら
8
か

月
以

降
が

対
象
で
、
医

療
従

事
者

か
ら
開

始
。
高

齢
者

等
は

来
年
1
月

以
降
。

1
2
.0
1

国
交

省
は
1
日
、
日

本
に
到

着
す
る
全
て
の

国
際

線
の

新
規

予
約

受
付
を
1
2
月

末
ま
で
停

止
す
る
よ
う
、
国

内
外

の
航

空
会

社
に
1
1
月
2
9
日

付
け
で
要

請
し
た
と
明
ら
か
に
し
た
。

1
2
.0
2

国
交

省
は
2
日
、
邦

人
の

年
末

の
帰

国
需

要
が

多
い
こ
と
か
ら
国

際
線

の
新

規
予

約
受
付

を
再

開
す
る
と
発

表
。
わ
ず
か
3
日
で
の

撤
回
で
政

府
の

対
策

が
迷

走
。

1
2
.0
3

県
文

化
観

光
ス
ポ
ー
ツ
部

は
、
「
お
き
な
わ

彩
発

見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
第
4
弾
」
を
来

年
3
月
ま

で
延

長
す
る
方

針
を
明
ら
か
に
し
た
。

1
2
.0
5

米
ブ
ル
ー
ム
バ
ー
グ
通

信
な
ど
に
よ
る
と
、
日

本
を
含
め
6
0
か

国
・
地

域
が
ワ
ク
チ
ン
の
追

加
接

種
に
着

手
し
た
と
報

道
。

1
2
.0
7

県
の
「
お
き
な
わ

彩
発

見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
第
4
弾
」
の

執
行

率
が
1
1
月

末
現

在
で
1
4
％
に
と

ど
ま
る
こ
と
が

議
会

の
質

問
で
判

明
。
事

業
予

算
6
2
億

円
で
委

託
費
を
除
い
た
5
6
億

円
の

う
ち
販

売
額

は
7
億
8
千

万
円
で
あ
っ
た
。

1
2
.0
8

岸
田

首
相

は
衆

院
本

会
議
で
、
1
8
歳

以
下

の
子
ど
も
へ

の
現

金
と
ク
ー
ポ
ン
の

給
付
に
つ

い
て
、
自

治
体

の
実

情
に
応
じ
て
現

金
で
の

給
付
も
可

能
と
す
る
と
表

明
し
た
。

1
2
.0
8

日
銀

那
覇

支
店

は
8
日
、
県

内
景

況
は

厳
し
い
状

況
に
あ
る
が

持
ち
直
し
の

動
き
が

み
ら
れ

る
と
8
か

月
ぶ
り
に
上

方
修

正
し
た
（
1
0
月

の
指

標
が
ﾍ
ﾞｰ
ｽ
）
。

1
2
.0
8

県
は
8
日
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
対

象
で
は
な
い
1
2
歳

未
満

の
子
ど
も
を
対

象
に
、
無

料
で
Ｐ
Ｃ
Ｒ

検
査
す
る
と
発

表
。
期

間
は
1
5
日

か
ら
来

年
2
月
6
日
（
旧

正
月

の
週
）
。

1
2
.1
3

英
国

は
1
3
日
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
に
感

染
し
た
患

者
が

死
亡
し
た
と
明
ら
か
に
し
た
。
英

国
で

初
め
て
、
公

式
な
確

認
は

世
界
で
も
初
と
み
ら
れ
る
。

1
2
.1
3

米
ジ
ョ
ン
ズ
ホ
プ
キ
ン
ズ
大

の
1
3
日

の
集

計
に
よ
る
と
、
米

国
で
の

感
染

者
が

累
計
で
5
千

万
人
を
超
え
、
死

者
は
8
0
万

人
で
世

界
最

多
。
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
確

認
も
首

都
ワ
シ
ン
ト
ン
と

3
0
州
に
拡

大
。

1
2
.1
3

厚
労

省
は
1
3
日
、
特

例
措

置
を
設
け
て
い
る
雇

用
調

整
助

成
金
な
ど
の

支
給

決
定

額
（
1
0

日
時

点
）
が
2
0
2
0
年

春
か
ら
の

累
計
で
5
兆
4
6
2
億

円
に
な
っ
た
と
明
ら
か
に
し
た
。

1
2
.1
3

厚
労

省
は
1
3
日
、
海

外
か
ら
到

着
し
た
男

女
4
人
に
つ
い
て
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

へ
の

感
染
を
確

認
し
た
と
発

表
。
国

内
で
の

感
染

者
は

計
1
7
人
で
全

員
が

海
外

か
ら
の

到
着

後
に
判

明
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
2
.1
3

厚
労

省
は
ワ
ク
チ
ン
の

職
場
で
の
3
回

目
接

種
に
つ
い
て
企

業
や

大
学

か
ら
の

申
請

受
付

を
始
め
る
。
接

種
開

始
は

来
年
3
月
を
予

定
。

1
2
.1
3

日
本

野
球

機
構
と
1
2
球

団
は
1
3
日
、
来

年
2
月

の
春

季
キ
ャ
ン
プ
で
宮

崎
、
沖

縄
、
高

知
の

3
県
い
ず
れ
も
観

客
の

見
学
を
認
め
る
方

針
で
あ
る
こ
と
を
確

認
し
た
。

1
2
.1
5

政
府

は
1
8
歳

以
下

へ
の
1
0
万

円
相

当
の

給
付
に
つ
い
て
現

金
と
ク
ー
ポ
ン
給

付
を
基

本
と

す
る
が
、
現

金
一

括
給

付
と
現

金
を
2
回
に
分
け
て
給

付
す
る
3
方

式
を
示
し
た
。

1
2
.1
6

厚
労

省
は
モ
デ
ル
ナ
製

の
ワ
ク
チ
ン
を
3
回

目
の

追
加

接
種
に
使
う
こ
と
を
特

例
承

認
し

た
。
1
7
日

か
ら
3
回

目
接

種
に
使

用
で
き
る
。

1
2
.1
7

岸
田

首
相

は
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

へ
の

包
括

強
化

策
を
発

表
。
ワ
ク
チ
ン
の
3
回

目
接

種
を
医
療

従
事

者
や

高
齢

者
3
1
0
0
万

人
へ

の
接

種
開

始
を
従

来
の
8
か

月
か
ら
6
か

月
に
前

倒
し
。

米
フ
ァ
イ
ザ
ー
と
飲

み
薬
2
0
0
万

人
分

の
確

保
も
基

本
合

意
し
た
。

1
2
.1
7

県
は
1
7
日
、
キ
ャ
ン
プ
・
ハ
ン
セ
ン
で
働
く
日

本
人

基
地

従
業

員
が

県
内
で
初
め
て
オ
ミ
ク
ロ

ン
株
に
感

染
し
た
と
発

表
。
ま
た
米

国
か
ら
ハ
ン
セ
ン
に
到

着
し
た
隊

員
9
9
人

の
感

染
が
確

認
さ
れ
、
ク
ラ
ス
タ
ー
が

発
生
し
た
。

1
2
.1
7

県
は
1
7
日
、
「
お
き
な
わ

彩
発

見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
第
4
弾
」
の

対
象
に
鹿

児
島

県
か
ら
の
観

光
客
も
加
え
る
と
発

表
。
2
0
日

の
宿

泊
か
ら
対

象
。
沖

縄
県

民
は

鹿
児

島
旅

行
で
鹿

児
島

県
の

割
引

事
業
を
使
え
る
よ
う
に
な
る
。
た
だ
、
内

容
の

異
な
る
事

業
へ

の
対

応
が

煩
雑
に

な
る
こ
と
へ

の
懸

念
も
。

1
2
.1
7

航
空
5
社

は
年

末
年

始
（
1
2
月
2
5
日

～
1
月
4
日
）
の

沖
縄

路
線

の
予

約
人

数
は

約
4
4
万
人

9
千

人
で
前

年
比
5
.9
％

増
加
、
1
9
年

比
で
は
2
0
.2
％

減
と
発

表
。

1
2
.1
7

東
京

商
工
リ
サ
ー
チ
沖

縄
支

店
の

調
査
（
6
0
社

が
回

答
）
に
よ
る
と
、
年

末
・
年

始
の

忘
年

会
・
新

年
会
を
「
開

催
し
な
い
」
が
7
6
.7
％
を
占
め
、
1
0
月

調
査

か
ら
2
8
.1
ポ
イ
ン
ト
増

加
。
オ

ミ
ク
ロ
ン
株
で
自

粛
ム
ー
ド
が

広
が
る
。

1
2
.1
8

岸
田

首
相

は
1
8
日
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

感
染

の
水

際
対

策
の

強
化

措
置

の
期

限
を
年

末
か
ら

来
年

初
め
ま
で
継

続
す
る
方

針
を
示
し
た
。

1
2
.1
8

全
日

空
は
、
新

型
コ
ロ
ナ
対

策
と
し
て
退

職
後
5
年

以
内
な
ら
正

社
員
と
し
て
復

職
で
き
る

「
カ
ム
バ
ッ
ク
制

度
」
の

導
入
を
検

討
、
2
0
2
2
年

度
の

開
始
を
目

指
す
。

1
2
.1
8

県
は

米
軍
キ
ャ
ン
プ
・
ハ
ン
セ
ン
で
新
た
に
米

軍
属

の
夫

婦
が
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
に
感

染
し
た

こ
と
を
発

表
。
ハ
ン
セ
ン
の
ク
ラ
ス
タ
ー
は

過
去

最
多

の
1
5
8
人
に
拡

大
し
た
。

1
2
.1
9

琉
球

新
報

社
の

調
べ
で
、
1
8
歳

以
下

へ
の
1
0
万

円
相

当
の

支
給
に
つ
い
て
、
県

内
4
1
市

町
村

の
う
ち
2
4
市

町
村

が
年

内
に
現

金
で
一

括
給

付
す
る
こ
と
が

判
明
。

1
2
.2
0

新
型
コ
ロ
ナ
対

策
を
含
む
2
0
2
1
年

度
補

正
予

算
が

参
院
で
可

決
・
成

立
。
補

正
予

算
と
し

て
過

去
最

大
の
3
6
兆

円
で
、
1
8
歳

以
下

の
子
ど
も
に
1
0
万

円
相

当
を
支

給
す
る
た
め
の
財

源
も
手

当
し
た
。

1
2
.2
0

県
は
2
0
日
、
米

軍
キ
ャ
ン
プ
・
ハ
ン
セ
ン
の

新
型
コ
ロ
ナ
の

大
規

模
ク
ラ
ス
タ
ー
で
感

染
者

が
1
8
6
人
に
上
っ
た
と
発

表
。
県

は
在

沖
米

軍
ト
ッ
プ
と
日

本
政

府
に
米

兵
ら
の

基
地

か
ら

の
外

出
禁

止
を
要

請
す
る
こ
と
に
し
た
。

1
2
.2
0

県
は
2
0
日
、
経

済
対

策
関

係
団

体
会

議
で
ワ
ク
チ
ン
接

種
・
検

査
陰

性
証

明
の

活
用
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
の

案
を
示
し
た
。

1
2
.2
2

米
食

品
医

薬
品

局
は
2
2
日
、
フ
ァ
イ
ザ
ー
社

の
治

療
薬
「
パ
ク
ス
ロ
ビ
ド
」
の

緊
急

使
用
を

許
可
し
た
。
米

国
で
飲

み
薬

が
許

可
さ
れ
た
の

は
初
め
て
。

1
2
.2
2

県
は

新
規

感
染

者
数

が
一

定
水

準
を
超
え
た
と
し
て
、
本

部
町
な
ど
北

部
保

健
所

管
内
の

5
町

村
に
「
感

染
拡

大
注

意
報
」
を
出
し
た
。

1
2
.2
3

在
日

米
軍

は
2
3
日
、
今

年
9
月

以
降
、
キ
ャ
ン
プ
・
ハ
ン
セ
ン
を
含
む
全

国
の

米
軍

基
地
に

入
る
際
、
米

国
出

国
時

の
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
義

務
を
解

除
し
て
い
た
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

1
2
.2
3

県
は

新
た
に
2
5
人

が
感

染
し
た
と
発

表
。
2
桁

は
1
1
月
1
5
日

以
来
。
7
割

が
北

部
。
基

地
従

業
員

関
係
で
4
人

が
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
で
の

感
染
と
な
り
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

陽
性

者
は

計
1
0
人
と

な
っ
た
。

1
2
.2
4

政
府

は
2
3
日
、
2
0
2
2
年

度
の

実
質

成
長

率
見

通
し
を
3
.2
％
と
閣

議
決

定
し
た
。
経

済
対
策

の
効

果
を
反

映
さ
せ
、
7
月

時
点

の
2
.2
％

か
ら
上

方
修

正
。
2
1
年

度
は
3
.7
％

か
ら
2
.6
％
に

引
き
下
げ
。

1
2
.2
4

厚
労

省
は
2
4
日
、
米
メ
ル
ク
社

の
飲

み
薬
「
モ
ル
ヌ
ピ
ラ
ビ
ル
」
を
特

例
承

認
し
た
。
国

内
初

の
軽

症
者

が
使
え
る
飲

み
薬
で
自

宅
で
も
服

用
可

能
な
た
め
医

療
負

担
の

軽
減
も
期

待
で

き
る
。

1
2
.2
4

県
文

化
観

光
ス
ポ
ー
ツ
部

は
2
4
日
、
2
0
2
1
年

度
の

入
域

観
光

客
数

の
見

込
み

が
前

年
比

5
1
％

増
の
3
9
1
万

人
に
な
る
と
発

表
。
1
9
年

度
比
で
は
5
9
％

減
と
な
る
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
2
.2
5

厚
労

省
集

計
に
よ
る
と
、
生

活
保

護
に
至
る
前

の
相

談
を
受
け
る
全

国
の
「
自

立
相

談
支

援
機

関
」
で
2
0
2
1
年

上
期

の
新

規
相

談
が
3
0
万
7
千

件
と
な
り
、
2
0
年

同
期

比
で
は

減
少
し

た
が
、
コ
ロ
ナ
前

の
1
9
年

同
期

比
で
は
2
.5
倍
と
な
っ
た
。

1
2
.2
6

県
の

専
門

家
会

議
で
、
本

島
北

部
で
の

感
染

者
急

増
で
医

療
が

逼
迫
し
、
ほ

ぼ
満

床
と

な
っ
た
こ
と
か
ら
、
自

宅
療

養
も
選

択
肢
と
す
る
方

針
が

示
さ
れ
た
。

1
2
.2
7

文
科

省
は

国
公

私
立

大
の

入
試
で
「
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
」
感

染
者

の
濃

厚
接

触
者

の
受

験
を
認

め
な
い
と
し
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
撤

回
し
、
無

症
状
・
陰

性
者

は
別

室
で
の

受
験
を
可

能
に
す

る
と
発

表
。

1
2
.2
8

県
は
、
「
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
」
に
新
た
に
2
人

が
感

染
し
た
と
発

表
（
計
1
2
人

が
感

染
）
。
う
ち
1
人

は
基

地
と
は

関
わ
り
が
な
い
市

中
感

染
。
県

内
で
の

市
中

感
染

は
初
。

1
2
.2
8

政
府

は
6
5
歳

以
上

の
3
回

目
の
ワ
ク
チ
ン
接

種
に
つ
い
て
接

種
間

隔
の

短
縮
を
決
め
た
。
2

月
以

降
の

接
種

の
1
月

前
倒
し
も
容

認
す
る
。

1
2
.2
9

山
口

県
は
2
9
日
、
米

軍
岩

国
基

地
で
基

地
関

係
者
8
0
人

が
新

規
感

染
し
た
と
発

表
。

1
2
.3
0

県
は
3
0
日
、
5
0
人

が
新

規
感

染
し
た
と
発

表
。
5
0
人
を
超
え
る
の

は
9
月
3
0
日

の
6
4
人
以

来
。
ま
た
米

軍
関

係
で
は
4
5
人

が
感

染
。

1
2
.2
9

欧
州

各
国
で
2
9
日
、
新

規
感

染
者

が
前

日
に
続
き
過

去
最

多
を
更

新
し
た
。
仏
で
2
0
万
8

千
人
、
英
で
1
9
万
3
千

人
、
伊
、
ス
ペ
イ
ン
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
も
最

多
を
記

録
。

22
00
22
22
年年

22
00
22
22
年年

22
00
22
22
年年

1
.0
3

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ズ
大
に
よ
る
と
、
米

国
の
1
日

当
た
り
の

新
規

感
染

が
初

の
1
0
0
万

人
を
超
え
る
。
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

が
猛

威
を
振
る
い
、
一

気
に
感

染
が

拡
大
し
た
。
ワ
ク
チ
ン
の

追
加

接
種

の
対

象
を
1
6
歳

か
ら
1
2
歳

以
上
に
引
き
下
げ
、
2
回

目
か
ら
の

間
隔
も
6
か

月
か

ら
5
か

月
に
縮
め
た
。

1
.0
3

県
は
3
日
、
1
3
0
人

が
新

規
感

染
し
た
と
発

表
。
1
0
0
人
を
超
え
る
の

は
、
1
1
5
人
だ
っ
た
昨
年

9
月
2
5
日

以
来
。

1
.0
4

岸
田

首
相

は
4
日
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

へ
の

対
応
で
陽

性
者

全
員

の
入

院
と
濃

厚
接

触
者
の

宿
泊

施
設

待
機
と
す
る
現

行
措

置
を
見

直
す
と
表

明
。
医

療
逼

迫
回

避
の
た
め
、
重

症
度

に
応
じ
て
自

宅
療

養
も
。

1
.0
4

県
は
4
日
、
2
2
5
人

が
新

規
感

染
し
た
と
発

表
。
米

軍
関

係
は
1
6
4
人

が
感

染
。
玉

城
知
事

は
第
6
波
に
突

入
し
た
と
述

べ
、
「
重

点
措

置
」
へ

の
移

行
も
検

討
す
る
と
し
た
。

1
.0
4

沖
縄

都
市
モ
ノ
レ
ー
ル

は
4
日
、
2
0
2
1
年

の
乗

客
数

が
前

年
比
8
.4
％

減
の
1
1
6
6
万
2
6
0
0
人

で
あ
っ
た
と
発

表
。
コ
ロ
ナ
の

長
期

化
が

影
響
し
た
。

1
.0
4

県
は
4
日
、
「
お
き
な
わ

彩
発

見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
の

新
規

予
約
・
販

売
を
7
日

か
ら
停

止
す
る

こ
と
を
決

定
。
那

覇
市
も
5
日

か
ら
「
那

覇
と
ま
ー
る
ク
ー
ポ
ン
第
2
弾
」
の

受
け
付
け
を
延
期

す
る
と
発

表
。

1
.0
5

県
は
5
日
、
新

規
感

染
者

が
前

日
比

約
2
.7
倍
と
な
る
6
2
3
人
だ
っ
た
と
発

表
。
玉

城
知

事
は

重
点

措
置

の
適

用
を
政

府
に
求
め
る
方

針
を
固
め
る
。
政

府
は
7
日
に
も
重

点
措

置
の
適

用
を
決

定
す
る
見

通
し
。
県

は
9
～
3
1
日
を
想

定
し
て
い
る
。

1
.0
6

政
府

は
米

国
に
対
し
、
在

日
米

軍
基

地
で
の

米
兵

の
外

出
制

限
を
含
む
感

染
拡

大
防
止

措
置

の
強

化
と
徹

底
を
求
め
る
。

1
.0
6

県
は
6
日
、
9
8
1
人

が
新
た
に
感

染
し
、
過

去
最

多
で
あ
っ
た
8
月
2
5
日

の
8
0
9
人
を
大

幅
に

上
回
っ
た
と
発

表
。
県

は
政

府
に
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

県
内

全
域

へ
の

適
用
を

要
請
。
ま
た
、
米

軍
関

係
は
1
6
2
人
で
あ
っ
た
。

1
.0
7

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ズ
大

の
集

計
に
よ
る
と
感

染
者

が
世

界
全

体
で
3
億

人
を
超
え
る
。

感
染

力
の

強
い
「
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
」
の

流
行
と
年

末
年

始
休

暇
で
感

染
が

拡
大
。

1
.0
7

政
府

は
７
日
、
沖

縄
、
広

島
、
山

口
に
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

適
用
を
決

定
。
沖

縄
の

期
間

は
9
日

か
ら
3
1
日
ま
で
。

1
.0
7

県
は
7
日
、
1
4
1
4
人

の
新

規
感

染
を
確

認
し
た
と
発

表
。
千

人
を
超
え
る
の

は
初
め
て
。
米

軍
関

係
の

感
染
も
2
5
4
人
で
最

多
と
な
る
。
政

府
の

重
点

措
置

の
適

用
を
受
け
、
県

は
飲
食

店
に
営

業
時

間
の

短
縮
な
ど
を
求
め
る
。

1
.0
7

県
は
7
日
、
2
1
の

医
療

機
関
で
職

員
が

感
染

者
や

濃
厚

接
触

者
と
な
り
、
欠

勤
し
て
い
る
医

療
従

事
者

が
過

去
最

多
の
3
1
3
人
に
な
っ
た
と
発

表
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
.0
8

国
内
で
8
日
、
今

年
最

多
と
な
る
8
4
8
0
人

の
新

規
感

染
が

確
認
さ
れ
た
。
8
千

人
を
超
え
る

の
は

昨
年
9
月
1
1
日

以
来
で
、
1
週

間
で
約
1
6
倍
に
急

増
。

1
.0
8

県
は
8
日
、
1
7
5
9
人

の
新

規
感

染
を
確

認
し
た
と
発

表
。
最

多
を
更

新
。
米

軍
関

係
も
最
多

の
3
0
2
人
。
医

療
従

事
者

の
欠

勤
は
4
3
7
人
と
な
り
、
1
4
医

療
機

関
で
診

療
制

限
。

1
.0
9

日
米

両
政

府
は
9
日
、
在

日
米

軍
関

係
者

の
施

設
・
区

域
外
で
の

行
動
を
1
0
日

か
ら
1
4
日

間
、
必

要
不

可
欠
な
活

動
の

み
に
制

限
す
る
と
の

共
同

声
明
を
発

表
。

1
.0
9

県
は
9
日
、
新

規
感

染
が
1
5
3
3
人
と
発

表
。
3
日

連
続
で
千

人
を
超
え
る
。
ま
た
、
感

染
者
の

自
宅

療
養

者
が
2
5
4
5
人
に
上
る
と
明
ら
か
に
し
た
。
家

族
へ

の
感

染
を
懸

念
し
た
車

中
泊

に
県

は
エ
コ
ノ
ミ
ー
症

候
群

の
危

険
性
を
指

摘
。

1
.1
0

県
は
1
0
日
、
自

宅
療

養
中

の
患

者
が
3
6
4
0
人
と
発

表
。
昨

年
8
月
3
0
日

の
3
1
3
9
人
を
上
回

り
、
過

去
最

多
を
更

新
。

1
.1
1

世
界

銀
行

は
2
0
2
2
年

の
世

界
全

体
の

実
質

成
長

率
を
4
.1
％
と
予

測
。
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
感

染
拡

大
や

物
価

高
に
よ
り
、
昨

年
6
月

時
点

の
予

測
よ
り
0
.2
％

の
下

方
修

正
。

1
.1
1

Ｗ
Ｈ
Ｏ
欧

州
地

域
事

務
局

長
は
1
1
日
、
今

後
6
～
8
週

間
で
管

内
人

口
の

半
数

以
上

が
感

染
す
る
と
の

見
通
し
を
示
し
た
。
米

国
で
1
0
日
に
報

告
さ
れ
た
新

規
感

染
者

は
過

去
最
多

の
1
4
0
万
6
千

人
。

1
.1
1

岸
田

首
相

は
1
1
日
、
こ
れ
ま
で
対

象
外

の
1
2
歳

未
満

の
子
ど
も
へ

の
ワ
ク
チ
ン
接

種
を
早

期
に
始
め
る
と
表

明
。
3
回

目
接

種
も
高

齢
者
に
加
え
一

般
分
も
前

倒
し
す
る
意

向
。

1
.1
1

文
科

省
は
1
1
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
の

影
響
で
大

学
入

学
共

通
テ
ス
ト
を
受
け
ら
れ
な
く
な
っ
た

受
験

生
に
、
国

公
立

の
2
次

試
験
な
ど
個

別
試

験
の

み
で
合

否
判

定
を
可

能
に
す
る
よ
う

全
国

の
大

学
に
通

知
し
た
。
ま
た
追

試
験
で
4
月

以
降

の
入

学
が
で
き
る
よ
う
な
柔

軟
な
対

応
も
求
め
た
。

1
.1
1

政
府

は
1
1
日
、
時

短
要

請
に
応
じ
た
飲

食
店
に
支

払
う
協

力
金
に
つ
い
て
、
感

染
対

策
を

行
っ
て
い
る
認

証
店

へ
の

支
給

額
を
酒

類
停

止
や

時
短
を
条

件
に
非

認
証

店
と
同

水
準
に

で
き
る
よ
う
運

用
を
見

直
す
と
発

表
。
認

証
店

か
ら
支

給
水

準
の

改
善
を
求
め
る
声
に
応
じ

る
こ
と
に
。

1
.1
1

レ
ン
タ
カ
ー
事

業
の
ト
ラ
ベ
ル
レ
ン
タ
カ
ー
は
1
1
日
、
東

京
地

裁
へ

民
事

再
生

法
の

適
用
を

申
請
、
関

連
会

社
の

松
宮
オ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス
も
同

日
申

請
。
2
社

の
負

債
総

額
は
2
7
億
6
千

万
円
。
コ
ロ
ナ
関

連
倒

産
と
な
る
。

1
.1
2

中
国
で
新

型
コ
ロ
ナ
の

感
染
を
抑
え
る
た
め
、
1
2
日
ま
で
に
西

安
市
な
ど
3
都

市
の

計
約
2

千
万

人
が

都
市

封
鎖

の
状

態
に
置

か
れ
た
。
北

京
冬

季
五

輪
（
2
月
4
日

開
幕
）
が

目
前
に

迫
り
強

権
で
感

染
を
封
じ
込
め
る
。

1
.1
2

厚
労

省
は
1
2
日
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

対
策
で
、
医

師
や

看
護

師
の

欠
勤

者
増

加
に
よ
る
医
療

逼
迫
を
回

避
す
る
た
め
、
濃

厚
接

触
者
に
な
っ
た
場

合
で
も
、
毎

日
の

検
査
で
陰

性
が
確

認
さ
れ

れ
ば

勤
務
で
き
る
と
自

治
体
に
通

知
し
た
。

1
.1
2

1
2
日

の
在

沖
米

軍
基

地
内

の
新

規
感

染
者

は
2
9
5
人
と
な
り
、
1
週

間
の

新
規

感
染

者
数

を
2
0
1
1
年

公
表

の
人

口
の
1
0
万

人
当
た
り
で
試

算
す
る
と
4
6
9
1
人
と
な
り
、
国

内
最

多
の

沖
縄

県
の
7
.8
4
倍
、
爆

発
的

感
染
と
な
っ
て
い
る
欧

米
を
上

回
っ
て
い
る
。

1
.1
2

県
教

育
委

員
会

は
1
2
日
、
感

染
拡

大
に
よ
る
保

健
所
で
の

検
査

業
務

が
逼

迫
し
て
い
る
こ

と
か
ら
、
学

校
で
の
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
の

対
象
を
変

更
し
、
濃

厚
接

触
者
に
限

定
す
る
と
発

表
。

1
.1
3

政
府

は
1
3
日
、
3
回

目
の
ワ
ク
チ
ン
接

種
に
関
し
て
6
4
歳

以
下

は
2
回

目
と
の

間
隔
を
8
か

月
か
ら
7
か

月
へ
と
1
か

月
前

倒
し
と
し
、
高

齢
者

は
原

則
6
か

月
に
短

縮
す
る
方

針
を
発
表

し
た
。

1
.1
3

国
立

感
染

症
研

究
所

は
1
3
日
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

感
染

者
の
う
ち
軽

症
者

は
約
6
割

で
あ
っ
た

と
の

分
析

結
果
（
8
1
7
人

の
デ
ー
タ
解

析
）
を
公

表
。
症

状
が
あ
る
人

は
8
7
％
で
発

熱
が
最

も
多
く
、
中

等
症

は
0
.7
％
、
重

症
者

は
い
な
か
っ
た
。

1
.1
3

県
は
1
3
日
、
1
8
1
7
人

の
新

規
感

染
を
発

表
。
米

軍
関

係
も
5
6
0
人
で
と
も
に
過

去
最

多
。
療

養
中

の
患

者
は
1
万
9
5
6
人
で
1
万

人
を
超
え
、
う
ち
7
0
1
8
人

が
自

宅
療

養
中
。

1
.1
3

県
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー
協

会
に
よ
る
と
2
0
2
0
年
3
月

末
で
6
7
4
7
人
だ
っ
た
乗

務
員

数
が
2
1

年
1
1
月
に
は

約
1
0
％

減
の
6
0
6
8
人
と
な
っ
て
い
る
。
退

職
者
と
は

別
に
休

業
も
2
0
0
人

ほ
ど

い
る
。

1
.1
3

県
が

新
規

感
染

者
を
分

析
し
た
結

果
、
5
～
8
日

は
2
0
代

が
5
0
％

超
で
あ
っ
た
が
、
1
3
日
は

1
3
％
と
な
り
、
感

染
が

各
年

代
に
広

が
り
始
め
た
こ
と
が

判
明
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
.1
4

厚
労

省
は
1
4
日
、
感

染
拡

大
を
受
け
て
濃

厚
接

触
者

の
待

機
期

間
を
現

在
の
1
4
日

か
ら

1
0
日

間
に
短

縮
す
る
と
発

表
。
ま
た
エ
ッ
セ
ン
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
に
限
り
、
最

短
で
待

機
6
日

目
の

検
査
で
陰

性
な
ら
解

除
で
き
る
。
医

療
従

事
者

は
濃

厚
接

触
者
で
も
毎

日
の

検
査
で

陰
性
で
あ
れ

ば
出

勤
で
き
る
。

1
.1
4

県
は

時
短

要
請
に
応
じ
た
飲

食
店
な
ど
に
支

払
う
協

力
金
に
つ
い
て
新
た
に
要

件
を
拡
充

す
る
と
発

表
。

1
.1
5

国
内
で
1
5
日
、
新

規
感

染
者

が
2
万
5
7
4
2
人
と
2
日

連
続
で
2
万

人
を
超
え
た
。
静

岡
県
で

死
者
1
人

が
「
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
」
に
感

染
し
て
い
た
こ
と
が

確
認
さ
れ
、
同

株
感

染
者
で
の
死

者
は

国
内

初
と
み
ら
れ
る
。

1
.1
5

県
は
1
5
日
、
1
8
2
9
人

の
新

規
感

染
を
発

表
。
自

宅
療

養
者
8
0
9
0
人
、
療

養
中

患
者
1
万

2
5
4
0
人
も
最

多
を
更

新
。

1
.1
5

県
は
1
5
日
、
専

門
家

会
議
で
厚

労
省
な
ど
の

調
査
で
、
「
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
」
の

濃
厚

接
触
者

の
発

症
は
5
日

以
内
で
、
う
ち
約
8
割

は
3
日

以
内
に
発

症
し
て
い
る
と
の

結
果
を
報

告
し

た
。

1
.1
8

国
内

の
新

規
感

染
者

が
1
8
日
、
3
万
2
1
9
7
人
と
な
り
、
初
め
て
3
万

人
を
超
え
た
。

1
.1
8

岸
田

首
相

は
1
8
日
、
「
ワ
ク
チ
ン
・
検

査
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
に
よ
る
行

動
制

限
緩

和
を
い
っ
た
ん

停
止
す
る
方

針
を
表

明
。
観

光
、
飲

食
業

界
で
は

突
然

の
方

針
転

換
に
困

惑
が

広
が
る
。

1
.1
9

政
府

は
1
9
日
、
首

都
圏
な
ど
1
3
都

県
に
「
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
」
の

適
用
を
決

定
。
適

用
中

の
広

島
、
山

口
、
沖

縄
と
合

わ
せ
、
対

象
は
1
6
都

県
に
広

が
る
。

1
.1
9

国
内

の
新

規
感

染
者

が
1
9
日
、
4
万
1
4
8
7
人
と
初
め
て
4
万

人
を
超
え
、
2
日

連
続
で
過
去

最
多
を
更

新
。
2
8
都

道
府

県
で
最

多
を
更

新
。
大

阪
で
は

年
明
け
に
は
1
％

程
度
だ
っ
た
1

週
間

の
陽

性
率

が
1
8
.9
％
ま
で
急

上
昇
。
死

者
は
1
9
人
。
重

症
者

は
第
5
波
ピ
ー
ク
時

の
8

分
の
1
程

度
と
な
っ
て
い
る
。

1
.1
9

観
光

庁
は
1
9
日
、
2
0
2
1
年

の
訪

日
客

数
は
2
4
万
5
9
0
0
人
で
、
1
9
6
4
年

の
統

計
開

始
以

降
、
最

少
だ
っ
た
と
発

表
。
2
0
年

比
は
9
4
.0
％

の
マ
イ
ナ
ス
。

1
.1
9

山
際

経
済

再
生

担
当

相
は
1
9
日
、
全

国
各

地
と
沖

縄
県

内
の

空
港
を
結

ぶ
航

空
便

の
搭

乗
者
を
対

象
に
今

月
2
0
日

か
ら
2
月

末
ま
で
無

料
検

査
を
実

施
す
る
と
発

表
。
離

島
特
有

の
医

療
体

制
へ

の
懸

念
か
ら
。

1
.2
1

専
門

家
の

有
志

は
2
1
日
、
さ
ら
に
感

染
が

急
拡

大
し
た
場

合
、
重

症
化
リ
ス
ク
の

低
い
若

年
層
に
は

外
来

医
療

の
機

能
不

全
を
防
ぐ
た
め
、
受

診
せ
ず
自

宅
療

養
を
可

能
と
す
る
こ

と
も
あ
り
得
る
と
方

針
転

換
を
促
す
提

言
を
厚

労
省

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
公

表
し
た
。

1
.2
1

厚
労

省
は
2
1
日
、
5
～
1
1
歳

の
子
ど
も
に
接

種
す
る
米
フ
ァ
イ
ザ
ー
製

の
ワ
ク
チ
ン
を
特
例

承
認
し
た
。
日

本
で
こ
の

年
齢

層
へ

の
ワ
ク
チ
ン
が

承
認
さ
れ
た
の

は
初
め
て
。

1
.2
1

県
は
2
0
日
、
感

染
症

対
策

本
部

会
議
を
開
き
、
医

療
提

供
体

制
が

逼
迫
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、
県

の
警

戒
レ
ベ
ル
を
感

染
ま
ん
延

期
に
当
た
る
「
レ
ベ
ル
3
Ａ
」
に
引
き
上
げ
た
。

1
.2
2

県
は
2
2
日
、
1
3
1
3
人

の
新

規
感

染
を
発

表
。
7
0
代

男
性

が
9
日
に
死

亡
し
、
1
月

以
降

の
第

6
波
で
初

の
死

者
と
な
っ
た
。

1
.2
2

県
内
で
2
2
日
ま
で
の
1
週

間
の

感
染

者
の

合
計

が
8
4
9
0
人
と
な
り
、
昨

年
1
1
月
1
4
日

の
週

以
来
、
9
週

間
ぶ
り
に
減

少
に
転
じ
た
。

1
.2
3

オ
ミ
ク
ロ
ン
株
で
爆

発
的
に
感

染
者

が
増
え
た
南
ア
フ
リ
カ
や

英
国
、
カ
ナ
ダ
な
ど
で
感
染

拡
大

の
ピ
ー
ク
を
超
え
た
と
の

認
識

が
広

が
っ
て
い
る
。
米

国
も
伸
び
が

鈍
化
し
、
頭

打
ち

の
気

配
。

1
.2
3

厚
労

省
は
2
3
日
ま
で
に
、
沖

縄
県

の
介

護
施

設
に
限
り
、
濃

厚
接

触
者
と
な
っ
た
介

護
職

員
が

毎
日

の
検

査
で
の

陰
性

確
認
な
ど
一

定
の

条
件
を
満
た
し
た
場

合
に
限
り
、
勤

務
を

可
能
と
す
る
通

知
を
出
し
た
。
県

内
で
は

欠
勤
に
よ
る
人

手
不

足
の

影
響

が
深

刻
化
し
て

い
る
。

1
.2
4

後
藤

厚
労

相
は
2
4
日
、
医

療
の

逼
迫
す
る
地

域
で
は

重
症

化
リ
ス
ク
の

低
い
若

者
ら
は
自

ら
の

検
査
だ
け
で
医

師
の

診
断
な
く
感

染
者
と
判

断
し
、
自

宅
療

養
に
移
る
の
を
認
め
る
と

表
明
し
た
。
医

療
機

関
や

保
健

所
の

負
担
を
減
ら
す
の

が
狙
い
。

1
.2
4

県
は
2
4
日
、
直

近
1
週

間
の

人
口
1
0
万

人
当
た
り
新

規
感

染
者

数
が
1
8
日
を
ピ
ー
ク
に
減

少
に
転
じ
て
い
る
一

方
、
入

院
患

者
は
3
0
日
ま
で
増

加
す
る
と
の

予
測
を
発

表
。
感

染
ま
ん

延
期
を
脱
す
る
の

は
2
月
3
日

頃
と
み
て
い
る
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
.2
4

玉
城

知
事

は
2
4
日
、
県

内
3
か

所
に
設

置
す
る
広

域
ワ
ク
チ
ン
接

種
セ
ン
タ
ー
を
2
月
5
日
に

も
稼

働
す
る
と
発

表
。
県

は
同

日
、
ワ
ク
チ
ン
の
3
回

目
接

種
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

案
を
発

表
。

1
.2
5

国
際

通
貨

基
金

は
2
5
日

発
表
し
た
世

界
経

済
見

通
し
で
2
0
2
2
年

の
世

界
の

実
質

成
長
率

を
4
.4
％
と
し
、
昨

年
1
0
月

時
点

の
予

測
か
ら
0
.5
ポ
イ
ン
ト
下

方
修

正
し
た
。
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
感

染
拡

大
や

物
価

高
騰
な
ど
が

影
響
。

1
.2
5

国
内
で
2
5
日
に
初
め
て
6
万

人
を
超
え
る
6
万
2
6
1
0
人

の
新

規
感

染
が

確
認
さ
れ
た
。
政
府

は
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
を
1
8
道

府
県
に
追

加
適

用
す
る
こ
と
を
決

定
し
た
。
対

象
地

域
は
3
4
都

道
府

県
に
拡

大
。
期

間
は
2
7
日

か
ら
2
月
2
0
日
ま
で
。
沖

縄
、
広

島
、
山

口
3
県

も
今

月
3
1
日
ま
で
の

期
限
を
2
月
2
0
日
ま
で
延

長
す
る
。

1
.2
5

県
は
2
5
日
、
2
0
2
1
暦

年
の

入
域

観
光

客
数

が
前

年
比
1
9
.3
％

減
の
3
0
1
万
6
7
0
0
人
だ
っ
た

と
発

表
。
1
9
年

比
で
は
7
0
.3
％

減
で
あ
っ
た
。

1
.2
5

県
疫

学
統

計
・
解

析
委

員
会

は
2
5
日
、
先

週
の

新
規

感
染

者
の
う
ち
7
0
歳

以
上

の
感

染
経

路
で
は

介
護

施
設

が
最

多
で
2
4
％
に
上
る
と
分

析
。
県

内
の

社
会

福
祉

施
設
で
は
2
3
日

時
点
で
4
2
施

設
が

医
療

支
援

が
必

要
な
事

態
と
な
っ
て
い
る
。

1
.2
5

県
は
2
5
日
、
薬

局
な
ど
で
購

入
し
た
抗

原
検

査
キ
ッ
ト
で
陽

性
と
な
っ
た
人
を
医

師
の

診
断

に
結
び
つ
け
る
「
抗

原
定

性
検

査
・
陽

性
者

登
録
セ
ン
タ
ー
」
を
2
6
日

か
ら
運

用
す
る
と
発

表
し
た
。
医

療
現

場
の

負
担
を
軽

減
す
る
狙
い
が
あ
る
。

1
.2
6

米
ブ
ル
ー
ム
バ
ー
グ
通

信
の

集
計
に
よ
る
と
世

界
の
ワ
ク
チ
ン
の

接
種

回
数

が
累

計
で

1
0
0
億

回
に
達
し
た
。
日

本
は
2
億

回
で
国

別
で
は
6
番

目
に
多
い
が
ブ
ー
ス
タ
ー
接

種
で
出

遅
れ
て
い
る
。
1
0
0
億

回
の
う
ち
1
0
億

回
分

は
公

平
供

給
を
目

指
す
「
Ｃ
Ｏ
Ｖ
Ａ
Ｘ
」
で
供

給
。

1
.2
6

国
内

の
新

規
感

染
者

が
2
6
日
、
7
万
1
6
3
3
人
と
初
め
て
7
万

人
を
超
え
た
。
死

者
は
3
4
人
。

1
.2
7

英
国

の
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
で
2
7
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
対

策
と
し
て
の

行
動

規
制

の
ほ
と
ん
ど
が
解

除
さ
れ
た
。
マ
ス
ク
着

用
義

務
が
な
く
な
り
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
証

明
書
も
不

要
に
な
っ
た
。

1
.2
7

抗
原

検
査
キ
ッ
ト
が

不
足
し
て
お
り
、
後

藤
厚

労
相

は
有

症
状

者
に
対
す
る
行

政
検

査
を

担
う
医

療
機

関
な
ど
に
優

先
供

給
す
る
方

針
を
明
ら
か
に
し
た
。

1
.2
7

県
は

重
点

措
置

の
延

長
に
伴
う
対

処
方

針
を
決

定
し
た
。
こ
れ
ま
で
の

対
策
に
加
え
、
エ
ッ

セ
ン
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
な
ど
社

会
機

能
維

持
に
不

可
欠
な
事

業
者

は
「
事

業
継

続
計

画
」
の

再
点

検
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
。

1
.2
7

東
京

商
工
リ
サ
ー
チ
沖

縄
支

店
が
2
7
日

発
表
し
た
2
0
2
1
年

の
県

内
企

業
の

休
廃

業
・
解
散

件
数

は
3
5
1
件
で
あ
っ
た
。
過

去
最

多
と
な
っ
た
前

年
か
ら
3
3
件

減
少
し
た
が
、
過

去
4
番
目

に
高
い
水

準
。
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
業

況
悪

化
、
後

継
者

不
足

が
背

景
に
あ
る
と
み
て
い
る
。

1
.2
8

在
日

米
軍

は
2
8
日
、
1
0
日

か
ら
実

施
し
て
い
た
米

軍
関

係
者

の
基

地
施

設
・
区

域
外
で
の

行
動

制
限
を
3
1
日
で
終

了
す
る
と
発

表
。

1
.2
8

厚
労

省
は
2
8
日
、
全

国
の

自
宅

療
養

者
が
2
6
日
0
時

時
点
で
過

去
最

多
の
2
6
万
3
9
9
2
人

に
上
っ
た
と
発

表
。
1
週

間
で
約
1
6
万

人
増
え
、
第
5
波
ピ
ー
ク
時

の
昨

年
9
月
1
日

時
点
の

1
3
万
1
千

人
の
2
倍
と
な
る
。

1
.2
8

国
内
で
2
8
日
、
新

規
感

染
が
8
万
1
8
2
2
人
と
な
り
、
初
め
て
8
万

人
を
超
え
、
4
日

連
続
で
過

去
最

多
を
更

新
。

1
.2
8

岸
田

首
相

は
2
8
日
、
濃

厚
接

触
者

の
待

機
期

間
を
現

在
の
1
0
日

か
ら
7
日

間
に
短

縮
す
る

と
表

明
。
エ
ッ
セ
ン
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は

検
査
を
組

み
合

わ
せ
て
5
日

目
に
待

機
を
解

除
で

き
る
。

1
.2
8

後
藤

厚
労

相
は
2
8
日
、
中

等
症
、
重

症
患

者
向
け
に
使

用
さ
れ
て
き
た
抗
ウ
イ
ル
ス
薬
レ

ム
デ
シ
ベ
ル
を
重

症
化

の
危

険
が

高
い
軽

症
者
ら
に
対
し
て
も
用
い
る
と
表

明
。

1
.2
8

厚
労

省
は
2
8
日
、
2
0
2
1
年
1
0
月

末
の

外
国

人
労

働
者

は
1
7
2
万
7
2
2
1
人
で
前

年
比
0
.2
％

の
微

増
に
と
ど
ま
っ
た
と
発

表
。
新

型
コ
ロ
ナ
の

水
際

対
策
で
技

能
実

習
生

が
初
め
て
減

少
し
た
。

1
.2
8

沖
縄

労
働

局
は
2
8
日
、
2
0
2
1
年
1
0
月

末
の

県
内

外
国

人
労

働
者

が
前

年
比
2
.7
％

減
の
1

万
4
9
8
人
だ
っ
た
と
発

表
。
雇

用
状

況
届

出
が

義
務

化
さ
れ
た
0
7
年

以
降
で
初

の
減

少
。
入

国
規

制
で
技

能
実

習
生

や
留

学
生

が
減

少
し
た
。

1
.2
8

沖
縄

振
興

開
発

金
融

公
庫

は
2
8
日
、
政

策
金

融
評

価
報

告
書
で
新

型
コ
ロ
ナ
関

連
融
資

が
2
0
2
0
年
2
月

～
2
1
年
3
月

末
ま
で
に
決

定
ベ
ー
ス
で
1
万
3
6
4
9
件
、
2
8
0
2
億

円
に
上
っ
た

と
報

告
。
全

資
金

の
貸

付
残

高
は
コ
ロ
ナ
禍

前
の
1
8
年

度
末

か
ら
2
0
年

度
末

は
1
.2
倍

の
1

兆
3
1
9
億

円
に
増

加
し
た
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

1
.2
8

県
は
2
8
日
、
累

計
感

染
者

は
8
万
5
3
1
人
で
、
7
万

人
を
超
え
た
1
9
日

か
ら
9
日

間
で
8
万
人

を
超
え
た
と
発

表
。
入

院
患

者
は
4
4
8
人
で
流

行
第
6
波
で
は

病
床

使
用

率
が

初
め
て
7
0
％

に
上

が
っ
た
。

1
.2
9

県
は
2
9
日
ま
で
に
市

町
村

別
の
ワ
ク
チ
ン
の
1
回

目
接

種
率
（
2
3
日

時
点
）
を
公

表
し
た
。

中
部

保
健

所
管

内
で
県

が
目

標
と
す
る
7
割
に
達
し
て
い
な
い
地

域
が

集
中
す
る
状

況
が

続
い
て
い
る
。
年

代
が

若
い
ほ
ど
接

種
率

が
下

が
る
傾

向
が
あ
る
。

1
.3
1

観
光

庁
は
3
1
日
、
2
0
2
1
年

の
国

内
の

旅
館
・
ホ
テ
ル

宿
泊

人
数

が
前

年
比
4
.8
％

減
の
延

べ
3
億
1
5
7
5
万

人
だ
っ
た
と
発

表
。
1
9
年

比
で
は
4
7
.0
％

減
。

2
.0
1

後
藤

厚
労

相
は
1
日
、
ワ
ク
チ
ン
の
3
回

目
接

種
を
巡
り
、
職

域
接

種
会

場
の

人
数

要
件
を

現
在

の
千

人
以

上
か
ら
5
0
0
人

以
上
に
緩

和
す
る
と
発

表
。
複

数
の

中
小

企
業

が
共

同
で

実
施
す
る
場

合
の

費
用

補
助
も
引
き
上
げ
る
。

2
.0
1

ワ
ク
チ
ン
の
3
回

目
接

種
で
医

療
従

事
者

や
6
5
歳

以
上

の
高

齢
者

の
う
ち
、
1
月
ま
で
に
接

種
を
済
ま
せ
た
の

は
約
4
4
8
万

人
（
3
0
.5
％
）
に
と
ど
ま
る
こ
と
が
1
日
、
政

府
集

計
で
分

か
っ

た
。
沖

縄
県

は
4
1
.8
％
だ
っ
た
。

2
.0
1

県
は
1
日
、
2
0
2
1
年

の
完

全
失

業
者

が
2
万
8
千

人
で
前

年
比
3
千

人
増
、
完

全
失

業
率
は

3
.7
％
で
同
0
.4
ポ
イ
ン
ト
上

昇
し
た
と
発

表
。
沖

縄
労

働
局

は
同

日
、
有

効
求

人
倍

率
が
0
.8

倍
で
前

年
比
0
.1
ポ
イ
ン
ト
低

下
、
全

国
最

下
位
だ
っ
た
と
発

表
。

2
.0
2

厚
労

省
は
2
日
、
同

居
家

族
が

感
染
し
た
人

の
濃

厚
接

触
者
と
し
て
の

自
宅

待
機

期
間
を

従
来
よ
り
短

縮
で
き
る
よ
う
見

直
す
と
発

表
。
1
7
日

間
に
及
ん
で
い
た
家

族
待

機
を
7
日
間

に
短

縮
。

2
.0
2

国
内
で
2
日
、
新

規
感

染
が
9
万
4
9
0
8
人
と
な
り
、
初
め
て
9
万

人
を
超
え
た
。

2
.0
2

県
子

育
て
支

援
課
に
よ
る
と
、
新

型
コ
ロ
ナ
で
1
月
に
休

園
し
た
保

育
所

や
認

定
こ
ど
も
園

な
ど
保

育
施

設
は
3
3
3
か

所
で
、
感

染
者

数
は
1
3
2
7
人
（
児

童
7
5
4
人
、
職

員
5
7
3
人
）
だ
っ

た
。

2
.0
3

国
内
で
3
日
、
新

規
感

染
が
1
0
万
4
4
7
0
人
と
な
り
初
め
て
1
0
万

人
を
超
え
た
。

2
.0
3

政
府

は
3
日
、
和

歌
山

県
に
ま
ん
延

防
止

等
重

点
措

置
を
適

用
す
る
と
決

定
し
た
。
適

用
期

間
は
5
～
2
7
日
。
適

用
地

域
は
3
5
都

道
府

県
と
な
っ
た
。

2
.0
3

玉
城

知
事

は
3
日
、
全

県
に
適

用
し
て
い
る
重

点
措

置
に
関
し
、
7
日
に
宮

古
島

市
と
多
良

間
村

が
解

除
基

準
を
満
た
し
た
こ
と
か
ら
、
措

置
区

域
か
ら
除

外
す
る
と
発

表
。
時

短
要
請

は
7
日

以
降

解
除
。

2
.0
5

オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
一

種
で
主

流
型
を
上

回
る
感

染
力
を
持
つ
派

生
型
「
Ｂ
Ａ
・
2
」
が

日
本
を
含

む
約
6
0
か

国
で
確

認
さ
れ
た
こ
と
が

各
国

の
研

究
で
判

明
し
た
。
「
ス
テ
ル
ス
（
隠

れ
）
オ
ミ

ク
ロ
ン
」
の

異
名
を
持
つ
。

2
.0
6

世
界

銀
行

は
コ
ロ
ナ
禍
で
の

学
校

閉
鎖
な
ど
に
よ
る
学

力
低

下
で
生

徒
ら
が

生
涯
を
通
じ

て
得
ら
れ
る
は
ず
だ
っ
た
収

入
を
失
い
、
世

界
全

体
で
損

失
額

が
1
7
兆
ド
ル
（
約
2
千

兆
円
）

に
上
る
可

能
性

が
あ
る
と
の

試
算
を
ま
と
め
た
。
世

界
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の

約
1
4
％
に
相

当
す
る
と

し
た
。

2
.0
6

中
国

の
文

化
観

光
省

は
、
中

国
の

春
節
に
伴
う
大

型
連

休
（
1
月
3
1
日

～
2
月
6
日
）
の

国
内

旅
行

者
数

が
2
億
5
1
0
0
万

人
と
前

年
同

期
よ
り
2
％

減
っ
た
と
発

表
し
た
。
観

光
収

入
も

2
8
9
1
億

元
（
約
5
兆
2
0
0
0
億

円
）
で
同
3
.9
％

減
と
落
ち
込
ん
だ
。
新

型
コ
ロ
ナ
で
個

人
消
費

の
停

滞
が

鮮
明
と
な
っ
た
。

2
.0
7

内
閣

府
は
７
日
、
日

本
経

済
の

報
告

書
で
新

型
コ
ロ
ナ
で
政

府
が

実
施
し
た
経

済
対

策
の

事
業

規
模

が
約
2
9
3
兆

円
に
上
る
と
の

集
計

結
果
を
示
し
た
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
5
4
％
に
相

当
し
、

日
米

欧
の

主
要

国
で
最

高
で
あ
っ
た
。

2
.0
7

県
は
7
日
、
約
8
6
0
6
億

円
と
な
る
2
0
2
2
年

度
の

当
初

予
算

案
を
発

表
し
た
。
当

初
予

算
で
8

千
億

円
を
超
え
る
の

は
初
め
て
。
新

型
コ
ロ
ナ
対

策
費

約
1
2
8
1
億

円
な
ど
が

総
額
を
押
し

上
げ
た
。

2
.0
8

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ズ
大

の
集

計
に
よ
る
と
、
新

型
コ
ロ
ナ
の

累
計

感
染

者
数

が
8
日
、

世
界

全
体
で
4
億

人
を
超
え
た
。
1
億

人
の

増
加
に
要
し
た
日

数
は
3
2
日
で
、
2
億

人
か
ら
3

億
人
に
達
し
た
1
5
6
日
と
比

較
し
て
桁

違
い
の

速
さ
と
な
っ
た
。
累

計
死

者
数

は
5
7
6
万
人

超
。

2
.0
8

厚
労

省
は
8
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
対

策
と
し
て
患

者
の

入
院

期
間
を
4
日

間
に
短

縮
可

能
と
す

る
目

安
を
提

示
。
酸

素
投

与
が

不
要
な
場

合
な
ど
が

対
象
。
こ
れ
ま
で
は

発
症

日
か
ら
1
0

日
間

経
過

後
と
し
て
い
た
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

2
.0
9

米
国
で
マ
ス
ク
着

用
義

務
を
撤

廃
す
る
動
き
が

相
次
い
で
い
る
。
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州

は
9
日
、

小
売

店
・
レ
ス
ト
ラ
ン
な
ど
に
求
め
て
き
た
屋

内
で
の
マ
ス
ク
着

用
義

務
を
撤

廃
。
感

染
者

数
が

大
き
く
減

少
す
る
中
、
厳

格
な
防

止
策

か
ら
正

常
化
に
向
け
て
緩

和
へ
と
動
き
出
し

た
。

2
.1
0

厚
労

省
は
1
0
日
、
米
フ
ァ
イ
ザ
ー
が

開
発
し
た
飲

み
薬
「
パ
キ
ロ
ビ
ッ
ド
」
を
特

例
承

認
し

た
。
軽

症
者

が
使
え
る
飲

み
薬

は
米
メ
ル
ク
社

の
「
モ
ル
ヌ
ピ
ラ
ビ
ル
」
に
次
ぐ
2
種

類
目
。

2
.1
0

政
府

は
1
0
日
、
重

点
措

置
を
1
3
日
ま
で
適

用
し
て
い
る
1
3
都

県
に
つ
い
て
、
感

染
拡

大
が

続
い
て
い
る
こ
と
か
ら
3
月
6
日
ま
で
の

延
長
を
決

定
。
新
た
に
高

知
県
も
同

日
を
期

限
と
し

て
1
2
日

か
ら
対

象
に
追

加
。
措

置
の

対
象

は
3
6
都

道
府

県
に
増
え
る
。

2
.1
0

厚
労

省
の

分
科

会
は
1
0
日
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
の

努
力

義
務

規
定
に
つ
い
て
5
～
1
1
歳

の
子

ど
も
は

適
用

外
と
す
る
こ
と
を
了

承
。
妊

婦
は

新
た
に
適

用
対

象
と
す
る
。

2
.1
1

国
内
で
の

死
者

数
が
1
1
日
、
累

計
で
2
万

人
を
超
え
た
。
死

者
数

は
高

齢
者
を
中

心
に
増

加
傾

向
が

続
く
。
全

体
の

致
死

率
は

概
算
で
0
.5
％
、
死

者
数

は
7
0
代

以
上

が
全

体
の

8
4
％
を
占
め
て
い
る
。

2
.1
2

岸
田

首
相

は
1
2
日
、
外

国
人

の
新

規
入

国
を
原

則
禁

止
し
て
い
る
水

際
強

化
措

置
に
つ
い

て
緩

和
の

方
向
で
検

討
す
る
考
え
を
表

明
し
た
。
現

行
期

限
の

今
月

末
ま
で
は

維
持
す

る
。

2
.1
4

厚
労

省
は
1
4
日
、
全

国
の

自
宅

療
養

者
が
9
日

時
点
で
5
4
万
3
千

人
と
な
り
、
過

去
最

多
を

更
新
し
た
と
発

表
。

2
.1
5

国
内
で
新
た
に
8
万
4
千

人
の

感
染

者
が

報
告
さ
れ
、
累

計
で
4
0
0
万

人
を
超
え
た
。
今

月
3

日
に
3
0
0
万

人
を
超
え
た
ば

か
り
で
、
わ

ず
か
1
2
日
で
1
0
0
万

人
以

上
増

加
し
た
。

2
.1
5

政
府

は
1
5
日
、
都

道
府

県
別
に
3
回

目
の
ワ
ク
チ
ン
接

種
率
を
公

表
。
沖

縄
県

は
1
0
.4
％
、

最
も
高
い
の

は
佐

賀
県
（
1
5
.6
％
）
で
、
最
も
低
い
の

は
秋

田
県
（
7
.1
％
）
、
全

国
で
は

1
0
.3
％
。

2
.1
5

内
閣

府
は
2
0
2
1
年
1
0
～
1
2
月

期
の

国
内

総
生

産
（
実

質
、
速

報
値
）
が

前
期

比
1
.3
％

増
と

発
表
。
プ
ラ
ス
成

長
は
2
四

半
期

ぶ
り
だ
が
、
今

年
1
～
3
月

は
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
流

行
で
急

減
速

が
避
け
ら
れ
な
い
見

通
し
で
あ
る
。

2
.1
6

玉
城

知
事

は
1
6
日
、
重

点
措

置
の
2
1
日

以
降

の
適

用
を
政

府
に
要

請
し
な
い
方

針
を
示

し
、
政

府
に
伝

達
し
た
。
政

府
は

沖
縄

の
重

点
措

置
を
解

除
す
る
見

通
し
。

2
.1
7

岸
田

首
相

は
1
7
日
、
水

際
対

策
を
3
月

か
ら
緩
め
る
と
表

明
。
外

国
人

の
新

規
入

国
を
観

光
を
除
き
順

次
認
め
、
1
日

の
入

国
者

総
数

の
上

限
を
「
オ
ミ
ク
ロ
ン
型
」
対

策
を
と
る
前
の

5
0
0
0
人
に
戻
す
。

2
.2
0

政
府

は
山

形
、
島

根
、
山

口
、
大

分
、
沖

縄
の
5
県
を
重

点
措

置
の

適
用

期
限
で
あ
る
2
0
日

で
解

除
し
た
。
措

置
の

適
用

が
続
く
の

は
3
1
都

道
府

県
で
3
月
6
日
を
期

限
と
し
て
い
る
。

2
.2
0

県
内

の
重

点
措

置
が

適
用

期
限

の
2
0
日
で
終

了
す
る
。
飲

食
店

へ
の

時
短

営
業

の
要
請

も
解

除
さ
れ
る
が
、
県

は
引
き
続
き
感

染
対

策
の

徹
底
を
求
め
て
い
る
。

2
.2
2

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ズ
大

の
集

計
に
よ
る
と
、
2
2
日

の
米

国
の

新
規

感
染

者
数

は
約
8

万
4
千

人
で
8
0
万

人
を
超
え
た
1
月

中
旬
を
ピ
ー
ク
に
減

少
に
転
じ
て
い
る
。
地

方
政

府
で

は
感

染
防

止
対

策
を
緩
め
る
動
き
が

加
速
し
て
い
る
。

2
.2
3

政
府

は
2
3
日
ま
で
に
、
感

染
症

の
発

生
動

向
を
把

握
す
る
た
め
の

監
視

体
制
に
つ
い
て
、

見
直
し
も
視

野
に
検

討
を
始
め
た
。
感

染
者

急
増
に
よ
っ
て
保

健
所
な
ど
の

負
担

増
、
報
告

遅
れ

な
ど
の

問
題

が
起
き
て
い
る
。

2
.2
5

厚
労

省
は
2
5
日
、
雇

用
調

整
助

成
金

の
特

例
措

置
に
つ
い
て
、
2
2
年
6
月

末
ま
で
延

長
す

る
方

針
を
決
め
た
。

2
.2
5

県
は
2
5
日
、
県

民
の

県
内

旅
行
を
助

成
す
る
事

業
「
お
き
な
わ

彩
発

見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
第
4

弾
」
を
再

開
す
る
と
発

表
。
3
月
1
日

か
ら
受
け
付
け
、
利

用
は
3
日

か
ら
。
当

面
の

間
は
条

件
を
つ
け
感

染
再

拡
大

防
止
と
の

両
立
を
模

索
す
る
。

2
.2
8

国
内
で
の

感
染

者
の

累
計

が
5
0
0
万

人
を
超
え
た
。
今

年
に
入
っ
て
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
広
が

り
か
ら
3
0
0
万

人
以

上
が

感
染
し
た
。
死

者
は

連
日
2
0
0
人

前
後
で
推

移
。
3
回

目
の
ワ
ク
チ

ン
接

種
率

は
人

口
の
1
9
.3
％
、
高

齢
者

の
4
9
.0
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

3
.0
1

県
は
1
日
、
1
0
2
9
人

が
新

規
感

染
し
た
と
発

表
。
1
日

の
感

染
者

が
千

人
を
超
え
る
の

は
1

月
2
8
日

の
1
0
7
3
人

以
来
、
約
1
か

月
ぶ
り
。
累

計
の

感
染

者
は
1
0
万
6
0
9
人
で
、
1
0
万

人
を

超
え
た
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

3
.0
4

政
府

は
4
日
、
重

点
措

置
の

期
限
を
6
日
ま
で
適

用
し
て
い
る
3
1
都

道
府

県
に
つ
い
て
東

京
、
大

阪
な
ど
1
8
都

道
府

県
を
2
1
日
ま
で
延

長
し
、
福

岡
な
ど
1
3
県
を
解

除
す
る
こ
と
を
決

定
し
た
。

3
.0
5

県
は
5
日
、
感

染
者
2
人

の
検

体
か
ら
、
よ
り
強
い
感

染
力
を
持
つ
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
派

生
型

「
Ｂ
Ａ
・
2
」
が

県
内
で
初
め
て
確

認
さ
れ
た
と
発

表
し
た
。

3
.0
8

沖
縄
タ
イ
ム
ス
社

の
調

べ
に
よ
る
と
、
5
～
1
1
歳

の
小

児
へ

の
ワ
ク
チ
ン
接

種
を
久

米
島
町

（
既
に
接

種
開

始
）
や

那
覇

市
な
ど
1
6
市

町
村

が
今

月
中
に
始
め
る
予

定
で
あ
る
こ
と
が
わ

か
っ
た
。

3
.1
1

県
は
「
G
o
　
T
o
　
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
の

経
済

効
果

が
1
2
0
0
億

円
と
の

試
算
を
明
ら
か
に
し
た
。

予
算

は
3
7
7
億

円
で
、
約
4
3
0
万

人
泊
を
見

込
ん
で
い
る
。
県

の
「
彩

発
見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」

は
第
4
弾

の
当

初
予

算
か
ら
の

合
計
1
1
0
億

円
で
、
1
6
7
万

人
泊
、
1
6
8
億

円
の

効
果
を
見

通
し
た
。

3
.1
1

政
府

の
対

策
分

科
会

は
1
1
日
、
新

規
感

染
者

数
が

高
止
ま
り
し
て
い
て
も
医

療
へ

の
負
荷

が
低

下
す
る
と
見

込
め
れ

ば
、
重

点
措

置
を
解

除
で
き
る
と
す
る
新
た
な
考
え
方
を
概

ね
了

承
し
た
。

3
.1
4

英
政

府
は
1
4
日
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
率

が
高
ま
っ
た
こ
と
か
ら
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
で
1
8
日
に
水
際

対
策
を
全
て
撤

廃
す
る
と
発

表
。
水

際
対

策
を
除
く
規

制
は

既
に
撤

廃
さ
れ
て
お
り
、
コ
ロ

ナ
と
の

共
生

が
よ
り
鮮

明
に
な
っ
た
。

3
.1
5

2
0
2
1
年

の
か
り
ゆ
し
ウ
ェ
ア
が

前
年

比
で
2
割

超
の

減
少
と
な
る
こ
と
が

県
衣

類
縫

製
品
工

業
組

合
の
ま
と
め
で
分

か
っ
た
。
新

型
コ
ロ
ナ
の

長
期

化
で
外

出
自

粛
が

影
響
し
た
。

3
.1
6

中
国

各
地
で
感

染
が

拡
大
し
、
1
6
日

ま
で
に
計
4
千

万
人

以
上

が
事

実
上

の
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン

の
状

況
下
に
置

か
れ
た
。
初

期
に
湖

北
省
を
中

心
に
流

行
し
た
時

以
来

の
勢
い
で
感

染
者

が
増

加
し
て
い
る
。

3
.1
7

韓
国

政
府

は
1
7
日
、
1
日

当
た
り
新

規
感

染
者

数
が
6
2
万
1
3
2
8
人
に
上
っ
た
と
発

表
。
過

去
最

多
で
6
0
万

人
を
超
え
た
の

は
初
め
て
。
直

近
2
8
日

間
の

感
染

者
数
で
世

界
最

悪
と

な
っ
た
。

3
.1
7

政
府

は
1
7
日
、
1
8
都

道
府

県
に
適

用
中

の
重

点
措

置
を
2
1
日

の
期

限
で
全

面
解

除
す
る

こ
と
を
決

定
し
た
。

3
.1
8

Ｊ
Ｔ
Ｂ
は
1
8
日
、
2
0
2
2
年

の
国

内
旅

行
者

数
が

前
年

比
9
7
％

増
の
2
億
6
千

万
人
に
な
る
と

の
推

計
を
発

表
し
た
。
重

点
措

置
が

全
面

解
除
さ
れ
、
長

期
の

行
動

制
限

が
な
い
前

提
で

試
算
。
1
9
年

比
で
は
1
1
％

減
。

3
.1
9

沖
縄

生
麺

協
同

組
合

の
沖

縄
そ
ば

生
産

量
が
2
0
2
0
年

は
前

年
比
2
3
.3
％

減
で
、
1
9
7
6
年

以
来
、
最

低
と
な
っ
た
こ
と
が

分
か
っ
た
。
観

光
客

の
激

減
と
県

民
の

外
出

自
粛
で
落
ち
込

ん
だ
。

3
.2
0

県
の

専
門

家
会

議
は
2
0
日
、
一

般
事

業
所

や
小

中
高

校
で
感

染
者

が
確

認
さ
れ
て
も
濃

厚
接

触
者

は
特

定
せ
ず
、
無

症
状
な
ら
出

勤
や

登
校
も
制

限
し
な
い
方

針
を
概

ね
了

承
。

3
.2
3

県
の

観
光

事
業

者
等

支
援

課
長

は
2
3
日
、
県

議
会
で
新

型
コ
ロ
ナ
の

影
響
を
受
け
た
事
業

者
を
対

象
と
す
る
国

の
「
事

業
復

活
支

援
金
」
に
上

乗
せ
し
、
個

人
事

業
主
に
最

大
1
0
万

円
、
法

人
に
は
5
0
万

円
を
給

付
す
る
と
明
ら
か
に
し
た
。
予

算
は

約
2
1
億

円
を
計

上
。

3
.2
4

厚
労

省
の
ワ
ク
チ
ン
分

科
会

は
2
4
日
、
ワ
ク
チ
ン
の
4
回

目
接

種
の

実
施
に
向
け
て
準

備
を

開
始
す
る
こ
と
に
合

意
し
た
。
詳

細
は

今
後

詰
め
る
こ
と
に
。

3
.2
4

厚
労

省
は
4
月

か
ら
雇

用
調

整
助

成
金

の
審

査
を
厳

格
化
す
る
。
一

部
で
必

要
額
を
超
え

る
不

適
切
な
支

給
が

生
じ
て
い
る
こ
と
が

背
景
。

3
.2
4

県
は
2
4
日
、
9
8
1
人

が
新
た
に
感

染
し
た
と
発

表
。
2
日

連
続
で
9
0
0
人

台
と
な
っ
た
。
企
業

や
小

中
高

校
で
感

染
者

が
出
て
も
濃

厚
接

触
者

の
特

定
や

行
動

制
限

は
求
め
な
い
方
針

を
決

定
し
、
同

日
か
ら
適

用
し
た
。
県

民
向
け
の

無
料
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
は
4
月

末
ま
で
延

長
。

3
.2
5

Ｏ
Ｃ
Ｖ
Ｂ
は
2
5
日

の
定

時
理

事
会
で
、
2
0
2
2
年

度
の

入
域

観
光

客
数
に
つ
い
て
6
0
0
万

人
の

誘
客
を
目

指
す
と
発

表
。
国

内
客

は
5
9
0
万

人
、
外

国
客

は
1
0
月

以
降
1
0
万

人
の

受
入
れ

を
目

指
す
。

3
.2
6

県
は
2
6
日
、
直

近
1
週

間
の

人
口
1
0
万

人
当
た
り
新

規
感

染
者

数
が
3
2
4
.8
2
人
と
な
り
、
1

月
2
5
日

以
来
、
2
か

月
ぶ
り
に
全

国
最

多
と
な
っ
た
と
発

表
。
全

国
は

減
少

傾
向
に
あ
る
。

3
.3
0

厚
労

省
の

専
門

家
組

織
は
3
0
日

の
会

合
で
、
全

国
の

新
規

感
染

者
数

が
1
か

月
半

ぶ
り
に

増
加
に
転
じ
た
こ
と
か
ら
、
リ
バ
ウ
ン
ド
の

可
能

性
が

懸
念
さ
れ
る
と
し
て
、
注

意
を
呼
び
か

け
た
。

4
.0
1

政
府

は
1
日
、
水

際
措

置
を
緩

和
し
、
1
日

当
た
り
の

入
国

者
数

の
上

限
を
現

行
7
千

人
か
ら

1
万

人
に
引
き
上
げ
る
と
発

表
。
1
0
日

か
ら
適

用
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

4
.0
6

厚
労

省
の

専
門

家
組

織
は
6
日
、
全

世
代
で
新

規
感

染
者

が
増

加
傾

向
に
あ
り
、
複

数
の

専
門

家
は

既
に
流

行
「
第
7
波
」
が

始
ま
っ
て
い
る
と
の

見
解
を
示
し
た
。

4
.0
7

玉
城

知
事

は
7
日
、
新

規
感

染
者

が
1
3
5
5
人
で
1
6
日

連
続
で
前

週
を
上

回
っ
た
こ
と
を
踏
ま

え
「
も
は

や
第
7
波
に
突

入
し
た
と
認

識
せ
ざ
る
を
得
な
い
」
と
の

考
え
を
示
し
た
。

4
.0
7

県
は
「
九

州
・
沖

縄
」
な
ど
県

境
を
ま
た
ぐ
国

の
観

光
支

援
事

業
「
地

域
ブ
ロ
ッ
ク
割
」
運
用

に
つ
い
て
、
感

染
状

況
の

悪
化

か
ら
見

送
っ
た
こ
と
が
7
日

分
か
っ
た
。

4
.0
9

県
は
9
日
、
新

規
感

染
者

数
が
1
5
4
2
人
と
、
1
月
1
5
日

の
1
8
2
6
人

以
来
、
8
4
日

ぶ
り
に
1
5
0
0

人
を
超
え
た
と
発

表
。
5
日

連
続
で
1
0
0
0
人
を
超
え
、
病

床
使

用
率

は
4
2
％
と
な
る
。

4
.1
1

英
オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大

の
研

究
者
ら
に
よ
る
と
、
ワ
ク
チ
ン
接

種
率

が
世

界
で
急

減
速
し
て

い
る
こ
と
が

分
か
っ
た
。
重

症
化
し
に
く
い
派

生
型

が
各

国
で
主

流
と
な
り
、
追

加
接

種
に

対
す
る
意

欲
が

低
下
し
て
い
る
。

4
.1
1

政
府

は
1
1
日
、
ワ
ク
チ
ン
の
3
回

目
の

年
代

別
接

種
率
を
初

公
表
。
2
0
～
3
0
代

が
2
0
％
台

と
若
い
年

代
ほ
ど
低
い
傾

向
が

浮
き
彫
り
に
な
っ
た
。
政

府
は

大
学
に
働
き
か
け
る
考
え
を

示
し
た
。

4
.1
1

厚
労

省
は
1
1
日
、
成

田
空

港
に
着
い
た
3
0
代

女
性

の
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

派
生

型
「
A
X
」
へ

の
感

染
を
確

認
し
た
と
発

表
。
国

内
で
の

初
確

認
と
な
っ
た
。

4
.1
2

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ズ
大

の
集

計
に
よ
る
と
1
2
日
、
世

界
の

累
計

感
染

者
数

が
5
億
人

を
超
え
た
。
2
か

月
で
1
億

人
増

加
し
て
い
る
。
最

多
は

米
国
で
、
次
い
で
イ
ン
ド
、
ブ
ラ
ジ
ル

と
な
っ
て
い
る
。

4
.1
3

今
年
1
～
2
月

の
重

点
措

置
期

間
中
で
時

短
営

業
に
応
じ
た
飲

食
店
な
ど
へ

の
県

の
協
力

金
の

支
給

が
4
月
8
日

時
点
で
6
割
に
満
た
な
い
こ
と
が
1
3
日
に
判

明
。

4
.1
4

玉
城

知
事

は
1
4
日
、
山

際
経

再
相
と
意

見
交

換
し
、
4
月

末
ま
で
と
な
っ
て
い
る
県

民
向
け

の
無

料
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
の

延
長

や
商

業
施

設
で
の
ワ
ク
チ
ン
接

種
を
実

施
す
る
こ
と
で
一

致
し

た
。

4
.1
6

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

再
流

行
で
中

国
の
4
5
都

市
で
何
ら
か

の
都

市
封

鎖
が

行
わ

れ
、

対
象

者
が
3
億
7
3
0
0
万

人
に
上
る
こ
と
が
1
6
日
ま
で
に
分

か
っ
た
。
全

人
口

の
2
6
.4
％

が
行

動
制

限
を
受
け
て
い
る
計

算
に
な
る
。

4
.1
8

中
国

は
1
8
日
、
1
～
3
月

の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
前

年
同

期
比

伸
び
率

が
4
.8
％

増
と
な
っ
た
こ
と
を
発

表
。

3
月
に
限
る
と
小

売
売

上
高

や
雇

用
が

減
少
に
転
じ
て
お
り
、
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
規

制
で
都

市
封

鎖
が

広
が
っ
た
こ
と
が

影
響
。

4
.1
9

ＩＭ
Ｆ
は
1
9
日
、
2
0
2
2
年

の
世

界
経

済
見

通
し
を
3
.6
％
と
し
、
1
月

時
点

の
予

測
か
ら
0
.8
ポ

イ
ン
ト
下

方
修

正
し
た
。
コ
ロ
ナ
禍
に
加
え
、
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵

攻
が

主
因
。
日

本
は

2
.4
％
で
0
.9
ポ
イ
ン
ト
の

下
方

修
正
。

4
.1
9

厚
労

省
は
1
9
日
、
米

バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
企

業
ノ
バ

バ
ッ
ク
ス
が

開
発
し
た
ワ
ク
チ
ン
を
承

認
す
る
こ
と
を
了

承
。
国

内
で
使
え
る
4
種

類
目

の
ワ
ク
チ
ン
と
な
る
。
武

田
薬

品
工

業
が
製

造
し
、
流

通
も
担
う
。

4
.2
2

2
2
日
（
日

本
時

間
は
2
3
日
）
、
リ
オ
の
カ
ー
ニ
バ

ル
が
2
年

ぶ
り
に
開

催
。

4
.2
2

国
内

航
空

各
社

が
2
2
日
に
ま
と
め
た
ゴ
-
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー
ク
（
4
月
2
9
日

～
5
月
8
日
）
の

沖
縄

路
線

の
予

約
率

は
5
8
.6
％
と
な
っ
た
。
前

年
よ
り
予

約
人

数
は

増
え
て
い
る
が
、
1
9
年

比
で

は
振
る
わ
な
い
。

4
.2
3

厚
労

省
は
、
感

染
症
で
入

院
し
た
人

の
う
ち
約
1
0
％

は
退

院
か
ら
1
年
た
っ
た
時

点
で
も
後

遺
症
を
抱
え
て
い
る
可

能
性

が
あ
る
と
の

調
査

結
果
を
ま
と
め
、
2
2
日

発
表
し
た
。
筋

力
低

下
が

最
多
。

4
.2
4

松
野

官
房

長
官

は
2
4
日
、
沖

縄
県

庁
を
訪

れ
、
玉

城
知

事
と
会

談
し
た
。
沖

縄
県

の
3
回
目

の
ワ
ク
チ
ン
接

種
率

が
全

国
最

低
で
あ
る
こ
と
を
受
け
、
接

種
率

向
上
に
向
け
た
取
り
組
み

を
要

請
。
コ
ロ
ナ
対

策
関

係
の

補
助

金
交

付
に
つ
い
て
対

応
を
進
め
る
考
え
を
示
し
た
。

4
.2
6

玉
城

知
事

は
2
6
日
、
感

染
拡

大
を
抑
え
て
社

会
経

済
活

動
を
継

続
す
る
た
め
の

対
策

期
間

の
期

限
を
当

初
の
4
月
2
8
日

か
ら
5
月
2
2
日
に
延

長
す
る
と
発

表
し
た
。
無

料
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
は

4
月

末
か
ら
5
月
3
1
日
ま
で
延

長
す
る
。

4
.2
6

県
は
2
6
日
、
2
0
2
1
年

度
の

入
域

観
光

客
数

が
3
2
7
万
4
3
0
0
人
で
あ
っ
た
と
発

表
。
前

年
度

比
で
2
6
.7
％

増
と
3
年

ぶ
り
に
増

加
に
転
じ
た
。
1
9
年

度
比
で
は
6
5
.4
％

減
。

28



年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

4
.2
7

厚
労

省
は
2
7
日
、
ワ
ク
チ
ン
の
4
回

目
接

種
を
5
月

末
に
も
開

始
す
る
方

針
を
決
め
た
。
6
0

歳
以

上
と
持

病
の
あ
る
人
な
ど
を
対

象
と
し
、
3
回

目
接

種
か
ら
5
か

月
以

上
の

間
隔
を
あ

け
る
。

4
.2
7

県
内

の
レ
ン
タ
カ
ー
協

会
会

員
の
3
月

末
の

車
両

保
有

台
数

は
2
0
2
0
年

同
月

比
で
2
9
.8
％

減
の
1
万
5
2
7
6
台
と
な
り
新

型
コ
ロ
ナ
の

影
響
に
よ
る
減

車
で
供

給
不

足
が

顕
在

化
し
て
い

る
。

4
.2
7

沖
縄

労
働

局
は
2
6
日
、
2
0
2
1
年

度
の

有
効

求
人

倍
率

が
前

年
度

比
0
.0
4
ポ
イ
ン
ト
増
の

0
.8
3
倍
に
な
っ
た
と
発

表
。
新

型
コ
ロ
ナ
の

影
響
で
統

計
開

始
以

来
最

大
の

下
げ
幅
だ
っ
た

2
0
年

度
か
ら
改

善
。

4
.2
7

沖
縄

総
合

事
務

局
調

査
（
4
0
社

回
答
）
に
よ
る
と
、
人

手
不

足
感

が
強
ま
っ
た
企

業
が

3
7
.5
％
で
、
弱
ま
っ
た
の
1
5
.0
％
を
上

回
っ
た
。

4
.2
9

韓
国

政
府

は
2
9
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
対

策
と
し
て
の

屋
外
で
の
マ
ス
ク
着

用
義

務
を
5
月
2
日

に
解

除
す
る
と
発

表
し
た
。
5
0
人

以
上

の
集

会
や
ス
ポ
ー
ツ
観

戦
な
ど
は

除
く
。

4
.2
9

県
信

用
保

証
協

会
の

保
証

債
務

残
高

が
2
0
2
1
年

度
、
3
0
0
5
億

円
と
な
り
、
過

去
最

多
を
更

新
し
た
こ
と
が
2
9
日

分
か
っ
た
。
一

方
、
新
た
に
保

証
承

諾
さ
れ
た
額

は
前

年
度

比
7
2
.8
％

減
の
6
7
5
億

円
と
な
っ
た
。
前

年
度

は
コ
ロ
ナ
対

策
で
実

質
無

担
保
・
無

利
子

の
融

資
が
あ

り
、
過

去
最

多
だ
っ
た
が
、
コ
ロ
ナ
前

の
1
9
年

度
並

み
に
落
ち
着
い
た
。

5
.0
3

政
府

は
2
日
、
全

国
で
3
回

目
の
ワ
ク
チ
ン
を
打
ち
終
え
た
人

の
割

合
を
年

代
別
に
公

表
。

6
5
歳

以
上

は
8
0
％

超
に
対
し
、
2
0
代

は
3
2
％
、
3
0
代

は
3
6
％
。
沖

縄
県

は
2
0
代
、
3
0
代
と

も
に
接

種
率

が
最
も
低
い
。
松

野
官

房
長

官
は
4
月

下
旬
、
沖

縄
県
を
訪

れ
て
接

種
促
進

へ
の

協
力
を
要

請
し
た
。

5
.0
3

県
は
3
日
、
1
7
6
1
人

が
新
た
に
感

染
し
た
と
発

表
。
過

去
3
番

目
の

多
さ
。
県

は
若

者
の
ワ
ク

チ
ン
接

種
率

の
低
さ
が

感
染

拡
大

の
要

因
に
あ
る
と
の

考
え
を
示
し
た
。
ま
た
、
大

型
連
休

前
半

の
人

流
の

活
発

化
も
影

響
し
た
可

能
性
も
説

明
し
た
。

5
.0
3

沖
縄
タ
イ
ム
ス
に
よ
る
と
、
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
子

会
社
「
ア
グ
ー
プ
」
か
ら
の
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
位
置

情
報

の
デ
ー
タ
提

供
を
受
け
て
分

析
し
た
結

果
、
Ｇ
Ｗ
前

半
の

人
出

が
、
那

覇
空

港
駅
や

国
際

通
り
で
前

年
同

時
期

比
1
.4
～
1
.5
倍
に
増

加
し
た
こ
と
が
3
日
、
分

か
っ
た
。
行

動
制
限

が
な
い
大

型
連

休
で
人

の
動
き
が

活
発

化
し
て
い
る
。

5
.0
3

東
京

商
工
リ
サ
ー
チ
沖

縄
支

店
は
3
日
、
2
0
2
1
年

の
県

内
企

業
売

上
高
ラ
ン
キ
ン
グ
を
発

表
。
上

位
1
0
0
社

の
売

上
高

は
2
兆
7
4
0
0
億

円
で
前

年
比
1
1
.5
％

減
と
な
り
、
減

少
率
・
額
と

も
1
9
8
8
年

の
集

計
開

始
以

来
で
ワ
ー
ス
ト
を
記

録
し
た
。
コ
ロ
ナ
禍
で
の

経
済

活
動

停
滞
が

影
響
。

5
.0
4

2
0
2
0
年

度
、
コ
ロ
ナ
対

策
と
し
て
措

置
さ
れ
た
国

の
地

方
創

生
臨

時
交

付
金
に
つ
い
て
、
県

が
1
0
3
事

業
、
総

額
約
1
4
1
億

円
充

当
し
た
こ
と
が

分
か
っ
た
。
商

工
労

働
部
と
保

健
医
療

部
で
計
7
割

近
く
を
占
め
た
。

5
.0
4

新
型
コ
ロ
ナ
の

変
異

株
の
な
か
で
従

来
株
と
は

性
質

が
異
な
り
、
流

行
に
大
き
な
影

響
を

与
え
る
ウ
イ
ル
ス
は
、
今

後
も
数

年
に
1
度

の
割

合
で
出

現
す
る
と
の

試
算
を
、
京

都
大
の

西
浦

教
授
ら
の
チ
ー
ム
が
ま
と
め
た
。

5
.0
5

国
立

成
育

医
療

研
究
セ
ン
タ
ー
が
、
新

型
コ
ロ
ナ
が

子
ど
も
の

生
活

や
健

康
に
与
え
る
影

響
を
調

査
し
た
結

果
、
小

学
校

高
学

年
か
ら
中

学
生

の
1
～
2
割
に
う
つ
症

状
が

み
ら
れ
た

こ
と
が

分
か
っ
た
。

5
.0
5

岸
田

首
相

は
、
入

国
制

限
を
巡
り
、
6
月
に
は

他
の

先
進
7
か

国
並

み
に
円

滑
な
入

国
が
可

能
と
な
る
よ
う
水

際
対

策
を
さ
ら
に
緩

和
す
る
と
表

明
し
た
。
政

府
は

小
規

模
な
訪

日
客
ツ

ア
ー
を
早
け
れ

ば
5
月

中
に
試

行
し
、
段

階
的
に
受

入
れ

枠
を
拡

大
し
た
い
考
え
。

5
.0
5

沖
縄
タ
イ
ム
ス
は

県
内

主
要

企
業

へ
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
を
実

施
。
コ
ロ
ナ
か
ら
の

回
復
に
つ

い
て
は
「
2
0
2
4年

以
降
」
と
す
る
回

答
が

最
も
多

か
っ
た
。

5
.0
6

政
府

の
水

際
対

策
が
3
月

か
ら
緩

和
さ
れ
、
県

内
で
も
日

本
語

学
校

へ
の

留
学

生
や

技
能

実
習

生
を
受
け
入

れ
始
め
て
い
る
が
、
来

県
に
か

か
る
時

間
や
コ
ス
ト
、
県

内
の

感
染
状

況
か
ら
安

定
的
な
受
け
入

れ
が

維
持
で
き
る
か

見
通

せ
な
い
状

況
に
あ
る
。

5
.0
7

県
は
7
日

、
新
た
な
感

染
者

が
2
3
7
5
人
と
、
過

去
最

多
を
更

新
し
た
と
発

表
。
2
0
0
0
人
を
超

え
る
の

は
初
め
て
で
、
1
8
0
0
人

超
が

確
認
さ
れ
た
「
第
6
波
」
の
1
月
1
5
日

以
来
と
な
る
。
大

型
連

休
中

の
人

出
の

増
加

や
変

異
株
「
Ｂ
Ａ
・
2
」
へ

の
置
き
換

わ
り
が

進
ん
だ
こ
と
が

要
因

と
み
ら
れ
る
。

5
.0
7

3
年

ぶ
り
に
緊

急
事

態
宣

言
な
ど
行

動
制

限
が
な
い
今

年
の
Ｇ
Ｗ
は
、
各

地
で
人

出
が
増

加
、
4
月
2
9
日

か
ら
5
月
5
日
ま
で
の

午
後
3
時

台
の

那
覇

空
港

駅
の

人
出

は
平

均
で
2
6
％

増
と
な
っ
た
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

5
.1
0

2
0
2
1
年

度
の

家
計

調
査
で
2
人

以
上

世
帯

の
消

費
支

出
（
実

質
）
は

前
年

度
比
1
.6
％

増
で

4
年

ぶ
り
に
増

加
。
新

型
コ
ロ
ナ
に
よ
り
4
.9
％

減
と
な
っ
た
前

年
度

か
ら
の

反
動
で
、
外
食

や
旅

行
を
中

心
に
持
ち
直
し
た
。

5
.1
0

財
務

省
は
1
0
日
、
長

期
債

務
残

高
が
2
0
2
1
年

度
末
で
1
0
1
7
兆
1
千

億
円
に
な
っ
た
と
発

表
。
初
め
て
1
兆

円
を
超
え
た
。
社

会
保

障
費

の
増

加
や

新
型
コ
ロ
ナ
対

策
の

巨
額

支
出

が
要

因
。

5
.1
0

国
内

航
空

各
社

は
1
0
日
、
Ｇ
Ｗ
（
4
月
2
9
日

～
5
月
8
日
）
の

沖
縄

路
線

搭
乗

実
績
を
発

表
。

4
社

計
で
3
5
万
3
9
9
0
人
、
前

年
の
1
.6
倍
と
な
っ
た
。
1
9
年

比
で
は
7
～
8
割

の
水

準
。

5
.1
1

県
は
1
1
日
、
新
た
に
2
7
0
2
人

が
感

染
し
た
と
発

表
。
過

去
最

多
を
記

録
し
た
。
病

床
使
用

率
は
5
0
％
を
超
え
た
。

5
.1
2

北
朝

鮮
は
1
2
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

感
染

者
が

確
認
さ
れ
た
と
し
て
「
最

大
非

常
防

疫
体

制
」
へ

の
移

行
を
発

表
。
北

朝
鮮

が
感

染
確

認
を
明
ら
か
に
し
た
の

は
初
め
て
。
キ
ム

総
書

記
は
、
す
べ
て
の

市
や

郡
を
封

鎖
し
て
感

染
拡

大
を
抑
え
込
む
よ
う
指

示
し
た
。

5
.1
2

厚
生

労
働

省
は
1
2
日
、
成

田
空

港
に
着
い
た
男

性
3
人

が
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

派
生

型
の
「
B
A
・

4
」
と
「
B
A
5
」
に
感

染
し
て
い
る
の
を
確

認
し
た
と
発

表
。
南
ア
フ
リ
カ
な
ど
で
広

が
っ
て
お

り
、
感

染
者

の
確

認
は

国
内
で
初
め
て
。

5
.1
3

参
院

本
会

議
で
1
3
日
、
新
た
に
開

発
さ
れ
た
ワ
ク
チ
ン
や

治
療

薬
を
迅

速
に
使
え
る
よ
う
に

す
る
「
緊

急
承

認
」
制

度
の

新
設
を
盛
り
込
ん
だ
改

正
医

療
品

医
療

機
器

法
が

可
決
、
成

立
し
た
。

5
.1
3

国
内
で
の

新
型
コ
ロ
ナ
に
よ
る
死

者
が
1
3
日
、
計
3
万
2
0
人
と
な
っ
た
。
今

年
に
入
り
、
オ
ミ

ク
ロ
ン
株

の
流

行
に
よ
る
感

染
者

急
増
に
伴
い
、
高

齢
者
を
中

心
に
死

者
数

は
1
万
1
千
人

余
り
増
え
て
い
る
。

5
.1
7

北
朝

鮮
は
1
7
日
、
4
月

末
か
ら
の

発
熱

患
者

の
累

計
が

人
口

約
2
5
8
8
万

人
の
5
.7
％
に
当

た
る
約
1
4
8
万
3
千

人
に
な
っ
た
と
発

表
。
死

者
の

合
計

は
5
6
人
。
北

朝
鮮

は
中

国
か
ら
医

薬
品
を
搬

入
し
た
も
の
と
み
ら
れ
る
。

5
.1
9

政
府

の
新

型
コ
ロ
ナ
対

策
分

科
会

は
1
9
日
、
屋

外
で
会

話
が

少
な
い
徒

歩
で
の

移
動

時
な

ど
は
マ
ス
ク
を
着

用
す
る
必

要
は
な
い
と
す
る
見

解
を
ま
と
め
た
。

5
.2
0

厚
生

労
働

省
は
2
0
日
、
熱

中
症

の
リ
ス
ク
が

高
ま
る
夏
を
前
に
、
マ
ス
ク
着

用
に
関
す
る
考

え
方
を
発

表
し
た
。
外
で
人
と
の
す
れ

違
い
は

不
要
と
し
、
電

車
内
で
は

会
話
な
し
で
も
着

用
な
ど
と
し
た
。

5
.2
0

政
府

は
2
0
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
対

策
の

一
部

緩
和
を
発

表
。
水

際
対

策
で
は
6
月
1
日

か
ら
1

日
当
た
り
の

入
国

者
数

上
限
を
現

行
の
1
万

人
か
ら
2
万

人
に
引
き
上
げ
る
。
検

疫
措

置
は

流
行

状
況
な
ど
を
基
に
3
グ
ル
ー
プ
に
分

類
。

5
.2
4

訪
日

観
光
ツ
ア
ー
実

証
事

業
の

参
加

者
第
1
陣

が
2
4
日
、
米

国
か
ら
成

田
空

港
に
到

着
し

た
。
政

府
は

感
染

対
策

の
課

題
を
検

証
す
る
。

5
.2
5

ワ
ク
チ
ン
の
4
回

目
接

種
が
2
5
日
、
東

京
都

港
区
な
ど
準

備
の

整
っ
た
自

治
体
で
始
ま
る
。

対
象

者
は
6
0
歳

以
上
と
1
8
～
5
9
歳
で
持

病
が
あ
る
か

重
症

化
リ
ス
ク
が

高
い
と
医

師
が
認

め
る
人
に
限
ら
れ
る
。

5
.2
6

岸
田

首
相

は
2
6
日
、
訪

日
外

国
人

観
光

客
の

受
け
入

れ
を
6
月
1
0
日

か
ら
再

開
す
る
と
表

明
。
羽

田
な
ど
5
空

港
の

ほ
か
、
6
月

中
に
新

千
歳
、
那

覇
空

港
で
も
再

開
す
る
方

針
を
示
し

た
。

5
.3
0

厚
労

省
は
Ｊ
＆
Ｊ
グ
ル
ー
プ
会

社
の
ヤ
ン
セ
ン
フ
ァ
ー
マ
の
ワ
ク
チ
ン
の

製
造

販
売
を
承
認

す
る
こ
と
を
了

承
し
た
。
国

内
で
使
え
る
5
種

類
目

の
ワ
ク
チ
ン
と
な
る
。

6
.0
1

中
国

上
海

市
は

約
２
か

月
に
わ
た
っ
て
続
け
て
き
た
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
を
解

除
し
た
。
同

日
午

前
０
時

か
ら
大

部
分

の
住

民
の

外
出
を
許

可
す
る
。

6
.0
1

政
府

は
1
日
、
水

際
対

策
を
緩

和
し
、
１
万

人
だ
っ
た
１
日

当
た
り
の

入
国

者
上

限
を
２
万
人

に
引
き
上
げ
た
。
検

疫
で
は

国
・
地

域
を
感

染
リ
ス
ク
別
に
３
分

類
し
、
リ
ス
ク
の

小
さ
い
地

域
に
は

検
査
と
自

宅
待

機
を
免

除
す
る
。

6
.0
1

厚
生

労
働

省
の

専
門

家
組

織
は
1
日
、
無

症
状

の
子
ど
も
へ

の
検

査
は

特
別
な
目

的
が
あ

る
場

合
を
除
き
原

則
不

要
と
す
る
見

解
を
示
し
た
。

6
.0
4

共
同

通
信

の
調

査
で
４
日
、
モ
デ
ル
ナ
製

の
ワ
ク
チ
ン
の

使
用

状
況

は
2
7
市

区
が

有
効
期

限
を
迎
え
既
に
廃

棄
か

廃
棄

見
込

み
で
あ
る
こ
と
が

分
か
っ
た
。
廃

棄
量

は
7
3
万
9
千

回
分

で
、
フ
ァ
イ
ザ
ー
製

の
方

が
希

望
者

が
多
い
こ
と
が

背
景
に
あ
る
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

6
.0
8

国
土

交
通

省
は
7
日
、
訪

日
観

光
客

の
受
け
入

れ
指

針
を
公

表
し
た
。
旅

行
業

者
は
ツ

ア
ー
参

加
者
に
対
し
、
マ
ス
ク
着

用
や

消
毒

の
徹

底
、
海

外
旅

行
保

険
へ

の
加

入
な
ど
を

求
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

6
.0
8

訪
日

観
光

客
の

受
け
入

れ
が
1
0
日

か
ら
始
ま
る
が
、
那

覇
発

着
の

海
外

路
線

の
再

開
の
メ

ド
が

立
っ
て
い
な
い
。
入

国
者

数
の

上
限

が
あ
る
た
め
、
保

安
検

査
使

用
料

や
人

件
費
、
燃

料
費

の
高

騰
に
よ
る
コ
ス
ト
高
で
、
再

開
に
は

慎
重
に
な
っ
て
い
る
。

6
.1
0

日
本

政
府

は
訪

日
観

光
客

の
受
け
入

れ
を
解

禁
す
る
が
、
台

湾
の

保
険

会
社

は
海

外
旅

行
保

険
の

販
売
に
消

極
的
な
姿

勢
を
示
し
て
い
る
。
多
く
の

保
険

会
社

が
多

額
の

保
険
金

支
払
い
を
抱
え
、
海

外
旅

行
に
伴
う
リ
ス
ク
が

懸
念
さ
ｒて

い
る
。

6
.1
0

県
は
1
0
日
、
2
0
2
2
年

度
の

入
域

観
光

客
数

の
目

標
値
を
前

年
度

比
1
.8
倍

の
6
1
0
万

人
と
し

た
。
観

光
収

入
は
5
3
6
4
億

円
を
目

指
す
。
Ｇ
ｏ
　
Ｔ
ｏ
　
ト
ラ
ベ
ル

の
早

期
再

開
や

国
際

線
の

路
線

回
復
な
ど
に
取
り
組
む
と
し
た
。

6
.1
0

政
府

は
1
0
日
、
訪

日
観

光
客

の
入

国
手

続
き
を
2
年

ぶ
り
に
再

開
し
た
。
感

染
リ
ス
ク
が
低

い
9
8
の

国
・
地

域
が

対
象
で
添

乗
員

同
行

の
パ
ッ
ケ
ー
ジ
ツ
ア
ー
に
限
る
。

6
.1
5

岸
田

首
相

は
1
5
日
、
都

道
府

県
が

行
う
旅

行
割

引
「
県

民
割
」
の

適
用

対
象
を
7
月

前
半
か

ら
全

国
に
広
げ
る
と
表

明
し
た
。

6
.1
7

政
府

は
1
7
日
、
感

染
症

対
策
を
一

元
的
に
担
う
「
内

閣
感

染
症

危
機

管
理

庁
」
の

創
設
な

ど
司

令
塔

機
能

や
医

療
提

供
体

制
の

強
化

策
を
正

式
に
決

定
し
た
。

6
.2
2

玉
城

知
事

は
2
2
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

新
た
な
対

処
方

針
を
発

表
し
た
。
医

療
ひ
っ

迫
が
あ
る
程

度
解

消
さ
れ
た
と
し
て
「
４
人

以
下
、
２
時

間
以

内
」
の

会
食

制
限
を
感

染
対
策

認
証

店
に
限
り
緩

和
す
る
。

6
.2
4

旅
行

業
大

手
の
Ｈ
ＩＳ

が
発

表
し
た
夏

休
み
シ
ー
ズ
ン
の

予
約

動
向

調
査
で
沖

縄
向
け
の

予
約

者
数

が
全

国
一

位
と
な
っ
た
。
前

年
同

時
期
よ
り
約
4
.2
倍

伸
び
て
い
る
。
業

界
は
受

け
入

れ
態

勢
が

十
分
で
な
い
と
不

安
視
し
て
い
る
。

6
.2
7

訪
日

観
光

客
受
け
入

れ
に
向
け
、
那

覇
空

港
国

際
線

の
検

疫
体

制
を
整
え
た
こ
と
が
分

か
っ
た
。
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
陰

性
証

明
書
な
ど
を
確

認
す
る
た
め
の

体
制
を
整
え
た
。

6
.2
7

県
は
2
7
日
、
2
0
2
2
年

度
の

修
学

旅
行

予
約

状
況

が
、
5
月
1
2
日

時
点

の
調

査
で
1
5
4
1
校
、

3
0
万
3
千

人
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
Ｏ
Ｃ
Ｖ
Ｂ
が
２
月
に
発

表
し
た
2
1
年

度
速

報
値
と
の

比
較
で
学

校
数
、
人

数
と
も
約
4
.5
倍
と
な
る
。
1
8
年

度
比
で
は
7
割

の
水

準
に
と

ど
ま
る
。

6
.2
7

県
は
2
7
日
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
派

生
型
「
B
A
・
２
・
1
2
・
１
」
の

感
染

者
１
人
を
初

確
認
し
た
と

発
表
。
こ
の

系
統

は
主

流
の
「
B
A
・
２
」
よ
り
感

染
力

が
強
い
と
の

報
告

が
あ
る
。

6
.2
8

沖
縄

国
税

事
務

所
は
2
8
日
、
2
0
2
1
年

度
分

の
確

定
申

告
状

況
を
発

表
。
申

告
納

税
額
は

前
年

比
2
4
.5
％

増
。
新

型
コ
ロ
ナ
の

影
響
で
落
ち
込
ん
だ
2
0
年

度
に
比

べ
従

来
の

右
肩
上

が
り
の

水
準
を
取
り
戻
し
た
。

6
.2
9

日
本
ク
ル
ー
ズ
客

船
が

運
航
す
る
「
ぱ
し
ふ
ぃ
っ
く
び
い
な
す
」
が
2
9
日
、
宮

古
島

市
の
平

良
港
に
寄

港
し
た
。
ク
ル
ー
ズ
船

の
県

内
へ

の
入

港
は
2
年
4
か

月
ぶ
り
。
乗

客
数

は
1
7
8

人
に
制

限
。

6
.2
9

Ｏ
Ｃ
Ｖ
Ｂ
は
2
9
日
、
6
～
8
月

の
国

内
か
ら
の

入
域

観
光

客
数

が
前

年
同

期
比
2
.2
倍

の
1
5
9

万
9
千

人
と
の

見
通
し
を
発

表
。
1
9
年

比
で
は
1
8
.7
％

減
。
ま
た
、
4
～
6
月

の
県

外
か
ら
の

修
学

旅
行

が
2
6
8
校
、
4
万
2
千

人
と
な
る
見

通
し
を
発

表
。
1
9
年

の
同

期
比
で
は

校
数
が

6
9
％

減
、
人

数
で
は
6
2
％

減
。

6
.3
0

厚
労

省
の

専
門

家
組

織
は
3
0
日
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
新
た
な
派

生
型
「
Ｂ
Ａ
・
5
」
の

占
め
る

割
合

が
2
4
％
と
な
る
な
ど
置
き
換

わ
り
が

進
ん
で
お
り
、
今

後
、
夏

休
み

の
影

響
で
感

染
者

の
増

加
が

懸
念
す
る
と
の

評
価

結
果
を
ま
と
め
た
。

7
.0
5

県
は
5
日
、
新
た
に
2
2
6
6
人

が
感

染
し
た
と
発

表
。
2
千

人
超
え
は
5
月
2
5
日

以
来
で
火
曜

日
と
し
て
は

過
去

最
多
。
年

代
別
で
は
1
0
代

の
4
5
0
人

が
最

多
。

7
.0
6

国
内
で
6
日
、
新
た
に
4
万
6
千

人
の

感
染

者
が

確
認
さ
れ
た
。
前

週
比
で
ほ

ぼ
倍

増
し
、
全

都
道

府
県
で
増

加
し
た
。
4
万

人
を
上

回
る
の

は
5
月
1
8
日

以
来
。
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

の
派

生
型

「
Ｂ
Ａ
・
5
」
へ

の
置
き
換

わ
り
が

急
速
に
進
ん
で
い
る
と
み
ら
れ
、
第
7
波

の
懸

念
が

強
ま
っ

て
い
る
。

7
.1
0

県
は
1
0
日
、
新
た
に
2
4
5
8
人

が
感

染
し
た
と
発

表
、
6
日

連
続

の
2
千

人
超
。
日

曜
日
と
し
て

は
過

去
最

多
。
病

床
使

用
率

は
5
2
.7
％
に
悪

化
し
た
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

7
.1
1

政
府

の
感

染
症

対
策

分
科

会
の

尾
身

会
長

は
1
1
日
、
最

近
の

感
染

者
増

加
に
つ
い
て
「
新

し
い
波
に
入
っ
た
の

は
間

違
い
な
い
」
と
し
、
「
第
７
波
」
と
の

認
識
を
示
し
た
。
1
1
日
に
報
告

さ
れ
た
感

染
者

数
は
３
万
7
1
4
3
人
と
な
っ
た
。

7
.1
1

玉
城

知
事

は
1
1
日
、
沖

縄
本

島
と
八

重
山

圏
域
で
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

感
染

拡
大
と

医
療

逼
迫

が
懸

念
さ
れ
る
と
し
、
「
コ
ロ
ナ
感

染
拡

大
警

報
」
を
発
し
た
。
期

間
は

当
面
、
同

日
か
ら
2
4
日
ま
で
の
2
週

間
と
す
る
。

7
.1
2

県
は
1
2
日
、
新
た
に
3
4
3
6
人

の
感

染
者

数
を
発

表
し
た
。
１
日

の
感

染
者

数
が

初
め
て
３

千
人
を
超
え
、
過

去
最

多
だ
っ
た
５
月
1
1
日

の
2
7
0
2
人
を
約
２
か

月
ぶ
り
に
更

新
し
た
。

7
.1
3

世
界

保
健

機
構

の
1
3
日

の
発

表
に
よ
る
と
B
A
・
5
は
8
9
か

国
で
確

認
さ
れ
た
。
世

界
で
報
告

さ
れ
た
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

解
析

結
果

の
5
0
％
を
占
め
主

流
に
な
っ
た
。

7
.1
4

斉
藤

国
土

交
通

相
は
1
4
日
、
7
月

前
半
を
予

定
し
て
い
た
全

国
旅

行
支

援
の

開
始

延
期
を

表
明
。
全

都
道

府
県
で
新

規
感

染
者

数
が

増
え
て
お
り
、
実

施
で
き
る
状

況
に
は
な
い
と
判

断
し
た
。

7
.1
4

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

流
行
「
第
7
波
」
の

急
拡

大
を
受
け
、
政

府
は
1
4
日
、
ワ
ク
チ
ン
の

4
回

目
接

種
の

対
象
を
全
て
の

医
療

従
事

者
や

高
齢

者
施

設
の

職
員
に
広
げ
る
な
ど
の
対

策
を
明
ら
か
に
し
た
。

7
.1
4

県
は

政
府

が
全

国
を
対

象
と
し
た
全

国
旅

行
支

援
の

開
始

延
期
を
発

表
し
た
の
を
受
け
、

県
内
で
の

宿
泊

料
金
を
割
り
引
く
「
お
き
な
わ

彩
発

見
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
を
8
月
3
1
日

宿
泊
分

ま
で
延

長
す
る
と
発

表
し
た
。

7
.2
1

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

感
染

拡
大
を
受
け
、
玉

城
知

事
は
2
1
日
、
県

民
に
不

要
不

急
の

外
出

自
粛
な
ど
を
求
め
る
新
た
な
対

処
方

針
を
発

表
し
た
。
会

食
は

4
人

以
下
、
2
時

間
以

内
な
ど
と
要

請
し
た
が
、
強

制
力

は
な
い
。

7
.2
2

「
第
7
波
」
の

急
拡

大
を
受
け
、
政

府
は
2
2
日
、
感

染
者

の
濃

厚
接

触
者

の
待

機
期

間
を
7

日
間

か
ら
5
日

間
に
短

縮
す
る
こ
と
を
盛
り
込
ん
だ
追

加
対

策
を
発

表
し
た
。

7
.2
6

県
は
2
6
日
、
2
0
2
1
年

の
県

内
の
M
IC
E
開

催
実

績
が

前
年

比
4
4
％

減
の
2
7
3
件
だ
っ
た
と
発

表
し
た
。
直

接
経

済
効

果
は
1
6
％

減
の
3
6
億

円
と
な
っ
た
。

7
.2
6

O
C
V
B
は
2
6
日
、
2
0
2
2
年

度
に
県

内
へ

修
学

旅
行
に
訪

れ
る
学

校
が
1
5
9
9
校
、
3
0
万
7
千

人
に
な
る
見

通
し
を
発

表
し
た
。
人

数
は
2
1
年

度
比
4
.7
倍
、
1
9
年

度
の
7
4
.7
％

の
水

準
ま

で
回

復
す
る
と
し
て
い
る
。

7
.2
8

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
者

用
の

病
床

使
用

率
が
1
9
府

県
で
5
0
％
を
超
え
た
こ
と
が
2
8

日
、
内

閣
官

房
の

集
計
で
分

か
っ
た
。
1
週

間
で
2
倍

以
上
に
増
え
た
。

7
.3
0

県
は
3
0
日
、
過

去
最

多
と
な
る
5
7
6
2
人

が
新
た
に
感

染
し
た
と
発

表
。
コ
ロ
ナ
病

床
使

用
率

は
県

全
体
で
8
7
.2
％
。

8
.0
1

政
府

は
1
日
、
ワ
ク
チ
ン
3
回

目
接

種
を
7
月

末
ま
で
に
終
え
た
人

の
割

合
を
公

表
し
た
。
6
0

代
以

上
が
8
0
％
を
超
え
た
の
に
対
し
、
2
0
代

は
4
8
％
で
あ
っ
た
。
ま
た
2
0
代

の
摂

取
率
が

最
も
低
い
の

は
沖

縄
県
で
2
8
.9
％
で
あ
っ
た
。

8
.0
2

政
府

の
感

染
症

対
策

分
科

会
の

専
門

家
有

志
は
2
日
、
感

染
者

の
全

数
報

告
の

変
更
や

一
般

の
診

療
所
で
も
感

染
者
を
治

療
で
き
る
体

制
づ
く
り
な
ど
、
早

急
に
対

策
の

見
直
し
に

着
手
す
る
必

要
が
あ
る
と
の

提
言
を
発

表
し
た
。

8
.0
2

韓
国

の
L
C
C
の
テ
ィ
ー
ウ
ェ
イ
航

空
は
2
日
、
ソ
ウ
ル
と
那

覇
を
結

ぶ
定

期
便
を
再

開
し
た
。

国
際

線
の

定
期

便
の

運
航

は
2
0
2
0
年
3
月

以
来
、
2
年
4
か

月
ぶ
り
。

8
.0
8

厚
労

省
は
8
日
、
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
に
対

応
し
た
新
し
い
ワ
ク
チ
ン
に
つ
い
て
、
1
0
月

半
ば
に
も

接
種
を
開

始
す
る
方

針
を
決
め
た
。
対

象
は

少
な
く
と
も
2
回

の
接

種
を
終
え
た
全
て
の
住

民
を
想

定
し
て
い
る
。

8
.1
0

国
内
で
1
0
日
、
新

規
感

染
者

が
2
5
万
4
0
3
人
と
な
り
、
1
日

当
た
り
の

新
規

感
染

者
数
と
し
て

過
去

最
多
を
更

新
し
た
。

8
.1
1

米
疾

病
対

策
セ
ン
タ
ー
は
1
1
日
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対

策
を
緩

和
し
た
。
無

症
状
で
感

染
者
と
接

触
し
た
心

当
た
り
も
な
い
人

へ
の

検
査

は
推

奨
し
な
い
と
し
た
。
世

界
的

流
行
は

続
い
て
い
る
が
、
ワ
ク
チ
ン
や

治
療

薬
が

普
及
し
た
こ
と
を
受
け
た
措

置
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

8
.1
1

世
界

保
健

機
構

の
感

染
症

集
計
で
、
1
～
7
日

の
1
週

間
の

新
規

感
染

者
数

が
日

本
は
1
4
9

万
7
千

人
に
上
り
、
3
週

連
続
で
世

界
最

多
と
な
っ
た
。

8
.1
1

国
内
で
1
1
日
、
感

染
者

数
が

累
計
で
1
5
0
0
万

人
を
超
え
た
。
7
月
1
4
日
に
1
千

万
人
を
超
え

た
後
、
流

行
「
第
7
波
」
の

急
拡

大
に
伴
い
1
か

月
足
ら
ず
で
5
0
0
万

人
増

加
し
た
。

8
.1
4

県
は
1
4
日
、
新

規
感

染
者

数
は

先
週

日
曜

日
よ
り
減

少
し
た
が
、
沖

縄
本

島
の

病
床

使
用

率
は
1
0
1
.3
％
と
な
り
、
圏

域
別

の
公

表
を
始
め
た
今

年
2
月

以
降
、
初
め
て
1
0
0
％
を
超
え

た
。
実

際
に
は

基
準

以
上

の
病

床
を
確

保
し
て
い
る
が
、
医

療
従

事
者

の
欠

勤
が
1
1
0
0
人

以
上
に
上
り
、
医

療
現

場
の

逼
迫

が
続
い
て
い
る
。

8
.1
7

東
京

大
学
な
ど
の
チ
ー
ム
は
、
2
0
2
0
年
3
月

か
ら
今

年
6
月
に
か
け
新

型
コ
ロ
ナ
の

影
響
で

国
内
で
増

加
し
た
自

殺
者

は
約
8
千

人
に
上
る
と
の

試
算
を
1
7
日
ま
で
に
ま
と
め
た
。
最
多

は
2
0
代

女
性
で
経

済
的

影
響
を
受
け
や
す
い
非

正
規

雇
用

が
多
く
、
若

者
が

孤
独
に
追
い

込
ま
れ
て
い
る
可

能
性

が
あ
る
。

8
.1
7

国
内

航
空

各
社

は
1
7
日
、
お
盆

期
間
（
6
～
1
6
日
）
の

沖
縄

関
係

路
線

の
利

用
実

績
が
前

年
同

期
比

倍
増

の
4
7
万
5
8
0
0
人
だ
っ
た
と
発

表
し
た
。
1
9
年

比
で
は

ほ
ぼ

回
復
。
全

国
的

に
感

染
者

が
増
え
た
が
、
行

動
制

限
が
な
い
中
で
旅

行
需

要
が

高
か
っ
た
。

8
.2
4

岸
田

首
相

は
2
4
日
、
水

際
措

置
に
関
す
る
緩

和
策
を
発

表
。
出

国
前
で
の

陰
性

証
明
を
求

め
る
入

国
時

対
応
に
つ
い
て
9
月
7
日

か
ら
は
ワ
ク
チ
ン
の
3
回

接
種

証
明

が
あ
れ

ば
免
除

す
る
。

8
.2
4

政
府

は
2
4
日
、
医

療
機

関
や

保
健

所
の

負
担

軽
減

の
た
め
、
感

染
者

の
全

数
把

握
方
法

を
見

直
す
方

針
を
表

明
し
た
。
都

道
府

県
の

判
断
で
高

齢
者
ら
重

症
化
リ
ス
ク
が

高
い
人

に
発

生
の

届
け
出
を
限

定
で
き
る
よ
う
に
す
る
。

8
.2
6

米
ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ズ
大

の
集

計
で
、
世

界
の

感
染

者
数

が
2
6
日
、
累

計
6
億

人
を
超

え
た
。

8
.3
0

県
は
、
7
月

の
入

域
観

光
客

数
を
6
0
万
7
8
0
0
人
だ
っ
た
と
発

表
し
た
。
海

外
か
ら
の

入
国
者

は
ゼ
ロ
だ
っ
た
も
の

の
、
国

内
客

の
み
で
前

年
同

月
比
2
.4
倍

の
高
い
伸
び
と
な
っ
た
。

8
.3
0

県
は
、
2
0
2
1
年

度
の

観
光

収
入
（
試

算
値
）
が

前
年

比
1
7
.7
%
増

の
2
9
2
4
億

円
と
3
年

ぶ
り

の
増

加
だ
っ
た
と
発

表
し
た
。

8
.3
1

厚
生

労
働

省
は
、
2
0
2
2
年
8
月

の
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
に
よ
る
国

内
の

死
者
数

が
過

去
最

多
の
7
0
0
0
人

超
だ
っ
た
と
発

表
し
た
。
1
カ
月
あ
た
り
の

死
者

数
は
、
7
月

の
約

1
7
0
0
人

か
ら
大

幅
に
増

加
、
こ
れ
ま
で
の

最
多

は
2
0
2
2
年
2
月
、
第
6
波

の
約
4
9
0
0
人
で

あ
っ
た
。

8
.3
1

米
国

食
品

医
薬

局
（
F
D
A
）
は

新
型
コ
ロ
ナ
の
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
（
B
A
・
5
)対

応
し
た
モ
デ
ル
ナ
と

フ
ァ
イ
ザ
ー
ワ
ク
チ
ン
を
緊

急
承

認
し
た
と
発

表
し
た
。

9
.0
7

政
府

は
、
新

型
コ
ロ
ナ
の

水
際

対
策
を
緩

和
し
、
日

本
人

帰
国

者
を
含
む
入

国
者

数
の
上

限
を
1
日
あ
た
り
2
万

人
か
ら
5
万

人
に
引
き
上
げ
た
。
ま
た
、
添

乗
員
を
伴

わ
な
い
訪

日
観

光
客

の
パ
ッ
ケ
ー
ジ
ツ
ア
ー
を
解

禁
し
1
0
2
か

国
、
地

域
に
限
っ
て
い
た
受

入
れ

制
限
も
な
く

し
た
。

9
.1
2

東
京

商
工
リ
サ
ー
チ
は

県
内
で
の

新
型
コ
ロ
ナ
関

連
の

倒
産

が
2
0
2
2
年
8
月
ま
で
に
3
0
件

と
な
っ
た
と
発

表
し
た
。
コ
ロ
ナ
関

連
倒

産
の

負
債

総
額

は
1
0
6
億

円
7
4
0
0
万

円
で
あ
っ

た
。

9
.1
2

厚
生

労
働

省
は
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症

の
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
（
B
A
1
)に

対
応
し
た
新

し
い
ワ
ク
チ
ン
製

造
販

売
を
特

例
承

認
し
た
と
発

表
し
た
。

9
.1
4

県
は

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症

の
オ
ミ
ク
ロ
ン
の

変
異

株
「
B
A
・
2
・
7
5
」
（通

称
ケ
ン
タ

ウ
ル
ス
）
の

感
染

者
が

初
め
て
確

認
さ
れ
た
と
発

表
し
た
。

9
.1
4

W
H
O
の
テ
ド
ロ
ス
事

務
局

長
は

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症

の
世

界
大

流
行
（
パ
ン
デ

ミ
ッ
ク
）
に
つ
い
て
「
ま
だ
到

達
し
て
い
な
い
が
、
終

わ
り
が

視
野
に
入
っ
て
き
た
」
と
述
べ

た
。

9
.1
6

厚
生

労
働

省
は
2
0
2
1
年

度
に
全

国
の

医
療

機
関
で
支

払
わ

れ
た
概

算
の

医
療

費
が

過
去

最
高

の
4
4
兆
２
千

億
円
だ
っ
た
と
発

表
し
た
。
新

型
コ
ロ
ナ
関

連
費

が
大
き
く
伸
び
た
も
の

と
み
ら
れ
る
。
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年
月
日

海
外

年
月
日

全
国

年
月
日

沖
縄
県

9
.2
6

県
は
8
月

の
入

域
観

光
客

数
6
4
万
8
0
0
人
だ
っ
た
と
発

表
し
た
。
前

年
同

月
比
2
.2
倍

の
伸

び
と
な
っ
た
。
ま
た
海

外
便

が
一

時
再

開
さ
れ
1
0
0
人

の
海

外
入

域
客

が
来

沖
し
た
。

9
.2
9

県
は
「
4
人

以
下
、
2
時

間
以

内
」
と
し
て
い
た
会

食
制

限
要

請
を
感

染
防

止
対

策
の

認
証
店

に
限
り
緩

和
す
る
と
発

表
し
た
。
ま
た
同

日
に
「
医

療
非

常
事

態
宣

言
」
も
解

除
と
な
っ
た
。

9
.3
0

県
は

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症

の
累

計
感

染
者

数
が
5
0
万

人
超
と
な
っ
た
と
発

表
し

た
。

1
0
.0
3

東
京

商
工
リ
サ
ー
チ
は
2
0
2
2
年

度
上

半
期

の
県

内
倒

産
状

況
は
1
1
件
で
負

債
総

額
8
億

4
8
0
0
万

円
だ
っ
た
と
発

表
し
た
。
件

数
、
負

債
総

額
い
ず
れ
も
過

去
最

少
を
更

新
し
た
。

1
0
.0
5

厚
生

労
働

省
は

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
で
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
（
B
A
/
5
)に

対
応
し
た
フ
ァ

イ
ザ
ー
製
ワ
ク
チ
ン
を
特

例
承

認
し
た
と
発

表
し
た
。

1
0
.1
1

国
内

観
光

振
興

事
業
「
全

国
旅

行
支

援
」
が
1
0
月
1
1
日

か
ら
全

国
4
6
道

府
県
で
ス
タ
ー
ト
し

た
。
東

京
都

は
1
0
月
2
0
日

か
ら
の
ス
タ
ー
ト
と
な
る
。

1
0
.1
6

格
安

航
空
L
C
C
の
タ
イ
ガ
ー
エ
ア
台

湾
と
香

港
エ
ク
ス
プ
レ
ス
が

那
覇
-
台

北
、
那

覇
-
香
港

の
運

航
を
再

開
し
た
。
い
ず
れ
も
2
年
7
カ
月

ぶ
り
の

運
航

再
開
と
な
っ
た
。

1
0
.2
0

県
は

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症

の
直

近
、
人

口
1
0
万

人
あ
た
り
の

新
規

感
染

者
数
が

1
3
1
人
と
全

国
で
最

小
で
あ
っ
た
と
発

表
し
た
。
2
0
2
0
年
7
月
7
日

以
来

の
約
2
年
3
カ
月

ぶ
り

の
全

国
最

小
と
な
っ
た
。

1
0
.2
5

中
華

航
空
（
チ
ャ
イ
ナ
エ
ア
ラ
イ
ン
）
が

那
覇
-
台

北
便

の
運

航
を
再

開
し
た
。

1
0
.2
8

台
湾

の
新

興
航

空
会

社
ス
タ
ー
ラ
ッ
ク
ス
が

那
覇
-
台

北
便

の
運

航
を
開

始
し
た
。

1
1
.0
1

厚
生

労
働

省
は

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
で
オ
ミ
ク
ロ
ン
株

（
B
A
/
5
)に

対
応
し
た
モ
デ

ル
ナ
製
ワ
ク
チ
ン
を
特

例
承

認
し
た
と
発

表
し
た
。

1
1
.1
8

厚
生

労
働

省
は

全
国

的
に
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症

の
流

行
が

続
い
て
お
り
、
イ
ン
フ

ル
エ
ン
ザ
と
の

同
時

流
行
も
懸

念
さ
れ
る
た
め
、
注

意
を
呼
び
か
け
る
レ
ベ
ル
を
3
段

階
の

う
ち
真
ん
中

の
「
同

時
流

行
ま
た
は

感
染

拡
大

の
兆
し
が

見
え
る
状

況
」
に
一

段
階

引
き
上

げ
た
と
発

表
し
た

1
1
.2
4

中
国

政
府

は
中

国
本

土
で
2
3
日
に
新
た
に
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

感
染

者
が
2
万
9
7
5
4

人
に
上
っ
た
と
発

表
し
た
。
公

表
を
は
じ
め
た
2
0
2
0
年

春
以

降
で
最

多
と
な
っ
た
。

1
1
.2
5

中
国

政
府

は
中

国
本

土
で
2
4
日
に
新
た
に
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
感

染
者

が
3
万
1
9
8
7

人
に
上
っ
た
と
発

表
し
た
。
さ
ら
に
公

表
し
は
じ
め
た
2
0
2
0
年

春
以

降
の

最
多
を
更

新
し

た
。
各

地
区

の
で
封

鎖
拡

大
が

続
い
て
い
る
。

1
1
.2
7

厚
生

労
働

省
は
、
国

内
製

薬
大

手
「
塩

野
義

製
薬
」
が

開
発
し
た
新

型
コ
ロ
ナ
の

飲
み
薬

「
ゾ
コ
ー
バ
」
を
緊

急
承

認
し
た
と
発

表
し
た
。
軽

症
者

が
利

用
で
き
る
国

産
初

の
飲

み
薬
と

な
る
。

1
1
.2
8

県
は
1
0
月

の
入

域
観

光
客

数
が
6
2
万
8
千

人
と
な
っ
た
こ
と
を
発

表
し
た
。
こ
れ

は
コ
ロ
ナ

前
で
あ
る
2
0
1
9
年

の
同

月
と
比

較
し
て
も
1
.2
％

増
と
な
り
単

月
で
初
め
て
コ
ロ
ナ
禍

前
の

水
準
を
上

回
る
こ
と
と
な
っ
た
。

1
1
.2
8

中
国

全
土
で
2
7
日

夜
か
ら
2
8
日
に
か
け
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
で
厳
し
い
行

動
制

限
を
強
い
る
「
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
政

策
」
に
反

対
す
る
抗

議
活

動
が

全
国
に
広

が
っ
た
。

1
2
.0
1

共
同

通
信

社
は
、
国

内
の

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症

の
死

者
数

は
累

計
で
５
万

人
を

超
え
た
と
発

表
し
た
。
死

者
の
６
割

が
2
0
2
2
年
に
な
っ
て
か
ら
の

死
者

数
と
な
る
。

1
2
.0
1

厚
生

労
働

省
は
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
に
よ
る
抗

体
の

保
有

率
は

全
国

平
均
で

2
6
.5
%
と
な
り
、
最
も
抗

体
保

有
率

が
高

か
っ
た
の

は
沖

縄
県

の
4
6
.0
％
で
あ
っ
た
と
発

表
し

た
。

1
2
.0
4

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
に
よ
り
２
年

連
続
で
延

期
と
な
っ
て
い
た
那

覇
マ
ラ
ソ
ン
が
３

年
ぶ
り
に
開

催
さ
れ
た
。

1
2
.0
7

中
国

政
府

は
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
を
抑
え
込
む
「
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
」
政

策
の

大
幅
緩

和
を
発

表
し
た
。
軽

症
者

は
自

宅
隔

離
を
容

認
す
る
と
し
た
。
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